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Ⅰ 板橋区の概要 

⒈ 自然環境 

⑴ 位  置 

本区は、東京23区の中で、北西部 

に位置しており、おおむね東経 139 

度37分から同44分、北緯35度43分か  

ら同48分の間にある。 

⑵ 地  形 

本区は、平均海抜30メートル前後 

の武蔵野台地と荒川の沖積低地によ 

り形成されており、地形はおおむね 

北部が低地、南部が高台である。 

最も高い地点は徳丸変電所付近（徳丸三丁目）の35.5メートル、最低は新河岸川と荒川に

はさまれたところの２メートルとなっている。南東から北西に長く、最長部は板橋一丁目と

成増の埼玉県境を結ぶ 9,500メートル、最短部は東上線東武練馬駅付近を南北に結ぶ 3,500

メートルである。 

⑶ 地  質 

本区の高台は武蔵野台地の一部であり、この台地は数万年前の昔、古い荒川や多摩川など

が流れていたはんらん原であった。また、武蔵野（成増）礫層の砂利は当時のはんらんで積

み残した川砂利である。その後、川の流れはこのはんらん原を掘り下げ、今の荒川や多摩川

になり、とり残された部分に富士山などの火山灰（関東ローム層）がたい積し今日の台地が

つくられた。また礫層の下の地層から貝化石がみつかるがこれは15万年前の東京層のもので、

この層がかつて海の底であったことを物語っている。 
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 ⑷ 面  積 

本区の面積は、32.22㎢で、23区中９番目の大きさである。これは東京都総面積の約1.46％、区

部面積の約5.13％にあたる。 
 

参考：国土交通省国土地理院「令和4年全国都道府県市区町村別面積調（令和６年７月１日時点）」 

 

⑸ 地目別土地面積の推移 

（各年１月１日） 

区   分 平成30年  平成31年  令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

総  数  1850.86 1848.85 1848.57 1848.42 1,848.76 1,848.65 

宅 地 総 数 1807.14 1805.74 1806.05 1806.39 1,808.07 1,809.32 

 商業地区 15.83 15.77 15.73 15.23 15.24 15.26 

工業地区 132.03 132.05 132.06 132.04 132 132.14 

住宅地区 1659.26 1657.90 1658.21 1659.07 1,660.78 1,661.86 

その他 0.02 0.02 0.05 0.05 0.05 0.06 

田 ― ― ― ― ― ― 

畑 15.60 14.97 14.34 13.64 12.47 11.89 

山  林 2.41 2.37 2.15 2.10 2.01 1.63 

原  野 ― ― ― ― ― ― 

池  沼 ― ― ― ― ― ― 

雑 種 地 24.95 25.02 25.27 25.39 25.33 24.96 

免 税 点 未 満  0.76 0.75 0.76 0.90 0.88 0.85 

（単位：ha） 

（注） １. この表は、各年１月１日現在の固定資産税の対象となる土地面積である。また、国・公有地、公

共用地、墓地、道路、用水路、溜池、保安林、私立学校用地、宗教法人の境内など、固定資産税が

非課税とされている土地は除かれている。 

    ２． 宅地のその他は、村落又は観光地区（市、郡、島部）、農業用施設の用に供する宅地及び生産緑

地地区内の宅地である。 

３. 雑種地とは宅地・田・畑・山林・原野・池沼以外の土地で、野球場、テニスコ－ト、ゴルフ場、

運動場、高圧鉄塔敷地、軌道用地等をいう。 

４. 免税点未満とは、土地に対して課する固定資産税の課税標準となるべき額が30万円に満たないも

のである。 

５. 端数処理のため各項の和と表示した総数は必ずしも一致しない。 

 
資料：東京都主税局資産税部固定資産税課 

参考：東京都総務局統計部「東京都統計年鑑」 
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⒉ 人  口 

⑴  人口の推移（平成 ３ 年～  ）                                        (各年10月１日) 

年  次 世 帯 数 
人       口 

調 査 名 等 
総 数 男 女 

対前年 
増加数 

対 前 年 
増加率％ 

平成３年 220,937 522,645 264,290 258,355 3,702  0.7 ＊東京都の人口 (推計) 

 ４ 223,610 523,103 264,228 258,875 458  0.1 ＊東京都の人口 (推計) 

 ５ 224,434 520,059 262,422 257,637 △3,044 △0.6 ＊東京都の人口 (推計) 

 ６ 224,317 514,524 259,155 255,369 △5,535 △1.1 ＊東京都の人口 (推計) 

 ７ 225,655 511,415 257,410 254,005 △3,109 △0.6 国勢調査 (第16回) 

 ８ 228,478 511,195 257,300 253,895 △  220 △0.0 ＊東京都の人口 (推計) 

 ９ 230,975 510,889 256,766 254,123 △  306 △0.1 ＊東京都の人口 (推計) 

 10 233,947 512,060 257,502 254,558 1,171  0.2 ＊東京都の人口 (推計) 

 11 236,330 512,133 257,244 254,889 73  0.0 ＊東京都の人口 (推計) 

 12 240,092 513,575 258,262 255,313 1,442  0.3 国勢調査 (第17回) 

 13 244,259 517,883 260,551 257,332 4,308  0.8 ＊東京都の人口 (推計) 

 14 248,250 521,879 263,022 258,857 3,996  0.8 ＊東京都の人口 (推計) 

 15 250,889 523,912 264,128 259,784 2,033  0.4 ＊東京都の人口 (推計) 

 16 251,919 522,935 263,545 259,390 △  977 △0.2 ＊東京都の人口 (推計) 

 17 252,609 523,083 263,545 259,538 148  0.0 国勢調査 (第18回) 

 18 257,559 526,219 264,296 261,923 3,136  0.6 ＊東京都の人口 (推計) 

 19 260,147 528,959 264,810 264,149 2,740  0.5 ＊東京都の人口 (推計) 

 20 263,773 533,218 266,150 267,068 4,259  0.8 ＊東京都の人口 (推計) 

 21 266,416 535,903 266,783 269,120 2,685  0.5 ＊東京都の人口 (推計) 

 22 272,683 535,824 265,665 270,159 △   79 △0.0 国勢調査 (第19回) 

 23 273,744 537,855 266,192 271,663 2,031  0.4 ＊東京都の人口 (推計) 

 24 285,033 541,435 267,631 273,804 3,580  0.7 ＊東京都の人口 (推計) 

 25 288,095 546,936 269,929 277,007 5,501  1.0 ＊東京都の人口 (推計) 

  26 291,233 552,645 272,368 280,277 5,709  1.0 ＊東京都の人口 (推計) 

 27 291,408 561,916 276,592 285,324 9,271  1.7 国勢調査 (第20回) 

  28 297,616 569,441 280,216 289,225 7,525  1.3 ＊東京都の人口 (推計) 

  29 302,689 574,140 282,213 291,927 4,699   0.8 ＊東京都の人口 (推計) 

  30 308,065 578,834 283,852 294,982 4,694   0.8 ＊東京都の人口 (推計) 

令和元年 314,440 584,420 286,180 298,240 5,586   1.0 ＊東京都の人口 (推計) 

 ２ 314,446 584,483 286,179 298,304 63   0.0 国勢調査 (第21回) 

 ３ 315,652 581,989 284,600 297,389 △2,494 △0.4 ＊東京都の人口 (推計) 

 ４ 319,233 582,528 284,579 297,949 539   0.1 ＊東京都の人口 (推計) 

 ５ 325,066 585,909 286,024 299,885 3,381  0.6 ＊東京都の人口 (推計) 

 ６ 332,571 591,988 289,175 302,813 6,079  1.0 ＊東京都の人口 (推計) 

(注） １．＊印の世帯と人口は直前の国勢調査人口を基準として、これに毎月の住民基本台帳の登録増減数を 

加減して推計したもので、東京都総務局統計部から公表されたものである。 

２．東京都の人口（推計）は、発表された数値が国勢調査人口の確定値により補正されることがある。 

３．令和２年国勢調査人口（確報値）に基づき、平成28年から令和３年までの数値を補正した。 

４．平成24年８月から住民基本台帳法改正により、集計方法が変更された。 

資料: 東京都総務局統計部 

参考：東京都の人口（推計） 
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⑵ 世帯数と人口及び人口密度の推移 

（各年10月１日） 

年 次 世帯数 
人    口 対 前 回 増 加 数 人 口 密 度 

(１㎢につき) 総 数 男 女 世帯数 人口 

昭和22年 42,761 177,282 89,418 87,864    ―    ― 5,557 

25 51,306 223,003 112,350 110,653 8,545 45,721 6,991 

30 71,180 311,225 159,209 152,016 19,874 88,222 9,756 

35 105,553 412,605 214,151 198,454 34,373 101,380 12,934 

40 137,190 477,007 247,331 229,676 31,637 64,402 14,953 

45 149,542 471,777 242,413 229,364 12,352  △ 5,230 14,789 

50 173,279 498,286 254,671 243,615 23,737 26,509 15,620 

55 187,542 498,266 252,626 245,640 14,263 △    20 15,620 

60 194,558 505,556 255,291 250,265 7,016 7,290 15,848 

平成２年 216,649 518,943 262,613 256,330 22,091 13,387 16,136 

７ 225,655 511,415 257,410 254,005 9,006 △ 7,528 15,897 

12  240,092 513,575 258,262 255,313 14,437 2,160 15,964 

17  252,609 523,083 263,545 259,538 12,517 9,508 16,260 

22 272,683 535,824 265,665 270,159 20,074 12,741 16,656 

27 291,408 561,916 276,592 285,324 18,725 26,092 17,440 

令和２年 314,446 584,483 286,179 298,304 23,038 22,567 18,140 

 

資料：総務省統計局「国勢調査報告」 
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⑶ 町丁目別世帯数と人口及び人口密度 
（令和５年１月１日現在） 

町 丁 目 世 帯 数 
人         口 面  積 

(㎢) 

人口密度 
(１㎢につき) 

総   数 男 女 

総 数 334,750 578,914 283,229 295,685 32.22 17,968 

板 橋 一 丁 目 5,103 7,692 3,690 4,002 0.23 33,443 

二 丁 目 4,080 5,926 2,902 3,024 0.29 20,434 

三 丁 目 3,617 5,808 2,917 2,891 0.23 25,252 

四 丁 目 3,479 5,343 2,661 2,682 0.26 20,550 

加 賀 一 丁 目 2,173 5,673 2,774 2,899 0.23 24,665 

二 丁 目 2,066 4,335 2,015 2,320 0.26 16,673 

大 山 東 町 4,073 5,978 2,959 3,019 0.20 29,890 

大 山 金 井 町 3,832 5,716 2,894 2,822 0.22 25,982 

熊 野 町 2,970 4,659 2,347 2,312 0.14 33,279 

中 丸 町 4,213 6,789 3,476 3,313 0.21 32,329 

南 町 2,945 4,668 2,355 2,313 0.19 24,568 

稲 荷 台 1,446 2,678 1,327 1,351 0.13 20,600 

仲 宿 4,619 7,756 3,748 4,008 0.24 32,317 

氷 川 町 2,809 4,593 2,227 2,366 0.19 24,174 

栄 町 2,520 4,050 2,013 2,037 0.24 16,875 

大 山 町 3,024 5,007 2,502 2,505 0.18 27,817 

大 山 西 町 3,100 5,016 2,388 2,628 0.19 26,400 

幸 町 3,198 5,474 2,668 2,806 0.22 24,882 

中 板 橋 2,737 4,170 1,978 2,192 0.14 29,786 

仲 町 2,492 3,975 2,054 1,921 0.19 20,921 

弥 生 町 3,554 5,709 2,826 2,883 0.24 23,788 

本 町 4,727 7,326 3,448 3,878 0.20 36,630 

大 和 町 3,579 5,436 2,578 2,858 0.20 27,180 

双 葉 町 3,330 5,423 2,680 2,743 0.22 24,650 

富 士 見 町 2,952 4,697 2,175 2,522 0.22 21,350 

大 谷 口 上 町 2,438 4,176 2,105 2,071 0.25 16,704 

大 谷 口 北 町 3,557 6,297 3,106 3,191 0.27 23,322 

大 谷 口 一 丁 目 1,288 2,115 1,107 1,008 0.14 15,107 

二 丁 目 2,135 3,750 1,872 1,878 0.17 22,059 

向 原 一 丁 目 1,324 2,394 1,173 1,221 0.12 19,950 

二 丁 目 1,604 2,594 1,298 1,296 0.17 15,259 

三 丁 目 1,966 3,509 1,615 1,894 0.15 23,393 

小 茂 根 一 丁 目 3,118 5,141 2,414 2,727 0.24 21,421 

二 丁 目 2,369 4,304 2,109 2,195 0.18 23,911 

三 丁 目 1,350 2,823 1,391 1,432 0.13 21,715 

四 丁 目 2,076 3,298 1,528 1,770 0.19 17,358 

五 丁 目 485 980 497 483 0.17 5,765 

常 盤 台 一 丁 目 2,744 4,640 2,235 2,405 0.28 16,571 

二 丁 目 1,064 1,962 942 1,020 0.16 12,263 

三 丁 目 2,021 3,289 1,560 1,729 0.16 20,556 

四 丁 目 1,607 2,499 1,196 1,303 0.14 17,850 

南常盤台一丁目 2,916 4,145 1,927 2,218 0.17 24,382 

二丁目 2,135 3,392 1,680 1,712 0.14 24,229 

東 新 町 一 丁 目 3,172 5,234 2,529 2,705 0.21 24,924 

二 丁 目 2,257 4,388 2,160 2,228 0.27 16,252 
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町丁目 世帯数 
人口 面積 

(㎢) 

人口密度 
(１㎢につき) 総数 男 女 

上 板 橋 一 丁 目 1,246 1,918 926 992 0.12 15,983 

二 丁 目 2,879 4,623 2,167 2,456 0.20 23,115 

三 丁 目 1,545 2,232 1,040 1,192 0.08 27,900 

清 水 町 4,022 6,538 3,189 3,349 0.27 24,215 

蓮 沼 町 3,414 5,303 2,626 2,677 0.28 18,939 

大 原 町 2,409 4,495 2,211 2,284 0.20 22,475 

泉 町 2,106 3,459 1,745 1,714 0.17 20,347 

宮 本 町 3,410 5,396 2,648 2,748 0.23 23,461 

志 村 一 丁 目 3,152 5,305 2,522 2,783 0.30 17,683 

二 丁 目 2,234 4,242 2,077 2,165 0.21 20,200 

三 丁 目 1,998 3,269 1,580 1,689 0.22 14,859 

坂 下 一 丁 目 3,475 5,802 2,690 3,112 0.29 20,007 

二 丁 目 3,414 6,556 3,131 3,425 0.29 22,607 

三 丁 目 4,053 7,642 3,632 4,010 0.38 20,111 

東 坂 下 一 丁 目 1,123 2,314 1,117 1,197 0.18 12,856 

二 丁 目 1,157 2,002 968 1,034 0.28 7,150 

小 豆 沢 一 丁 目 2,538 5,029 2,423 2,606 0.18 27,939 

二 丁 目 2,893 5,415 2,580 2,835 0.25 21,660 

三 丁 目 984 1,685 821 864 0.20 8,425 

四 丁 目 2,269 3,942 1,946 1,996 0.25 15,768 

西 台 一 丁 目 1,577 2,932 1,464 1,468 0.25 11,728 

二 丁 目 2,081 4,120 2,131 1,989 0.26 15,846 

三 丁 目 1,938 3,737 1,843 1,894 0.26 14,373 

四 丁 目 1,074 2,240 1,015 1,225 0.08 28,000 

中 台 一 丁 目 3,188 5,485 2,708 2,777 0.25 21,940 

二 丁 目 1,787 3,267 1,616 1,651 0.18 18,150 

三 丁 目 3,379 6,683 3,118 3,565 0.29 23,045 

若 木 一 丁 目 2,413 4,367 2,139 2,228 0.20 21,835 

二 丁 目 2,344 3,849 1,964 1,885 0.19 20,258 

三 丁 目 1,393 2,660 1,296 1,364 0.14 19,000 

蓮 根 一 丁 目 1,723 2,991 1,494 1,497 0.15 19,940 

二 丁 目 4,123 7,627 3,677 3,950 0.28 27,239 

三 丁 目 3,993 7,801 3,652 4,149 0.34 22,944 

相 生 町 2,233 4,555 2,210 2,345 0.17 26,794 

前 野 町 一 丁 目 2,378 4,681 2,222 2,459 0.20 23,405 

二 丁 目 3,552 7,163 3,461 3,702 0.23 31,143 

三 丁 目 2,840 5,798 2,900 2,898 0.25 23,192 

四 丁 目 2,333 4,202 2,047 2,155 0.25 16,808 

五 丁 目 1,919 3,628 1,789 1,839 0.23 15,774 

六 丁 目 2,440 4,442 2,101 2,341 0.26 17,085 

赤 塚 一 丁 目 2,333 3,876 1,880 1,996 0.21 18,457 

二 丁 目 3,696 5,979 2,872 3,107 0.25 23,916 

三 丁 目 3,393 5,121 2,620 2,501 0.25 20,484 

四 丁 目 2,442 4,369 2,283 2,086 0.26 16,804 

五 丁 目 1,929 3,754 1,934 1,820 0.33 11,376 

六 丁 目 2,410 4,308 2,156 2,152 0.28 15,386  

七 丁 目 1,943 3,597 1,769 1,828 0.24 14,988  

八 丁 目 627 1,432 723 709 0.14 10,229 
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町丁目 世帯数 
人口 面積 

(㎢) 

人口密度 
(１㎢につき) 総数 男 女 

赤塚新町一丁目 912 1,398 688 710 0.08 17,475  

二丁目 1,353 2,114 1,052 1,062 0.10 21,140  

三丁目 3,435 6,305 3,114 3,191 0.31 20,339  

四 葉 一 丁 目 1,304 2,557 1,337 1,220 0.15 17,047  

二 丁 目 1,018 2,314 1,174 1,140 0.20 11,570  

大 門 530 1,189 579 610 0.14 8,493  

三 園 一 丁 目 3,127 5,783 3,074 2,709 0.33 17,524  

二 丁 目 640 1,087 558 529 0.24 4,529  

成 増 一 丁 目 3,940 6,994 3,368 3,626 0.26 26,900  

二 丁 目 3,415 5,610 2,672 2,938 0.25 22,440  

三 丁 目 4,507 7,864 3,883 3,981 0.33 23,830  

四 丁 目 3,045 5,140 2,605 2,535 0.32 16,063  

五 丁 目 2,661 4,933 2,315 2,618 0.26 18,973  

徳 丸 一 丁 目 4,079 6,800 3,329 3,471 0.31 21,935  

二 丁 目 2,602 4,242 2,035 2,207 0.26 16,315  

三 丁 目 4,015 7,262 3,544 3,718 0.33 22,006  

四 丁 目 2,771 5,668 2,831 2,837 0.25 22,672  

五 丁 目 1,099 2,480 1,237 1,243 0.17 14,588  

六 丁 目 2,560 5,347 2,709 2,638 0.27 19,804  

七 丁 目 874 1,836 938 898 0.12 15,300  

八 丁 目 941 2,108 1,054 1,054 0.17 12,400  

東 山 町 2,374 3,962 1,924 2,038 0.19 20,853 

桜 川 一 丁 目 x x x x 0.14 
10,100 

二 丁 目 1,529 2,626 1,285 1,341 0.12 

三 丁 目 1,219 2,169 1,056 1,113 0.10 21,690  

高 島 平 一 丁 目 5,219 8,639 4,351 4,288 0.44 19,634  

二 丁 目 8,743 12,895 6,324 6,571 0.46 28,033  

三 丁 目 2,918 5,220 2,379 2,841 0.41 12,732  

四 丁 目 1,037 2,015 1,071 944 0.21 9,595  

五 丁 目 1,950 3,547 1,877 1,670 0.29 12,231  

六 丁 目 46 46 46 - 0.38 121  

七 丁 目 3,250 5,080 2,569 2,511 0.27 18,815  

八 丁 目 2,288 3,763 1,905 1,858 0.21 17,919  

九 丁 目 5,069 8,541 4,012 4,529 0.46 18,567  

新 河 岸 一 丁 目 1,127 2,262 1,074 1,188 0.56 4,039  

二 丁 目 1,169 1,930 892 1,038 0.33 5,848  

三 丁 目 475 765 395 370 0.73 1,048  

舟 渡 一 丁 目 1,937 3,398 1,624 1,774 0.24 14,158  

二 丁 目 2,329 4,375 2,168 2,207 0.71 6,162  

三 丁 目 1,059 1,764 884 880 0.41 4,302  

四 丁 目 118 228 128 100 0.72 317  
 

（注）桜川一丁目は世帯数・人口が少ない為，プライバシー保護の観点から桜川二丁目と合算する形式で秘匿

処理をしている。 

資料：世帯数及び人口について、板橋区区民文化部戸籍住民課「住民基本台帳」 

面積について、「平成27年度国勢調査 東京都区市町村別報告」 ※令和４年11月１日付け板橋区告示 

第467号により上板橋一丁目・二丁目の区域の変更が行われたが、小数点第２以下の変更である。 

参考：板橋区総務部総務課「板橋区の統計」 
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町丁目別人口密度                   （令和７年１月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 
資料：板橋区区民文化部戸籍住民課「住民基本台帳」 

参考：板橋区総務部総務課「板橋区の統計」 

 

 

 

 

 

 

凡 例 

0～5,000 

10,000～15,000 

15,000～20,000 

20,000～25,000 

25,000～30,000 

5,000～10,000 

以上  未満 

(人/k㎡) 

30,000～ 
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⑷ 人口の年齢構成  

年齢（５歳階級）別男女別人口                    （令和７年１月１日現在） 

 
資料：板橋区区民文化部戸籍住民課「住民基本台帳」 

参考：板橋区総務部総務課「板橋区の統計」 

 

年齢（３区分）別人口の推移                  （各年１月１日） 

年次 
幼年人口（0～14歳） 生産年齢人口（15～64歳） 老年人口（65歳以上） 

総数 男 女 総数 男 女 総数 男 女 

平成２３年 58,226 29,815 28,411 351,509 182,463 169,046 107,669 45,796 61,873 

２４ 58,301 29,851 28,450 350,375 181,667 168,708 109,674 46,804 62,870 

２５ 59,902 30,797 29,105 362,787 186,559 176,228 114,686 49,109 65,577 

２６ 60,239 30,893 29,346 361,118 185,667 175,451 118,683 51,064 67,619 

２７ 60,600 31,142 29,458 360,838 185,028 175,810 122,734 53,097 69,637 

２８ 61,158 31,507 29,651 364,020 186,268 177,752 125,580 54,492 71,088 

２９ 61,864 31,895 29,969 367,707 187,862 179,845 127,738 55,570 72,168 

３０ 61,828 31,766 30,062 370,447 188,736 181,711 129,438 56,370 73,068 

３１ 62,038 31,828 30,210 374,014 189,835 184,179 130,838 56,999 73,839 

令和 ２年 61,950 31,829 30,121 377,710 191,190 186,520 131,697 57,344 74,353 

３ 61,475 31,628 29,847 376,428 190,431 185,997 132,310 57,620 74,690 

４ 60,349 31,058 29,291 374,664 189,200 185,464 132,201 57,416 74,785 

５ 59,292 30,482 28,810 377,247 190,387 186,860 131,702 57,154 74,548 

６ 58,202 29,833 28,369 383,016 193,028 189,988 131,709 57,198 74,511 

７ 57,362 29,471 27,891 390,005 196,520 193,485 131,547 57,238 74,309 

資料：板橋区区民文化部戸籍住民課「住民基本台帳」 

参考：板橋区総務部総務課「板橋区の統計」 

2520151050510152025

0～4歳
5～9

10～14
15～19
20～24
25～29
30～34
35～39
40～44
45～49
50～54
55～59
60～64
65～69
70～74
75～79
80～84
85～89
90～94
95～99

100～102
103歳以上

男 

283,229人 

女 

295,685人 

（千人） 
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⑸ 昼間人口と夜間人口の推移  
（各年10月１日) 

年次  夜間人口  昼間人口  流入人口  流出人口  
流入超過  

人 口 増 

夜間人口に  

対する昼間  

人口の割合  

昭 和 45年 471,777 447,739 120,012 97,123 22,889 94.9 

50 498,286 465,281 109,484 142,489 △ 33,005 93.4 

55 497,003 462,807 117,947 152,143 △ 34,196 93.1 

60 505,494 466,179 123,870 163,185 △ 39,315 92.2 

平 成 ２ 年 513,438 461,364 133,719 185,793 △ 52,074 89.9 

７  509,578 461,963 134,769 182,384 △ 47,615 90.7 

12 512,459 470,917 124,378 165,920 △ 41,542 91.9 

17 507,799 456,425 112,404 163,778 △ 51,374 89.9 

22 535,824 493,747 102,693 144,771 △ 42,078 92.1 

27 561,916 508,099 97,910 151,726 △ 53,816 90.4 

令 和 ２ 年 584,483 523,358 93,184 154,309 △ 61,125 89.5 

 
資料：総務省統計局「国勢調査報告」 

 

 

⑹ 産業大分類別就業者数（15歳以上） 

（令和２年10月１日現在）  

区分 総 数 農 業 林 業 漁 業 
鉱業・採石業 

・砂利採取業 
建 設 業 製 造 業 

人員 236,641 295 6 8 30 13,829 22,064 

 

区分 
電気･ガス･

熱 供 給 ･ 

水 道 業 
情報通信業 

運 輸 業 ・ 

郵 便 業 

卸 売 ・ 

小 売 業 
金 融 業 ・ 

保 険 業 
不動産業・ 

物品賃貸業 

学術研究・ 

専門・技術 

サービス業 

人員 749 23,434 11,748 34,572 8,364 9,287 13,689 

 

区分 
宿 泊 業 ・ 

飲 食 サ ー 

ビ ス 業 

生 活 関 連 

サービス業・ 

娯 楽 業 

教 育 ・ 

学習支援業 

医 療 ・ 

福 祉 

複 合 サ ー 

ビ ス 事 業 
そ の 他 の

サービス業 
公 務 

人員 13,252 8,460 10,719 27,644 936 20,543 6,060 

 

(注) 総数には分類不能分を含む。 

資料：総務省統計局「国勢調査報告」 
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⒊ 産 業 

⑴ 事業所（産業大分類別事業所数及び従業者数） 
(令和３年６月１日現在) 

分類 
 

地域 

全 産 業 農 林 漁 業 鉱業,採石業,砂利採取業 建 設 業 

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 

区 部 498,845 8,365,553 296 2,315 60 1,452 29,175 407,888 

板 橋 区 17,188 198,701 10 64 0 0 1,614 11,546 
  

分類 
 

地域 

製 造 業 電気・ガス･熱供給・水道業 情 報 通 信 業 運 輸 業 ,郵 便 業 

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 

区 部 31,778 428,363 727 35,332 25,521 1,004,323 11,112 389,530 

板 橋 区 1,610 21,215 18 384 321 2,086 517 17,698 
 
 

分類 
 

地域 

卸 売 業 ,小 売 業 金 融 業 ,保 険 業 不動産業,物品賃貸業 学術研究,専門・技術サービス業 

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 

区 部 110,539 1,669,605 10,277 392,470 52,104 345,986 43,791 544,429 

板 橋 区 3,604 39,127 196 2,206 1,628 5,478 825 3,826 
 
 

分類 
 

地域 

宿泊業,飲食サービス業 生活関連サービス業,娯楽業 教育 ,学習支援業 医 療 , 福 祉 

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 

区 部 58,872 581,476 32,405 264,250 15,424 357,975 39,195 671,170 

板 橋 区 1,868 12,953 1,407 7,509 656 14,358 1,914 43,754 
 
 

分類 
 

地域 

複合サービス事業 その他のサービス業 公 務 

事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 事業所数 従業者数 

区 部 1,192 21,724 35,008 1,015,532 1,369 231,733 

板 橋 区 51 1,020 918 11,671 31 3,806 

 
資料：総務省統計局「令和３年経済センサス―活動調査」 
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⑵ 工 業（産業中分類別事業所数(全事業所)） 
（令和３年６月１日） 

分類 
 

地域 
総 数 食 料 品  

飲 料 ・ 
飼 料 等 

繊 維 工 業 
木 材 ・  
木 製 品 

家 具 ・ 
装 備 品 

紙 ・ 
紙 加 工 品 

区 部 11,813 556 31 545 73 271 459 

板 橋 区 762 31 15 2 14 41 231 
 
 

分類 
 

地域 

印 刷 ・ 
同 関 連 業 

化 学 工 業 石油・石炭 プラスチック ゴ ム 製 品 
皮 革 ･ 
同 製 品 

窯 業 ・ 
土 石 

区 部 2,401 204 13 679 210 321 166 

板 橋 区 231 27 2 38 4 2 14 
 
 

分類 
 

地域 

鉄 鋼
業 

非 鉄 金 属 金 属 製 品 
は ん 用 
機 械 

生 産 用 
機 械 

業 務 用 
機 械 

電 子 ・ 
デ バ イ ス 

区 部 105 126 1821 420 1075 486 175 

板 橋 区 7 16 63 27 52 65 12 
 
 

分類 
 

地域 
電 気 機 械 

情 報 
通 信 機 械 

輸 送 用 
機 械 

そ の 他 の 
製 造 業 

区 部 525 77 220 854 

板 橋 区 26 4 12 57 

 
資料：経済産業省大臣官房調査統計グループ「工業統計調査」 
参考：東京都総務局統計部「令和3年経済センサス‐活動調査報告（産業別集計 東京の製造業）」 

 

⑶ 商 業 （事業所数、従業員数、年間販売額） 
（平成28年６月１日） 

地域 
事業所数 

従業員数 年間商品販売額 
総数 卸売業 小売業 

区 部 86,582 32,903 53,679 1,239,446 178,216,243 

板 橋 区 2,902 836 2,066 29,697 1,230,808 
 

（単位：金額百万円） 
資料：経済産業省大臣官房調査統計グループ「平成28年経済センサス－活動調査」 

 
⑷ 農 業（農業経営体数、農業従事者数、経営耕地面積） 

（令和２年２月１日） 

地域 

農業経営体数 
農業従事者数 

（個人経営体） 
経営耕地面積 

総数 
個人経営体 団体 

経営体 
総数 男 女 総数 田 畑 樹園地 

主業 準主業 副業的 

区 部 809 52 460 278 19 2,190 1195 995 508 50 400 58 

板 橋 区 23 1 12 10 0 58 33 25 8.5 1.4 5.3 1.8 
 

（単位：経営体、人、面積ヘクタール） 
(注) １．農業経営体は、経営耕地面積30a以上の規模の農業、一定規模以上の作付・栽培面積の農業、 

又は農作業の受託の事業を行う者をいう。 
２．農業従事者は、15歳以上の世帯員のうち、調査期日前１年間に自営農業に従事した者をいう。 
３．経営耕地面積の数値については、四捨五入している関係で、積み上げた数値の合計値が必ずし

も一致しない場合がある。 
参考：東京都総務局統計部「2020農林業センサス（農林業経営体調査）東京都分調査結果報告（確定値）」 
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⒋ 交 通 

⑴ 鉄 道 

ア．ＪＲ埼京線 

駅 
駅別乗車人員の推移（単位：人） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

板橋 
12,304,150 9,206,760 10,046,260 10,993,070 11,625,980 

（33,710/1日） （25,224/1日） （27,524/1日） （30,118/1日） （31,852/1日） 

浮間舟渡 
7,990,580 6,367,790 6,688,990 7,211,305 7,749,315 

（21,892/1日） （17,446/1日） （18,326/1日） （19,757/1日） （21,231/1日） 

（注）（ ）内は一日平均乗車人員。一日平均乗車人員に営業日数を乗じて乗車人員を算出している。 

資料：東日本旅客鉄道㈱東京支社 
参考：板橋区総務部総務課「板橋区の統計」 
 

 

イ．東武東上線 

駅 
駅別乗車人員の推移（単位：人） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

下板橋 
3,071,022 2,379,257 2,507,488 2,697,862 2,834,913 

（8,391/1日） （6,519/1日） （6,870/1日） （7,391/1日） （7,746/1日） 

大山 
9,544,219 7,281,272 7,663,573 8,078,793 8,527,868 

（26,077/1日） （19,949/1日） （20,996/1日） （22,134/1日） （23,300/1日） 

中板橋 
5,387,086 4,161,132 4,375,186 4,714,230 4,997,322 

（14,719/1日） （11,400/1日） （11,987/1日） （12,916/1日） （13,654/1日） 

ときわ台 
8,767,575 6,549,316 6,942,911 7,441,693 7,686,192 

（23,955/1日） （17,943/1日） （19,022/1日） （20,388/1日） （21,001/1日） 

上板橋 
9,526,148 7,367,742 7,711,111 8,235,682 8,889,281 

（26,028/1日） （20,186/1日） （21,126/1日） （22,564/1日） （24,288/1日） 

東武練馬 
11,073,571 8,002,952 8,774,978 9,513,879 9,946,450 

（30,256/1日） （21,926/1日） （24,041/1日） （23,065/1日） （27,176/1日） 

下赤塚 
2,953,537 2,337,524 2,468,564 2,603,573 2,655,967 

（8,070/1日） （6,404/1日） （6,763/1日） （7,133/1日） （7,257/1日） 

成増 
10,679,361 8,202,005 8,594,230 9,190,413 9,359,349 

（29,179/1日） （22,471/1日） （23,546/1日） （25,179/1日） （25,572/1日） 

（注）１．（ ）は一日平均乗車人員。乗車人員を営業日数で割り四捨五入したものであるため、総数と

は一致しない。 

２．下板橋駅の所在地は、豊島区である。 
資料：東武鉄道㈱東上業務部 

参考：板橋区総務部総務課「板橋区の統計」 

    

    

ウ．東京メトロ（旧営団地下鉄）有楽町線 

駅 
駅別乗車人員の推移（単位：人） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

地下鉄成増 

（旧営団成増） 

9,772,629 7,183,401 7,391,639 8,071,985 8,708,406 

(26,701/1日) (19,682/1日) (20,251/1日) (22,115/1日) (23,793/1日) 

地下鉄赤塚 

（旧営団赤塚） 

7,481,907 5,783,206 6,098,192 6,727,192 7,201,031 

(20,442/1日) (15,844/1日) (16,707/1日) (18,431/1日) (19,675/1日) 

小竹向原 
5,309,778 4,059,316 4,317,058 4,574,016 4,453,372 

（14,508/1日） （11,121/1日） （11,828/1日） (12,532/1日) (12,168/1日) 

（注）１．（ ）は一日平均乗車人員。乗車人員を営業日数で割り四捨五入したものであるため、総数と

は一致しない。 

２．地下鉄赤塚駅及び小竹向原駅の所在地は、練馬区である。 

資料：東京地下鉄㈱（旧帝都高速度交通営団） 

参考：板橋区総務部総務課「板橋区の統計」 
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エ．東京メトロ（旧営団地下鉄）副都心線 

駅 
駅別乗車人員の推移（単位：人） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

小竹向原 
4,221,601 3,030,714 3,076,329 3,505,412 4,150,148 

（11,534/1日） （8,303/1日） （8,428/1日） （9,604/1日） （11,339/1日） 

（注）１．（ ）は一日平均乗車人員。乗車人員を営業日数で割り四捨五入したものであるため、総数と

は一致しない。 

２．小竹向原駅の所在地は、練馬区である。 

３．東京メトロ副都心線は、平成２０年６月１４日に開業した。 

資料：東京地下鉄㈱（旧帝都高速度交通営団） 

参考：板橋区総務部総務課「板橋区の統計」 

 

 

オ．都営地下鉄三田線 

駅 
駅別乗車人員の推移（単位：人） 

令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

新板橋 
5,522,643 4,235,445 4,443,189 4,800,313 5,173,346 

（15,089/1日） （11,604/1日） （12,173/1日） （13,152/1日） （14,135/1日） 

板橋区役所前 
6,471,187 5,105,896 5,340,456 5,725,896 6,131,373 

（17,681/1日） （13,989/1日） （14,631/1日） （15,687/1日） （16,752/1日） 

板橋本町 
6,748,198 5,219,168 5,559,827 6,071,222 6,581,295 

（18,438/1日） （14,229/1日） （15,232/1日） （16,633/1日） （17,982/1日） 

本蓮沼 
4,819,080 3,607,405 3,797,262 4,140,168 4,433,561 

（13,167/1日） （9,883/1日） （10,403/1日） （11,343/1日） （12,114/1日） 

志村坂上 
5,650,601 4,487,165 4,660,373 4,930,365 5,272,888 

（15,439/1日） （12,294/1日） （12,768/1日） （13,508/1日） （14,407/1日） 

志村三丁目 
6,015,098 4,684,957 4,832,552 5,166,720 5,445,389 

（16,435/1日） （12,835/1日） （13,240/1日） （14,155/1日） （14,878/1日） 

蓮根 
3,590,145 2,852,002 3,000,735 3,248,918 3,442,268 

（9,809/1日） （7,814/1日） （8,221/1日） （8,901/1日） （9,405/1日） 

西台 
4,961,341 3,838,591 3,918,093 4,137,980 4,437,493 

（13,556/1日） （10,517/1日） （10,735/1日） （11,337/1日） （12,124/1日） 

高島平 
5,633,533 4,408,415 4,437,722 4,614,721 4,911,484 

（15,392/1日） （12,078/1日） （12,158/1日） （12,643/1日） （13,419/1日） 

新高島平 
1,849,582 1,498,093 1,518,483 1,591,271 1,670,654 

（5,054/1日） （4,104/1日） （4,160/1日） （4,360/1日） （4,565/1日） 

西高島平 
2,537,027 2,045,445 2,043,783 2,177,336 2,278,824 

（6,932/1日） （5,604/1日） （5,599/1日） （5,965/1日） （6,226/1日） 

（注）（ ）は一日平均乗車人員。乗車人員を営業日数で割り四捨五入したものであるため、総数とは

一致しない。 

資料：東京都交通局電車部営業課 

参考：板橋区総務部総務課「板橋区の統計」 
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⑵ 道  路（種類別道路の延長及び面積の推移） 
（各年４月１日） 

年次 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

総数 
延 長 740,479 740,392 740,199 740,190 740,192 

面 積 5,849,199 5,849,092 5,850,788 5,854,601 5,855,380 

一般国道 
延 長 17,202 17,202 17,202 17,202 17,202 

面 積 598,192 598,192 598,192 598,192 598,192 

都 

 

 

道 

都道計 
延 長 27,219 27,219 27,219 27,219 27,219 

面 積 735,895 735,895 735,895 735,895 735,895 

内 

 

 
訳 

主要 

地方道 

延 長 9,034 9,034 9,034 9,034 9,034 

面 積 266,549 266,549 266,549 266,549 266,549 

特例 

都道 

延 長 18,185 18,185 18,185 18,185 18,185 

面 積 469,346 469,346 469,346 469,346 469,346 

自動車 

専用道 

延 長 12,631 12,631 12,631 12,631 12,631 

面 積 273,305 273,305 273,305 273,305 273,305 

区 

道 

延 長 683,427 683,340 683,147 683,138 683,140 

面 積 4,241,807 4,241,700 4,243,396 4,247,209 4,247,988 
 

（単位：延長ｍ、面積㎡） 

（注）橋、トンネル含む。一般都道には特例都道を含む。 

資料：東京都建設局道路管理部「東京都道路現況調書」 

参考：東京都総務局統計部「東京都統計年鑑」 
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Ⅱ 都市計画法 

⒈   成立の背景 

旧「都市計画法」（大正８年４月５日法律第36号）が制定され、同法の部分改正と特別法によって戦災

復興とその後の都市の発展に対処してきたが、その後の高度経済成長による急激な都市化の進行といわ

ゆる都市問題の激化に十分対応することが困難となった。 

そこで、無秩序な市街地の拡大を防止し、良好な都市水準の確保と望ましい都市形態の実現のため、計

画的な土地利用を行う必要から、新「都市計画法」が昭和43年６月15日に公布（昭和43年法律第100号）

され、翌年６月14日に施行された。 

新「都市計画法」の特色は、都市計画決定権限を地方自治体へ原則移譲し、住民参加手続きを加えたこ

と、市街化区域と市街化調整区域との区域区分を設けたこと、区域区分を担保するための開発許可制度

を設けたことなどである。 
 

⒉ 基本理念等 

都市計画とは、「都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施設の整備及び市街

地開発事業に関する計画」と定義され、都市計画は、農林漁業との健全な調和を図りつつ、健康で文化

的な都市生活及び機能的な都市活動を確保すべきこと、そして、このためには適正な制限のもとに土地

の合理的な利用が図られるべきであるということを基本理念として定めている。 

都市計画法は、この目標を実現し、都市の健全な発展と秩序ある整備を図るため、都市計画の内容及

びその決定手続、都市計画制限、都市計画事業その他都市計画に関し必要な事項を定めている。 

 

⒊ 特色と近年の改正 

現行の都市計画法は、旧都市計画法と比較して、次のような特色をもつ。 

１．土地利用計画の確立である。市街化区域・市街化調整区域の制度及び開発許可制度が設けられ、

一定の開発行為をする場合に都道府県知事の許可を受けることとし、計画的な市街化を図っていこ

うとするものである。 

２．決定権限の地方への移譲である。都市計画の決定は、すべて建設大臣（現・国土交通大臣）が行

うこととなっていたが、地方自治の趣旨に沿って、広域的な観点から定めるべきもの、また、根幹

的な都市施設については、都道府県を、それ以外のものは市町村を決定権者とした。 

３．住民参加手続きの創設である。都道府県又は市町村が、都市計画の案を策定しようとする場合、

必要があれば公聴会等を開催してあらかじめ都市計画案を公衆の縦覧に供し、提出された意見書等

の趣旨を都市計画の決定に反映していくことになった。 

その後社会状況の変化や地方自治を一層進めるため、次のような改正が行われている。①地方分権に

係わる東京都の都市計画決定範囲の縮減（平成11年11月20日施行）、②都区制度改革に係わる区への事

務移管（平成12年４月１日施行）、③地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律（平

成11年７月16日公布、平成12年４月１日施行）により、地方自治法が改正され区の定める都市計画に関

する事務が団体委任事務から自治事務となった。併せて、都市計画法の改正により、板橋区都市計画審
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議会が都市計画法（法第77条の２第１項）に規定された都市計画審議会となった。また、「都市計画法

及び建築基準法の一部を改正する法律」（平成12年５月19日公布）により、都道府県マスタープラン充

実、線引きの都道府県の選択制、特定容積率適用区域の創設、建ぺい率の緩和などの改正が行われ、平

成13年５月18日から施行された。平成14年７月の都市計画法の一部改正では、都市計画の提案制度が創

設されたほか、地区計画制度の整理・統合等が行われ、平成15年１月１日から施行された。 

 

Ⅲ 都市計画の進め方 

⒈ 都市計画 

⑴ 都市計画区域 

都市計画とは、「都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利用、都市施設の整備及び市

街地開発事業に関する計画」と定義されており、都市計画を進める上で、最初に指定されるのが都市

計画区域である。都市計画区域は都市計画法その他の関係法令の適用を受けるべき土地の区域で、都

市計画の目的・対象となる一団の区域である。 

この区域は、必ずしも行政区域単位ごとに定められるものではなく、市又は一定の要件を満たした

町村の中心の市街地を含み、かつ、自然的、社会的条件等を勘案して一体の都市として総合的に整備

し、開発し、保全する必要がある区域が指定されている。 

都市計画区域を指定しようとする時は、あらかじめ、市町村及び都道府県都市計画審議会の意見を

聴くとともに、国土交通大臣に協議し、その同意を得なければならない。また、二以上の都府県の区

域にわたる都市計画区域の場合は、国土交通大臣があらかじめ関係都府県の意見を聴いて指定する。 

⑵ 都市計画の内容 

都市計画法では、都市計画を進める上で必要な地域地区などを定める。 

ア.都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（法第６条の２） 

平成12年５月の都市計画法の改正（平成12年法律第73号）により、これまで線引き都市計画区域に

のみ定められていた「整備、開発又は保全の方針」を拡充し、すべての都市計画区域について、都道

府県が都市計画に「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」（都市計画区域マスタープランとい

う。）を定めるものとされ、この方針には、①都市計画の目標②区域区分の方針等③土地利用等の主

要な都市計画の決定の方針を必ず定めることとした。 

この方針は「当該都市の発展の動向、当該都市計画区域における人口及び産業の現状及び将来の見

通し等を勘案して、当該都市計画区域を一体の都市として総合的に整備し、開発及び保全することを

目途として、当該方針に即して都市計画が適切に定められるように定めること。」とされている（法

第13条）。 

東京都市計画都市計画区域の整備、開発及び保全の方針（東京都市計画区域マスタープラン）は、

令和３年３月31日に都市計画決定している。 

イ．区域区分（法第７条） 

区域区分とは、市街化区域と市街化調整区域との区分であり、その境界線で示すことから線引き
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と呼ばれている。 

区域区分の目的は、都市計画区域について無秩序な市街化を防止し、計画的な市街化を図るた

め、必要に応じて定めるものであるが、一定の都市計画区域（東京都市計画区域等）では区域区分

を定めなければならない。 

市街化区域は、すでに市街地を形成している区域及びおおむね10年以内に優先的かつ計画的に市

街化を図るべき区域とされ、少なくとも用途地域を定める。これに対して、市街化調整区域は、市

街化を抑制すべき区域として、原則として用途地域は定めない。また、開発行為や建築行為等が原

則として禁止されている。 

ウ．都市再開発方針等（法第７条の２） 

都市再開発方針等には、「都市再開発の方針」「住宅市街地の開発整備の方針」「防災街区整備

方針」及び「拠点業務市街地の開発整備の方針」の４種類がある。 

「都市再開発の方針」は「都市再開発法」に基づき市街地の計画的な再開発をすべき地区及びそ

の開発整備の方針等を、「住宅市街地の開発整備の方針」は「大都市地域における住宅及び住宅地

の供給の促進に関する特別措置法」に基づき住宅市街地として計画的に開発整備する地区及びその

開発整備の方針等を、「防災街区整備方針」は「密集市街地における防災街区の整備の促進に関す

る法律」に基づき防災上特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき地区及びその開発整

備の方針を定める。なお、東京都市計画に「拠点業務市街地の開発整備の方針」はない。 

エ．地域地区（法第８条、第９条） 

都市計画区域内の土地を、その利用目的に応じて区分し、建築物や工作物などに一定の制限を課

し規制することにより、地域、地区を単位とした一体的、合理的な土地利用を実現しようとするも

のである。 

地域地区には、基本的なゾーニングである用途地域と、用途地域と連動して建築物の形態等の規

制を行うもの、地区の個々の位置づけや目的に応じた規制を行うものなどがある。 

オ．促進区域（法第10条の２） 

促進区域は、関係権利者による市街地の計画的な整備や開発の促進をする必要がある区域につい

て定め、関係権利者に一定期間内に一定の土地利用を実現することを義務づけるとともに、公的主

体にその実現を担保させることによって、土地の積極的な利用を促進する区域である。 

カ．遊休土地転換利用促進地区（法第10条の３） 

市街化区域内のおおむね5,000㎡以上の低・未利用地の状態にある土地について、当該区域及びそ

の周辺の地域における計画的な土地利用の増進を図る上で著しい支障となっている場合に指定し、

当該土地が有効利用に供されることを促進するものである。 

キ．被災市街地復興推進地域（法第10条の４） 

大規模な火災、震災その他の災害を受けた市街地について、緊急かつ健全な復興を図る必要のあ

る地域について指定する。災害発生の日から起算して２年以内において定められる日までの間、土

地の形質の変更又は建築物の建築等が規制される。 
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ク．都市施設（法第11条） 

都市施設は、道路、公園、都市高速鉄道、下水道などの施設の総称で、土地利用、交通などの状

況、将来の見通し等を勘案して、適切な規模で必要な位置に配置することにより、円滑な都市活動

を確保し、良好な都市環境を保持することができるように定める。 

ケ．市街地開発事業（法第12条） 

市街地開発事業は、計画的な市街地の形成を図るため、面的な開発整備の方法により、良好な市

街地を積極的に造成していく必要がある土地の区域に定める。 

コ．市街地開発事業等予定区域（法第12条の２及び３） 

市街地開発事業及び都市施設のうち一定のものについて、正式な都市計画決定に先立って「予定

区域」を都市計画として定め、予定区域内における土地の売買に対して一定の規制を行うことによ

り、将来の事業遂行に支障のないようにするものである。 

予定区域の都市計画には将来の事業化について責任を明確にするため「施行予定者」を定め、ま

た、予定区域の都市計画の告示の日から起算して３年以内に市街地開発事業又は都市施設に関する

都市計画を定めなければならない。 

サ．地区計画等（法第12条の４～12） 

板橋区内においては、「地区計画」と、「幹線道路の沿道の整備に関する法律」の規定による

「沿道地区計画」の二種類の地区計画がある。 

地区計画は、都市レベルの街づくりと、敷地単位の建築活動の中間を埋める街区・地区レベルの

都市計画であり、良好な市街地の形成又は保全を図るため、街区から地区の単位において、その状

況、特性に応じ、よりきめの細かい計画を策定し、建築行為及び開発行為等を規制、誘導すること

により、宅地回りの道路、公園等の地区施設、建築物の用途、形態等を整備していく制度である。 

沿道地区計画は、知事が指定する沿道整備道路に接続する土地の区域で、道路交通騒音による障

害の防止と適正かつ合理的な土地利用を図るための都市計画であり、当該地区の特性を考慮して、

緩衝建築物の建築に関する事項、緑地、その他の緩衝空地の配置等を定め、一体的かつ総合的に沿

道のまちづくりを図る制度である。 

⑶ 都市計画の決定権者 

都市計画は、その内容及び規模により区分されており、都道府県又は市町村が定めることとなっ

ている。ただし、特別区（東京都23区）では、市町村の決定区分とされる特定街区（１haを超える

特定街区）及び都市施設（供給施設の一部、市場・と畜場）等が除外されているため、市町村と同

様とはいえない。決定権者の一覧表をＰ20に示す。（法第15条、法第87条の４） 

なお、二以上の都府県の区域にわたる都市計画区域に係る都市計画で都道府県が定めるべきもの

は、国土交通大臣が定め、市町村が定めるべきものは、市町村が定める。（法第22条） 

また、都市計画決定の進め方には大別して、①都決定案件のみの場合、②区決定案件のみの場

合、③同時決定案件（都決定案件と区決定案件を同時に決定する）の場合の３通りがあり、事務の

流れをＰ21、Ｐ22に示す。 
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都市計画決定一覧表                    ※板橋区内に都市計画あり 

都 市 計 画 の 種 類 板橋区決定 
知事協議 

東京都決定 
◎大臣同意 備  考 

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 ※     ◎   
区域区分(市街化区域・市街化調整区域) ※     ◎   
都市再開発方針等 ※     ○   

地 

域 

地 

区 

用 途 地 域 ※     ○   
特別用途地区 ※  ○      
特定用途制限地域   ○      
特例容積率適用地区      ○   
高層住居誘導地区      ○   
高度地区・高度利用地区 ※  ○      
特 定 街 区   ○ Ａ  ○ Ｂ Ａ:1ha以下 Ｂ:1ha超える 
都市再生特別地区等      ◎   
防火地域・準防火地域 ※  ○      
特定防災街区整備地区 ※  ○      
景 観 地 区   ○      
風 致 地 区   ○ Ａ  ○ Ｂ Ａ:Ｂ以外 Ｂ:10ha以上で2以上の区市町村にわたるもの 
駐車場整備地区   ○      
臨 港 地 区   ○ Ａ ○ Ｂ ◎ Ｃ Ａ:Ｂ,Ｃ以外 Ｂ:重要港湾 Ｃ:国際戦略港湾又は国際拠点港湾 
歴史的風土特別保存地区      ◎   
第一種・第二種歴史的風土特別保存地区      ◎   
緑地保全地域   ○ Ａ  ○ Ｂ Ａ:Ｂ以外 Ｂ:2以上の区市町村にわたるもの  
特別緑地保全地区 ※  ○ Ａ  ○ Ｂ Ａ:Ｂ以外 Ｂ:10ha以上で2以上の区市町村にわたるもの 
緑 化 地 域   ○      
(近郊緑地特別保全地区)     ( ◎ )  
流通業務地区 ※     ○   
生産緑地地区 ※  ○      
伝統的建造物群保存地区   ○      
航空機騒音障害防止地区・特別地区      ○   

促進区域 

市街地再開発促進区域 ※  ○      
土地区画整理促進区域   ○      
住宅街区整備促進区域   ○      
拠点業務市街地整備土地区画整理促進区域   ○      

促進地区 遊休土地転換利用促進地区   ○      
推進地域 被災市街地復興推進地域   ○      

都 

市 

施 
設 

高速自動車国道・一般国道 ※     ◎   
都道府県道 ※     ○   
区市町村道 ※  ○      
自動車専用道路 ※     ○   
都市高速鉄道 ※     ◎   
軌道(都市高速鉄道に該当するものを除く)   ○      
駐 車 場 ※  ○      
自動車ターミナル ※  ○      
空    港   ○ Ａ ○ Ｂ ◎ Ｃ Ａ:Ｂ,Ｃ以外 Ｂ:空港法第5条第1項 Ｃ:空港法第4条第1項第2号 
公園・緑地 ※  ○ Ａ  ○ Ｂ Ａ:Ｂ以外 Ｂ:10ha以上で都道府県が設置 
(国が設置する公園・緑地)     ( ◎ )  
広場・墓園   ○ Ａ  ○ Ｂ Ａ:Ｂ以外 Ｂ:10ha以上で国または都道府県が設置 
その他の公共空地・運動場   ○      
水    道 ※     ○   
電気・ガス供給施設      ○   
下 水 道 ※     ○   
汚物処理場・ごみ焼却場・ごみ処理場 ※  ○      
その他の処理施設   ○ Ａ  ○ Ｂ Ａ:Ｂ以外 Ｂ:産業廃棄物処理施設 
その他の供給施設(地域冷暖房施設) ※  ○      
河川・運河・水路 ※  ○ Ａ ○ Ｂ ◎ Ｃ Ａ:準用河川・水路 Ｂ:2級河川・運河 Ｃ:1級河川 
学校・図書館・研究施設・教育文化施設   ○      
病院・保育所・医療施設・社会福祉施設   ○      
市場・と畜場 ※     ○   
火 葬 場   ○      
一団地の住宅施設 ※  ○      
一団地の官公庁施設      ◎   
流通業務団地 ※     ○   
一団地の津波防災拠点市街地形成施設   ○      
電気通信施設   ○      
防風・防火・防水・防雪・防砂施設   ○      
防 潮 施 設   ○      

市街地 
開発事業 

土地区画整理事業 ※  ○ Ａ  ○ Ｂ Ａ:Ｂ以外 Ｂ:50ha超で国又は都道府県等施行 
新住宅市街地開発事業      ○   
工業団地造成事業      ○   
市街地再開発事業 ※  ○ Ａ  ○ Ｂ Ａ:Ｂ以外 Ｂ:3ha超で国又は都道府県等施行 
新都市基盤整備事業      ○   
住宅街区整備事業   ○ Ａ  ○ Ｂ Ａ:Ｂ以外 Ｂ:20ha超で国又は都道府県等施行 
防災街区整備事業 ※  ○ Ａ  ○ Ｂ Ａ:Ｂ以外 Ｂ:3ha超で国又は都道府県等施行 

市街地開
発事業等
予定区域 

新住宅市街地開発事業の予定区域      ○   
工業団地造成事業の予定区域      ○   
新都市基盤整備事業の予定区域      ○   
区域面積20ha以上の一団地の住宅施設の予定区域   ○      
一団地の官公庁施設の予定区域      ◎   
流通業務団地の予定区域      ○   

地区計画
等 

地 区 計 画 ※  ○ Ａ  ○ Ｂ Ａ:Ｂ以外 Ｂ:3ha超える再開発等促進区を定める 
防災街区整備地区計画   ○      
歴史的風致維持向上地区計画   ○      
沿道地区計画 ※  ○ Ａ  ○ Ｂ Ａ:Ｂ以外 Ｂ:3ha超える沿道再開発等促進区を定める 
集落地区計画   ○      

(注)地区計画等のうち一定事項については、知事協議を要しない。(都市計画法施行令13) 
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⑷ 都市計画決定手続 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「広報いたばし」による 

決定又は変更のお知らせ 

公 衆 に 縦 覧 

イ．区が定める都市計画 

「広報いたばし」に 

よる縦覧のお知らせ 

都市施設管理者に協議 

(都市施設に関する都市計画) 

担当課と打合せ 

＊標準処理期間は20日間

意見書の提出 

協 議 の 申 出 

協議結果の通知 

案の内容検討(原案 ) 

案 の 作 成 

意見書要旨の提出 

板 橋 区 東 京 都 

案の公告縦覧 

公聴会等による住民の意見反映 

都 市 計 画 決 定 

決 定 又 は 変 更 の 告 示 

 

都市計画図書の写しを送付 

知 事 

答 申 

東京都知事協議 

※ 

※板橋区では、住民意見の反映の場として、

説明会を開催しています。 

ア．都が定める都市計画 

板 橋 区 

公聴会等による住民の意見反映 

都 市 計 画 決 定 

案 の 作 成 

答 申 

＊同時縦覧 

 

決 定 又 は 変 更 の 告 示 

東京都都市計画審議会付議 

案の内容検討(原案 ) 

東 京 都 

区 に 意 見 聴 取 

公 衆 に 縦 覧 

国土交通大臣の同意 

(国の利害に重大な関係が 

ある都市計画) 

案 の 公 告 縦 覧 

都 に 意 見 回 答 

必要に応じ「広報いたばし」 

による縦覧のお知らせ 

案 の 縦 覧  

区都市計画審議会付議 

都市計画図書の写しを送付 

区市町村長 
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ウ．都及び区が同時に定める都市計画 

協議結果の通知 

 

 

答 申 

打合せ 

協議の申出 

＊告示の日を合わせる 

案 の 縦 覧 依 頼 

＊公告の日を合わせる 

区 に 意 見 照 会 

板 橋 区  東 京 都  

案の内容検討(原案 ) 

公聴会等による住民の意見聴取 公聴会等による住民の意見聴取 

都 に 意 見 回 答 

意見書要旨の提出 

都市計画図書の 

写しを送付 

案の公告縦覧 

都 市 計 画 決 定 都 市 計 画 決 定 

案 の 作 成 

公 衆 に 縦 覧 

都市施設管理者に協議 

都市施設に係る都市計画 
東 京 都 知 事 協 議 

協 議 結 果 

「広報いたばし」による 

決定又は変更のお知らせ 

国 土 交 通 大 臣 協 議 

案の内容検討(原案 ) 

案 の 作 成 

 

による縦覧のお知らせ 

意見書の提出 案の公告縦覧 

東京都都市計画審議会付議 

決定又は変更の告示 決定又は変更の告示 

板橋区都市計画審議会付議 

意見書要旨の提出 

同 意 

意見書の提出 

※ 

※板 橋 区 で は 、 住 民 意 見 の 反映 の 場と

して、説 明会を 開催し てい ます。  

都市計画図書の 

写しを送付 
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⑸ 環境影響評価と都市計画決定手続 

ア.都市計画と環境影響評価について 

環境影響評価（アセスメント）とは、環境に著しい影響を及ぼすおそれのある事業の実施

に際して、公害の防止、自然環境および歴史的環境の保全、景観の保全等について事前に調

査･予測および評価を行い、公表することをいう。 

また、都市計画に係る環境影響評価に関しては、①環境影響評価法(平成９年法律第81号)

に基づくもの〔以下「法アセス」という〕と②東京都環境影響評価条例(昭和 55 年東京都条

例第 96 号)に基づくもの〔以下「条例アセス」という〕の異なる根拠、権限によって運用さ

れている。 

イ.手続き 

環境影響評価の対象となる事業（法対象及び条例対象）が都市計画法の規定により都市計

画に定められる場合においては、環境影響評価の手続きを都市計画決定権者が都市計画決定

手続きと併せて行うこととされている。 
 

 

環境影響評価対象事業（法対象） 

対象事業の種類 
要件（内容・規模）の概要 

第１種事業（必ず環境影響評価を行う事業） 第２種事業（環境影響評価の必要性を個別に判断する事業） 

１ 道路 

高速自動車国道：すべて  

首都高速道路など：4 車線以上のもの  

一般国道：4車線以上、かつ延長10km以上 一般国道：4車線以上、かつ延長7.5km以上10km未満 

大規模林道：幅員6.5m以上、かつ延長20km以上 大規模林道：幅員6.5m以上、かつ延長15km以上20km未満 

２ 河川 

ダム：貯水面積 100ha 以上 

堰：湛(たん)水面積 100ha 以上 

ダム：貯水面積 75ha 以上 100ha 未満 

堰：湛(たん)水面積 75ha 以上 100ha 未満 

放水路・湖沼開発：土地改変面積 100ha 以上 放水路・湖沼開発：土地改変面積75ha以上100ha未満 

３ 鉄道 
新幹線鉄道：すべて  

鉄道・軌道：長さ 10km 以上 鉄道・軌道：長さ 7.5km 以上 10km 未満 

４ 飛行場 滑走路長 2,500m 以上 滑走路長 1,875m 以上 2,500m 未満 

５ 発電所 

火力発電所：出力 150,000kw 以上 火力発電所：出力 112,500kw 以上 150,000kw 未満 

水力発電所：出力 30,000kw 以上 水力発電所：出力 22,500kw 以上 30,000kw 未満 

地熱発電所：出力 10,000kw 以上 地熱発電所：出力 7,500kw 以上 10,000kw 未満 

原子力発電所：すべて 

風力発電所：出力 10,000kw 以上 

 

風力発電所：出力 7,500kw 以上 10,000kw 未満 

６ 廃棄物最終処分場 面積 30ha 以上 面積 25ha 以上 30ha 未満 

７ 埋立、干拓 面積 50ha 超 面積 40ha 以上 50ha 以下 

８ 土地区画整理事業 面積 100ha 以上 面積 75ha 以上 100ha 未満 

９ 新住宅市街地開発事業 面積 100ha 以上 面積 75ha 以上 100ha 未満 

10 工業団地造成事業 面積 100ha 以上 面積 75ha 以上 100ha 未満 

11 新都市基盤整備事業 面積 100ha 以上 面積 75ha 以上 100ha 未満 

12 流通業務団地造成事業 面積 100ha 以上 面積 75ha 以上 100ha 未満 

13 宅地の造成の事業 
都市再生機構：面積 100ha 以上 都市再生機構：面積 75ha 以上 100ha 未満 

中小企業基盤整備機構：面積 100ha 以上 中小企業基盤整備機構：面積 75ha 以上 100ha 未満 

 

○港湾計画（※） 埋立・掘込み面積の合計 300ha 以上 

（※）港湾計画については、港湾環境影響評価の対象となる。 
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環境影響評価対象事業（条例対象） 

対象事業の種類 対象事業の要件（内容・規模）の概要 
個別計画の要件 

（内容・規模）の概要 

１ 道 路 の 新 設 又 は 改 築 

高速自動車国道、自動車専用道路：〔新設〕すべて〔改築〕１

km 以上※ 

その他の道路（４車線以上）：〔新設〕１km 以上※〔改築〕１

km 以上※ 

※新設、改築する区間の長さが１km 未満でも対象事業の一部

又は延長として実施するものは対象とする。 

※改築については、幅員が増加せず４車線以上になるものを

含む。 

その他の道路（４車線以

上）：〔新設、改築〕２km

以上 

２ 

ダ ム 、 湖 沼 水 位 調 節 

施 設 、 放 水 路 、 堰 の 

新 築 又 は 改 築 

ダム：〔新築〕高さ 15m 以上かつ湛水面積 75ha 以上 

湖沼水位調節施設：〔新築〕面積 75ha 以上 

放水路：〔新築〕河川区域幅 30m 以上かつ長さ１km 以上等 

堰：〔新築〕湛水面積75ha以上〔改築〕増加湛水面積37.5ha以

上かつ改築後湛水面積75ha以上 

放水路：〔新築〕河川区域

幅 30m 以上かつ長さ２km

以上 

３ 
鉄道、軌道又はモノレー

ル の 新 設 又 は 改 良 

鉄道・軌道・モノレール：〔新設〕すべて〔改良〕長さ１km以

上※ 

※改良する区間の長さが1km未満でも対象事業の一部又は延長

として実施するものは対象とする。 

鉄道・軌道・モノレー

ル：〔新設〕すべて 

〔改良〕長さ２km 以上 

４ 飛行場の設置又は変更 

陸上飛行場・陸上ヘリポート：〔新設〕すべて 

滑走路：〔新設・位置の変更〕すべて 

〔延長〕等級の変更を伴うもの等 

陸上飛行場・陸上ヘリ

ポート：〔新設〕すべて 

滑走路：〔新設・位置の変

更〕すべて 

５ 
発電所又は送電線路の 

設 置 又 は 変 更 

火力発電所：〔設置〕出力 112,500kw 以上〔増設〕増加出力

56,250kw 以上かつ増加後出力 112,500kw 以上 

水力発電所：〔設置〕出力 22,500kw 以上〔増設〕出力

11,250kw 以上かつ増加後出力 22,500kw 以上 

地熱発電所：〔設置〕出力 7,500kw 以上〔増設〕増加出力

3,750kw 以上かつ増加後出力 7,500kw 以上 

原子力発電所：〔設置〕すべて〔増設〕すべて 

送電線路の設置・延長・昇圧：電圧17万V以上かつ長さ１km以

上 

 

６ 
ガ ス 製 造 所 の 

設 置 又 は 変 更 

〔設置〕製造能力 150 万Ｎ㎥／日以上〔増設〕火加能力 75 万

Ｎ㎥／日以上かつ製造能力 150 万Ｎ㎥／日以上 

 

７ 
石油パイプライン又は石

油貯蔵所の設置又は変更 

石油パイプライン：〔設置〕導管の長さ 15km 超〔延長〕延長

7.5km 以上かつ延長後 15km 以上 

石油貯蔵所：〔設置〕貯蔵能力３万kl以上〔増設〕増加貯蔵能

力１万５千kl以上かつ増設後貯蔵能力３万kl以上 

 

８ 工 場 の 設 置 又 は 変 更 

〔設置〕敷地面積 9,000 ㎡以上又は建築面積 3,000 ㎡以上 

〔増設〕増加敷地面積4,500㎡以上かつ増設後敷地面積9,000

㎡以上又は増加建築面積 1,500 ㎡以上かつ増設後建築面積

3,000 ㎡以上 

〔設置〕敷地面積 

18,000 ㎡以上又は建築面

積 6,000 ㎡以上 

〔増設〕増加敷地面積 

9,000 ㎡以上かつ増設後敷

地面積 18,000 ㎡以上又は

増加建築面積3,000㎡以上

かつ増設後建築面積 6,000

㎡以上 

９ 
終 末 処 理 場 の 

設 置 又 は 変 更 

〔設置〕敷地面積 5ha 以上又は汚泥処理能力 100t／日以上 

〔増設〕増加敷地面積2.5ha以上かつ増設後敷地面積5ha以上

又は増加汚泥処理能力50t／日以上かつ増設後処理能力100t／

日以上 

〔設置〕敷地面積 10ha 以

上又は汚泥処理能力 200t

／日以上 

〔増設〕増加敷地面積 5ha

以上かつ増設後敷地面 
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   積 10ha 以上又は増加汚泥

処理能力 100t／日以上か

つ増設後処理能力 200t／

日以上 

10 
廃 棄 物 処 理 施 設 の 

設 置 又 は 変 更 

ごみ処理施設：〔設置〕処理能力200t／日以上〔増設〕増加処

理能力 100t／日以上かつ増加後処理能力 200t／日以上 

し尿処理施設:〔設置〕処理能力 100kl／日以上〔増設〕増加

処理能力 50kl／日以上かつ増設後の処理能力 100kl／日以上 

陸上最終処分場：〔設置〕埋立面積１ha以上又は埋立容量５万

㎥以上〔増設〕増加埋立面積５千㎡以上かつ増加後面積１ha

以上又は増加埋立容量２万５千㎥以上かつ増加後容量５万㎥

以上 

産業廃棄物の中間処理施設：〔設置〕敷地面積 9,000 ㎡以上

又は建築面積 3,000 ㎡以上〔増設〕増加敷地面積 4,500 ㎡以

上かつ増加後面積 9,000 ㎡以上又は増加建築面積 1,500 ㎡以

上かつ増加後面積 3,000 ㎡以上 

 

11 埋 立 て 又 は 干 拓 15ha 以上 30ha 以上 

12 ふ 頭 の 新 設 係船岸の水深 12m 以上かつ長さ 240m 以上 
係船岸の水深15m以上かつ

長さ 480m 以上 

13 住 宅 団 地 の 新 設 1,500 戸以上 3,000 戸以上 

14 高 層 建 築 物 の 新 設 

高さ 100m 超かつ延べ面積 10 万㎡以上 

※特定の地域については、高さ 180m 超かつ延べ面積 15 万㎡

以上 

 

15 
自 動 車 駐 車 場 の 

設 置 又 は 変 更 

〔設置〕同時駐車能力1,000 台以上〔増設〕増加駐車能力500

台以上かつ増設後駐車能力 1,000 台以上 

〔設置〕同時駐車能力

2,000 台以上〔増設〕増加

駐車能力1,000台以上かつ

増設後駐車能力2,000台以

上 

16 卸売市場の設置又は変更 
〔設置〕敷地面積10ha以上〔増設〕敷地面積５ha以上かつ増

加後敷地面積 10ha 以上 

〔設置〕敷地面積 20ha 以

上〔増設〕敷地面積 10ha

以上かつ増加後敷地面積

20ha 以上 

17 流通業務団地造成事業 すべて すべて 

18 土 地 区 画 整 理 事 業 40ha 以上（樹林地等を 15h 以上含む場合は 20ha 以上） 

80ha以上（樹林地等を30h

以上含む場合は 40ha 以

上） 

19 新住宅市街地開発事業 40ha 以上  

20 工 業 団 地 造 成 事 業 すべて すべて 

21 市 街 地 再 開 発 事 業 20ha 以上 40ha 以上 

22 新 都 市 基 盤 整 備 事 業 すべて すべて 

23 住 宅 街 区 整 備 事 業 20ha 以上 40ha 以上 

24 
第 二 種 特 定 工 作 物 の 

設 置 又 は 変 更 

〔設置〕面積40ha以上（樹林地等を15ha以上含む場合は20ha

以上） 

〔増設〕面積20ha以上かつ増加後面積40ha以上（樹林地等を

7.5ha以上含む場合は10ha以上） 

〔設置〕面積 80ha 以上

（樹林地等を 30ha 以上含

む場合は 40ha 以上） 

〔増設〕面積40ha以上か

つ増加後面積80ha以上

（樹林地等を15ha以上含

む場合は20ha以上） 

25 建築物用の土地の造成 

40ha 以上（樹林地等を 15ha 以上含む場合は 20ha 以上） 80ha以上（樹林地等を30h

以上含む場合は 40ha 以

上） 

26 
土 石 の 採 取 又 は 

鉱 物 の 採 取 

10ha 以上  

 

上記の表中、「対象事業」は事業段階環境評価の要件を、「個別計画」は計画段階影響評価の要件を示しています。 
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環境影響評価法の手続と都市計画決定手続との調整 
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⑹ 土地利用規制  

都市には住宅・商業・工業など多種多様な建築物がある。都市において快適かつ機能的な

都市環境を確保しつつ、効率的、効果的な土地利用を進めるには、これらの建築物を適正に

配置し、都市を整備していくために制限が必要となる。 

都市計画法においては、市街化区域及び市街化調整区域の区分や用途地域・高度地区など

の地域地区の指定により建築物は用途制限・形態制限などを受けることになる。これが土地

利用の規制である。 

また、事業地周辺に大きな影響を及ぼす開発行為（土地の区画形質の変更）をしようとす

る者は、都道府県知事の許可を受けることになっている。ただし、特別区は、「特別区にお

ける東京都の事務処理の特例に関する条例」により、特別区が処理することとなっている。 

 

⑺ 都市計画制限 

都市計画が決定されると都市計画法に基づき、土地等の権利者の権利に制限が加えられる。

これを広義の都市計画制限という。 

市街化区域及び市街化調整区域内における開発行為等の規制及び地域地区規制は都市計画

制限の一種であるが、ここでは狭義の都市計画制限である都市計画施設及び市街地開発事業

の施行区域における建築制限について述べる。 

知事又は区長は、都市計画制限区域内での建築許可申請があった場合において、その建築

が都市計画施設若しくは市街地開発事業に関する都市計画に適合しているか、又はその建築

物が階数２以下で地階を有せず、主要構造部が木造、鉄骨造等であり、かつ、容易に移転

し、若しくは除却することができるものであると認めるときは、その許可をしなければなら

ない。（法第54条） 

ただし区の定める基準により、都市計画道路の区域内については、上記の構造で階数３

（地階は除く）、高さ10ｍまでの建築を、都市計画公園・緑地の区域内については、上記の

構造で階数３（地階は除く）までの建築をそれぞれ許可することができる。 

 

⒉ 都市計画事業 

都市計画が将来における都市施設の整備や市街地開発事業についての計画であるのに対し、

都市計画事業は都市施設と市街地開発事業に関する都市計画を具体的に実現していくことを言

う。 

 

⑴ 施 行 者 

都市計画事業は、特別区及び市町村が知事の認可を受けて施行する。なお、特別区及び市

町村が施行することが困難又は不適当な場合には、知事が国土交通大臣の認可を受けて行

う。国の機関は、国土交通大臣の承認を受けて、国の利害に重大な関係を有する都市計画事

業を施行することができる。 
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国の機関、都道府県及び区市町村以外の者は、知事の認可を受けて都市計画事業を施行す

ることができる。（法第59条） 
 
 

⑵ 区市町村施行都市計画事業認可手続 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

⑶ 都市計画事業制限  

都市計画事業制限は広義の都市計画制限の一種であり「事業制限」と言われている。事業

の認可又は承認の告示があった後の事業地内で、都市計画事業の施行に障害の恐れとなる宅

地造成や工作物の新築等の建築行為について、区長の許可を要する。（法第65条） 

 

⑷ 先買権と買取請求権 

事業の認可又は承認の告示後は、用地買収の円滑化を図り、事業を推進するため事業地内

にある土地等の先買権が施行者に認められている。（法第67条） 

一方、土地所有者は工作物の新築や土地の売却等が制限されるため、土地収用法に基づく

収用の手続が保留されている場合には、施行者に対し当該土地を時価で買い取ることを請求

することができる。（買取請求権）（法第68条） 

 

⑸ 土地収用 

都市計画事業は、その性質上、極めて公共性が高いため、土地収用の適格事業に該当する

とみなされる。 

都市計画事業については、土地収用法第20条の規定による事業認定を行うことなく都市計

画事業の認可等の告示をもって、土地収用法の事業認定の告示とみなし、手続を簡素化して

いる。（法第69条，第70条） 

（59条1項・4項）

（59条6項） 

（62条1項） （62条2項） 

（62条1項） 

（60条1項） 

申 請 書 の 提 出 

知 事 の 認 可 

告 示 

区 市 町 村 長 図書の写し送付 国 土 交 通 大 臣 

農業関係施設 

管理者または 

土地改良事業 

施行者の意見 

聴取 

公 衆 に 縦 覧 
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Ⅳ 東京都市計画区域と板橋区 

東京都は幾つかの都市計画区域により構成されているが、板橋区は他の22区とともに「東

京都市計画区域」を形成している。 

東京都市計画区域の範囲は、大正11年４月24日に東京市15区、荏原・豊多摩・北豊島・南

足立・南葛飾の５郡82町村の全域及び、北多摩郡千歳・砧の両村を包含した面積約550㎢の地

域並びに、多摩川・江戸川両河口を結ぶ圏内の海面を加えた区域をもって決定された。 

その後、昭和７年に隣接５郡82町村が東京市に編入され35区となり、同11年北多摩郡千

歳・砧両村の世田谷区への編入によって、都市計画区域が東京市の行政区域と一致することに

なった。 

なお、昭和18年の都制施行を経て、同22年３月35区が統合し、22区となり、同年８月板橋

区から練馬区が分離して23区となり、現在に至っている。 

都市計画区域とは、都市計画の目的・対象となる土地の範囲であり、都市計画の樹立に際

して、最初に決定される。 

 

東京都市計画区域 
 

法適用年月日 
区 域 指 定 

年 月 日 

最 終 区 域 

指 定 年 月 日 

区 域 面 積 

（ha） 

区 域内人口 

（人） 
摘要 

大9.1 大11.4.24 大11.4.24 61,465 9,651,917 
板橋区のほか 

22区 

 

 

（注）区域面積内訳：市街化区域58,214ha、市街化調整区域3,251ha 

  令和３年４月１日現在のものである。 

  資料：東京都都市整備局総務部「都市計画のあらまし」  

 区 域 内 人 口：令和３年４月１日現在のものである。 

  資料：東京都総務局統計部「東京都の人口（推計）」 

  参考：東京都都市整備局総務部「都市計画のあらまし」 
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Ⅴ 板橋区の都市計画現況 

⒈ 都市計画区域の整備、開発及び保全の方針 

平成12年５月の「都市計画法」の改正（平成13年５月18日施行）により、都市型社会

にふさわしい都市計画体系を実現し、都市づくりに関する合意形成の促進を図るため、

都市計画に関するマスタープランとして「都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」

の充実が図られた。 

この方針は「都市計画区域マスタープラン」とも呼ばれ、「都市計画の目標」、「区

域区分の決定の有無及び方針」、「主要な都市計画の決定の方針」を定め、個別の都市

計画をコントロールすることで、目指すべき都市の将来像を実現するものである。 

この方針において、環状メガロポリスを更に進化させ、「交流・連携・挑戦の都市構

造」の実現、「集約型の地域構造への再編」を東京都がめざしている。 

また、東京都における区の位置づけとして、活力とにぎわいの拠点に板橋、大山が、

地域の拠点に成増、上板橋、東武練馬が、生活の中心地に浮間・舟渡・新河岸、高島

平、西台・赤塚、常盤台、本蓮沼・志村坂上・志村三丁目が位置づけられている。 

 

決 定 年 月 日 

告 示 番 号 
区 分 区市町村 範 囲 規 模 

令和３年３月31日 

東京都告示第375号 

東京都市 

計画区域 

東 京 都 

区 部 

行政区域全域並びに

多摩川及び江戸川河

口を結ぶ圏内の水面 

約61,465ha 

ただし、地先公有水面

の面積は含まない。 

 

⒉ 区域区分 

決 定 年 月 日 

告 示 番 号 

板  橋  区 市 街 化 区 域 市街化調整区域 

面 積(ha) ％ 面 積(ha) ％ 面 積(ha) ％ 

令和５年４月28日 

東 京都 告示 第 ６ ２ ３ 号 3,209.0 100 3,026.4 94.3 182.6 5.7 

 

（注）１．市街化調整区域は、荒川、新河岸川の河川部分である。 

２. 決定年月日等は、最新のものである。 

なお、当初決定年月日等は、昭45.12.26 東京都告示第1403号。 

 

⒊ 都市再開発の方針（令和３年３月31日東京都告示第378号）（抜粋）  

⑴ 都市再開発の方針の性格 

都市再開発の方針は、都市再開発法第２条の３に基づき、市街地における再開発の各種施

策を長期的かつ総合的に体系づけたマスタ－プランであり、「未来の東京」戦略ビジョンで

示す方向性や「都市づくりのグランドデザイン」、「都市計画区域の整備、開発及び保全の

方針（以下、都市計画区域マスタープラン）」を実効性あるものとするため、再開発の適正

な誘導と計画的な推進を図ることを目的として定めるものである。 
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⑵  「再開発」のとらえ方及び用語の意義  

ア．都市再開発の方針における「再開発」 

東京都区部の都市再開発の方針における「再開発」とは、市街地再開発事業、土地

区画整理事業等の市街地開発事業にとどまらず、特定街区、地区計画等の規制誘導手

法による修復型まちづくり、特定の市街地の整備を目的とした助成事業及び工場等の

跡地利用や都市施設の整備と一体となった土地利用の面的転換等を含むものである。 

イ．用語の意義 

東京都区部の都市再開発の方針では以下の用語を使用する。 

・計画的な再開発が必要な市街地（以下、１号市街地）    別表１ 

区部において、長期的視点からみて、「計画的な再開発が必要な市街地」（都

市再開発法第２条の３第１項第１号）をいい、おおむね区部全域が含まれる。 

・再開発促進地区（以下、２号地区）    別表２・別図１ 

１号市街地のなかで「特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相

当規模の地区」（都市再開発法第２条の３第１項第２号）をいい、当該地区につ

いては、その整備又は開発の計画の目標、方針及び概要等を定めるものである。 

また、当該地区の再開発を促進するため、国及び地方公共団体が、「市街地

の再開発に関する事業の実施その他必要な措置を講ずるよう努めなければなら

ない」（同法同条第３項）地区である。 

・再開発誘導地区     別表３・別図１ 

１号市街地のうち、２号地区に至らないが、都市づくりビジョンや都市計画区

域マスタープランを実効性あるものとするうえで、効果が大きく、また再開発が

望ましいなどにより、今後、再開発の機運の醸成等を図り、再開発に関する公共

及び民間の役割を明確にしていくべき地区について、当該地区のおおむねの位置

及び整備の方向について定める。 
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・１号市街地（別表１） 

 １ 中枢広域拠点域 

ａ 再開発の目標 

・都市構造の再編成 

・建築物の更新 

・都市環境の向上等 

・高密な鉄道、道路ネットワークを生かして、国際的なビジネス・交流機能や業務、

商業など複合機能を有する中核的な拠点を形成する。また、芸術・文化・スポーツ

や、イノベーションを創出する産業、交流機能などの多様な特色を有する拠点や地

域の形成を図るとともに、歴史的資源や風情ある街並みの保全・活用や地域コミュ

ニティの活性化などによりそれぞれが際立った個性を発揮しながら、人々の交流の

場を形成し、東京の魅力を向上させる。 

・主要な駅周辺では、業務、商業施設に加え、医療、高齢者福祉、子育て支援施設な

ど、都民の生活を支え、柔軟な働き方・暮らし方に資する都市機能の集積を図る。 

・国際ビジネス交流ゾーンは、グローバルビジネスの業務統括拠点などが高度に集積

した中核的な拠点の充実など、国際競争力の強化に向けた機能の一層の導入を促進

し、交通結節機能の更なる強化などと合わせ、複合的で高度な土地利用を推進す

る。 

・木造住宅密集地域では、道路・公園整備や不燃化による建替えを促進するととも

に、緑豊かな魅力ある都市環境を創出していく。また、市街地再開発事業等による

共同化を促進する。 

ｂ 

土
地
の
高
度
利
用
及
び
都
市
機
能
の
更
新
に
関
す
る
方
針 

ア 適切な用途

及び密度の確

保、その他の

適切な土地利

用の実現 

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域

の特性を生かした土地利用の誘導を図る。特に、住宅地は、低層及び低中層の住宅

地としての環境を保全すべき地域を除き、原則として中高層住宅地として誘導す

る。 

・中核的な拠点は、高次の中枢管理機能のほか、国際ビジネス、業務、商業、芸術・

文化、観光、居住など地域特性に応じた多様な機能の集積を図る。 

・活力とにぎわいの拠点は、商業、文化、交流など地域の活力やにぎわいを生み出す

多様な都市機能の集積を図る。 

イ 主要な都市

施設の整備 

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。 

・鉄軌道の整備を促進する。 

・駐車需要に応じた駐車施設の計画的な配置と整備を促進する。 

ウ  都 市 の 環

境、景観等の

維持及び改善 

・大規模な民間の開発や機能更新の機会を捉え、都市開発諸制度や容積適正配分型地

区計画などを活用し、南北崖線の緑の保全・再生や、都市公園と連担した厚みのあ

る質の高い緑化空間の形成を図る。 

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源を生かした、首都東京にふさ

わしい美しい空間を創造する景観の形成を図る。 

・中核的な拠点や活力とにぎわいの拠点などでは、都市再生特別地区や都市開発諸制

度などを活用した複合開発により、最先端の省エネ技術、再生可能エネルギー、未

利用エネルギーなどの積極的な導入を促す。 

エ その他特に

必要な事項 

・土地の高度

利用 

・都市機能の

更新 

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、

地域の特性を生かした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。 

・都市開発諸制度などの活用により、開放的で緑豊かな身近なオープンスペースを更

に創出し、にぎわいある魅力的な空間形成を一層促進する。 

・都市再生特別地区や都市開発諸制度を活用した開発や土地区画整理事業などのまち

づくりの機会を捉え、無電柱化を推進する。 

・まちづくりの機会を捉え、地域の特性に応じ、車中心から人中心の空間へと転換

し、居心地が良く歩きたくなるまちなかの形成を促進する。 
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 ２ 新都市生活創造域 

ａ 再開発の目標 

・都市構造の再編成 

・建築物の更新 

・都市環境の向上等 

・主要な駅周辺では、大規模な商業、医療、高齢者福祉、子育て支援施設など、都民

の生活を支え、柔軟な働き方・暮らし方に対応する都市機能が集積した地域の拠点

の形成を図る。 

・地域の拠点以外の駅周辺や、商店街、大規模団地、公共施設周辺など、公共交通の

利便性が高い場所に、人口の規模や構成を踏まえた、食料品店や飲食店等の商業施

設、診療所、福祉施設など、地域住民の生活利便性と地域コミュニティを支え、生

活に密着した都市機能が立地する生活の中心地の形成を図る。 

・地域の拠点や生活の中心地からの徒歩圏に、多様な世代やライフスタイルに対応

し、活力のある地域コミュニティを育む住宅市街地を誘導する。 

・市街地再開発事業等による共同化により、木造住宅密集地域の改善を促進する。 

ｂ 

土
地
の
高
度
利
用
及
び
都
市
機
能
の
更
新
に
関
す
る
方
針 

ア 適切な用途

及び密度の確

保、その他の

適切な土地利

用の実現 

・住宅地、業務商業地、工業地、複合市街地などの用途を適切に配置するなど各地域

の特性を生かした土地利用の誘導を図る。特に、住宅地では、計画的に開発された

中高層住宅地を除き、低層及び低中層を主体とした住宅地として誘導する。 

・都市開発諸制度や特定用途誘導地区、地区計画等の活用により、商業・医療・福祉

などの多様な都市機能を誘導する。 

・地域の拠点では、商業、医療・福祉などの生活に必要な都市機能や柔軟な働き方・

暮らし方にも対応する都市機能の集積を図る。 

・生活の中心地では、飲食店や診療所などの生活に必要な都市機能の立地を促進す

る。 

・工場跡地などで土地利用の転換が見込まれる低未利用地は、その周辺地区も含めて

計画的に複合機能を備えた拠点などとして整備する。 

イ 主要な都市

施設の整備 

・都市計画道路、域内道路及び交通広場の整備を図る。 

・鉄軌道の整備を促進する。 

・連続立体交差事業を促進する。 

ウ  都 市 の 環

境、景観等の

維持及び改善 

・大規模団地の建替えにおける緑化や、都市開発諸制度等を活用した国分寺崖戦沿い

の樹林や湧水の保全に取り組み、厚みとつながりのある緑の骨格の形成を促進す

る。 

・東京を代表する多様な自然的要素及び歴史・文化資源を生かした、首都東京にふさ

わしい美しい空間を創造する景観の形成を図る。 

エ その他特に

必要な事項 

・土地の高度

利用 

・都市機能の

更新 

・地域組織などが主体となったエリアマネジメントの普及・促進を図ることにより、

地域の特性を生かした美しい街並み及び良好な住環境を誘導する。 

・都市開発諸制度などの活用により、開放的で緑豊かな身近なオープンスペースを更

に創出し、にぎわいある魅力的な空間形成を一層促進する。 

・都市再生特別地区や都市開発諸制度を活用した開発や土地区画整理事業などのまち

づくりの機会を捉え、無電柱化を推進する。 

・まちづくりの機会を捉え、地域の特性に応じ、車中心から人中心の空間へと転換

し、居心地が良く歩きたくなるまちなかの形成を促進する。 
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・再開発促進地区（２号地区）（別表２） 

番号 
地区名 
面積(ha) 
（おおむねの位置） 

北．２、板．１ 
浮間舟渡駅周辺地区 
約20.1ha 
(北区北西部、板橋区北東部） 

板．６ 
環状7号線・川越街道沿道地区 
約74.0ha 

（板橋区南部） 

ａ地区の再開発、整備
等の主たる目標 

駅周辺地区にふさわしい市街地の形

成を図るとともに、地域特性を生かし

た活力あるまちづくりを進める。 

道路交通騒音による障害の防止と沿

道の適正かつ合理的な土地利用を図る

ため、沿道地区計画に基づく沿道環境

整備を促進するとともに、大規模な地

震等に伴い発生する火災から避難路の

安全を確保するため建築物の不燃化を

促進する。 

都市づくりのグランドデザ
インの位置付け 新都市生活創造域 

中枢広域拠点域 

新都市生活創造域 

ｂ用途、密度に関する基
本的方針、その他の土
地利用計画の概要 

地区計画に基づいて駅前は商業、周

辺は住商及び住商工の共存する調和の

とれた土地利用を図り、一体性のある

合理的な土地の高度利用を促進する。 

沿道は、騒音に対する遮音効果及び

延焼遮断効果を持たせる中高層建築物

を配置し、不燃化を進め、商業及び業

務と一体となった利便性の高い住宅の

促進を図り、土地の有効利用を促進す

る。 

ｃ建築物の更新の方針 地区計画に基づいて駅周辺にふさわし

い建築物の更新を誘導し、良好な街並

みの形成を図る。 

住居系建築物の防音構造化を図るとと

もに、建築物の不燃化を促進し、延焼

遮断帯の形成を図る。 

ｄ都市施設及び地区施設
の整備の方針 

小公園の設置及び区画道路並びに歩

行者通路を整備する。 
緩衝緑地及び公園等の整備を図る。 

ｅその他 

１公共及び民間の役割や
条件整備等の措置 

２市街地開発事業 

３都市開発諸制度 

４関連事業 

(都市計画事業) 

５関連事業（その他） 

６他の計画の位置づけ 

 
１ 公共施設整備は主として公共が行

い、建築物の整備は地区住民が主体

となって定めた地区計画により民間

が行う。 

２ 市街地再開発事業（完了） 

４ 地区計画（決定済み） 

街路整備事業 補助157 号線（完了） 

５ 都市防災不燃化促進事業（完了） 

 
１ 主たる公共施設整備は公共が行い、

緩衝建築物及び不燃建築物の整備は

民間が沿道環境整備事業により整備

する。 

４ 沿道環境整備事業（事業中） 

沿道地区計画「環状７号線」「国

道254 号線（川越街道）Ａ地区」

（決定済み） 

地区計画（決定済み） 

５ 都市防災不燃化促進事業（完了） 

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（事業中） 

木造住宅密集地域整備事業（事業中） 

緊急木造住宅密集地域防災対策事業（完了） 

防災生活圏促進事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

防災再開発促進地区 

東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制 
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番号 
地区名 
面積(ha) 
（おおむねの位置） 

板．７ 
上板橋駅南口地区 
約20.3ha 

（板橋区中央部） 

板．８ 
仲宿地区 
約64.4ha 

（板橋区南東部） 

ａ地区の再開発、整備
等の主たる目標 

木造賃貸住宅等の建替えを進め、居

住水準の向上と住環境の整備を図りつ

つ、より安全で快適な魅力あるまちづ

くりを進める。 

また、駅前地区の土地の高度利用促

進と商店街の活性化、都市型住宅の充

実等を図るため、市街地再開発事業を

中心に整備を促進する。 

木造賃貸住宅等の建替えを進め、居

住水準の向上と住環境の整備を図りつ

つ、歴史的資産を生かしながら、安全

で住みよいまちづくりを進める。 

都市づくりのグランドデザ
インの位置付け 

新都市生活創造域 中枢広域拠点域 

ｂ用途、密度に関する基本
的方針、その他の土地利
用計画の概要 

駅前の文化機能、商業機能の充実を図

るゾーン、建てづまりを防止し防災機

能の向上を図るゾーン、良好な住環境

を保全するゾーン、魅力ある商店街環

境を形成するゾーン、川越街道沿道の

不燃化を促進し、商業及び業務系用途

と住宅系用途の調和した土地の高度利

用を図るゾーンごとに整備を進める。 

街区単位の共同建替えを促進し、商

業、業務、住宅系用途の高度化を誘導

するゾーン、住商併用建物への建替え

を図るゾーン、住宅と工場の調和を目

指すゾーンなど、木造住宅等の共同、

協調建替えを誘導し、建てづまり、密

集を解消するゾーンごとに整備を進め

る。 

ｃ建築物の更新の方針 交通広場、緑地等の都市空間の確保

や、都市型住宅の供給及び共同化、不

燃化等の災害に強いまちづくりを推進

する。 

老朽住宅、木造賃貸住宅の建替えを

促進し、併せて共同、協調、不燃化

等、災害に強いまちづくりを推進す

る。 

ｄ都市施設及び地区施設
の整備の方針 

道路と鉄道（東武東上線）の立体交差

化の促進及び補助244号線の整備を図る

とともに、市街地再開発における交通

広場・アクセス道路の整備、地区内幹

線道路及び生活道路の拡幅整備並びに

公園及び広場の整備を図る。 

補助87号線の整備、地区内幹線道路

及び生活道路の拡幅整備並びに公園及

び広場の整備を図る。 

ｅその他 

１公共及び民間の役割や
条件整備等の措置 

２市街地開発事業 

３都市開発諸制度 

４関連事業 

(都市計画事業) 

５関連事業（その他） 

６他の計画の位置づけ 

 
１ 駅前街区の一体的整備や密集市街地

の改善を図るため、公共と住民によ

る協働のまちづくりを推進する。公

共は、公共施設の整備、まちづくり

に関する情報提供、不燃化建替えに

対する支援等を行う。民間は、主体

的にまちづくり協議会等への参加・

提案を行う。 

２ 市街地再開発事業（決定済み） 

３ 高度利用地区（決定済み） 

４ 都市計画道路 補助244 号線（予

定）・板区画街路８号線（予定） 

沿道環境整備事業（事業中） 

沿道地区計画（決定済み） 

地区計画（決定済み） 

地区計画（予定） 

５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

防災再開発促進地区 

 
１ 公共は、住民との協働によるまちづ

くりを推進するとともに、公共施設

の整備、まちづくりに関する情報提

供、支援等を行う。民間は、主体的

にまちづくり協議会等への参加・提

案を行うとともに、住まいづくりな

ど住環境の改善に取り組む。 

２ 防災街区整備事業「板橋三丁目地区」（完了） 

４ 都市計画道路 補助87 号線 

特定防災街区整備地区「板橋三丁目地区」（決定済み） 

地区計画（決定済み） 

５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

都心共同住宅供給事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

防災再開発促進地区 

東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制 
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番号 
地区名 
面積(ha) 
（おおむねの位置） 

板．９ 
大谷口地区 
約76.9ha 

(板橋区南部) 

板．10 
若木地区 
約18.1ha 

（板橋区中央部） 

ａ地区の再開発、整備
等の主たる目標 

災害拠点病院や避難経路と一体と

なった防災上安全な市街地の形成と良

好な住環境づくりを目指し、災害拠点

病院の建替えや木造賃貸住宅等の不燃

化及び老朽住宅の共同、協調建替えを

誘導し、安全で快適な暮らしやすい住

環境の形成及び幹線道路沿道やその他

の商業集積地の、魅力的な商業地への

再編を進める。 

老朽住宅等の不燃化建替えを誘導し、

災害に強い安全なまちづくりを目指すと

ともに、住宅、商業及び工業が調和した

活力のあるまちづくりを目指 

す。 

また、環状８号線沿道は避難経路と一

体となった防災上安全な市街地の形成と

良好な住環境づくりを目指す。 

都市づくりのグランドデ
ザインの位置付け 

中枢広域拠点域 新都市生活創造域 

ｂ用途、密度に関する基
本的方針、その他の土
地利用計画の概要 

地区の核となる災害拠点病院、住

宅、商業及び業務の調和のとれた居住

環境の形成を目指し、良好な低中層住

宅地を形成するゾーン、商業、業務施

設と住宅との複合用途による路線型商

業を形成するゾーンに分け整備を図

る。 

また、避難経路と一体となった延焼

遮断効果を持つ中層建築物を配置す

る。 

住宅、商業及び工業の調和のとれた居

住環境の形成を図る。公的住宅の供給を

促進するゾーン、低層戸建住宅地を形成

するゾーン、住商併用建物への建替えを

誘導するゾーン、住工併用建物への建替

えを誘導するゾーンごとに整備を図る。 

ｃ建築物の更新の方針 高度利用等による高経年化した災害

拠点病院の更新、建築物の不燃化、共

同化及び協調化を図り、小規模敷地の

解消を目指し、災害に強いまちづくり

を推進する。また、補助26号線沿道に

ついては、延焼遮断帯の形成を図る。 

老朽木造建築物等の建替えを促進し、

併せて共同、協調及び不燃化等、災 

害に強いまちづくりを推進し、小規模敷

地の解消を目指す。 

また、環状８号線沿道については、延

焼遮断帯の形成を図る。 

ｄ都市施設及び地区施
設の整備の方針 

地区内幹線道路及び生活道路の拡幅

整備並びに公園及び緑地の整備を図

る。 

補助244号線の整備、地区内幹線道路

及び生活道路の拡幅整備並びに公園及び

広場の整備を図る。 

ｅその他 

１公共及び民間の役割
や条件整備等の措置 

２市街地開発事業 

３都市開発諸制度 

４関連事業 

(都市計画事業) 

５関連事業（その他） 

６他の計画の位置づけ 

 

１ 公共施設整備は公共が行い、建築物

の整備は民間が行う。また、公共

は、住民との協働によるまちづくり

を推進するとともに、まちづくりに

関する情報提供、不燃化建替えに対

する支援等を行う。 

３ 総合設計制度 

４ 街路整備事業 補助26 号線（完了） 

沿道環境整備事業（事業中） 

地区計画（決定済み） 

地区計画（予定） 

沿道地区計画（決定済み） 

５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（事業中）  

木造住宅密集地域整備事業（事業中） 

緊急木造住宅密集地域防災対策事業（完了） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

住宅地区改良事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

防災再開発促進地区 

東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制 

不燃化推進特定整備地区 

 

１ 公共施設整備は公共が行い、建築物

の整備は民間が行う。また、公共

は、住民との協働によるまちづくり

を推進するとともに、公共施設の整

備、まちづくりに関する情報提供、

不燃化建替えに対する支援等を行

う。 

４ 街路整備事業 環状８号線（完了） 

都市計画道路 補助244 号線 

地区計画（決定済み） 

５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

防災再開発促進地区 

東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制 
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番号 
地区名 
面積(ha) 
（おおむねの位置） 

板．11 
環状8号線沿道地区 
約22.1ha 

（板橋区中央部） 

板．12 
川越街道北地区 
約21.5ha 

（板橋区西部） 

ａ地区の再開発、整備
等の主たる目標 

道路交通騒音による障害の防止と沿

道の適正かつ合理的な土地利用を図る

ため、沿道地区計画に基づく沿道環境

整備を促進するとともに、大規模な地

震に伴い発生する火災から避難路の安

全を確保するため建築物の不燃化を促

進する。 

大規模な地震に伴い発生する火災から

避難路の安全を確保するため建築物の不

燃化を促進し、地区の防災性の向上を図

るとともに、道路交通騒音による障害の

防止と沿道の適正かつ合理的な土地利用

を図るため、沿道地区計画に基づく沿道

環境整備を促進する。 

都市づくりのグランドデ
ザインの位置付け 

新都市生活創造域 新都市生活創造域 

ｂ用途、密度に関する
基本的方針、その他
の土地利用計画の概
要 

沿道は騒音に対する遮音効果及び延

焼遮断効果を持たせる中高層建築物を

配置し、不燃化を進め、土地の有効利

用を促進する。 

延焼遮断効果及び騒音に対する遮音効

果を持たせる中高層建築物を配置し、不

燃化を進め、土地の有効利用を促進す

る。 

ｃ建築物の更新の方針 背後地に対し遮音上効果のある建築

物を誘導し、住居系建築物について

は、防音構造化に努める。 

また、建築物の不燃化を促進し、延

焼遮断帯の形成を図る。 

建築物の不燃化を促進し、延焼遮断帯

の形成を図る。 

また、住居系建築物の防音構造化を図

る。 

ｄ都市施設及び地区施
設の整備の方針 

幹線道路及び補助幹線道路の整備を

促進するとともに、緩衝緑地の整備、

公園等の整備を図る。 

避難路としての整備を図る。 

ｅその他 

１公共及び民間の役割
や条件整備等の措置 

２市街地開発事業 

３都市開発諸制度 

４関連事業 

(都市計画事業) 

５関連事業（その他） 

６他の計画の位置づけ 

 
１ 主たる公共施設は公共が行い、緩衝

建築物及び不燃建築物の整備は民間

が沿道地区計画により整備する。 

４ 街路整備事業 環状８号線（完了） 

沿道環境整備事業（事業中） 

沿道地区計画「環状８号線Ａ地

区」「環状８号線Ｂ地区」（決定

済み） 

５ 都市防災不燃化促進事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

 
１ 主たる公共施設整備は公共が行い、不

燃建築物及び緩衝建築物の整備は民間

が沿道環境整備事業により整備する。 

４ 沿道環境整備事業（事業中） 

沿道地区計画（決定済み） 

５ 都市防災不燃化促進事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 
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番号 
地区名 
面積(ha) 
（おおむねの位置） 

板．13 
舟渡三丁目地区 
約20.3ha 

(板橋区北東部) 

板．14 
大山駅・中板橋駅周辺地区 
約98.0ha 

（板橋区南東部） 

ａ地区の再開発、整備
等の主たる目標 

土地の適正かつ合理的な利用を実現

し、工業環境の中に住宅、商業機能が

共存できる「活力とゆとりのあるまち

づくり」を目指す。 

大山駅周辺は、道路整備や道路と鉄道の立体化

を契機に、都市基盤の再編や土地の合理的かつ健

全な高度利用を行うことで、まちづくりが進み、

木造住宅密集地域の解消が進展し、商業、居住、

文化、公共・公益施設などの機能が集積した安全

で活力とにぎわいの拠点形成を目指す。中板橋駅

周辺は、住宅地の防災性の向上及び居住環境の整

備、改善により、防災上の拠点としての市街地形

成を図る。 

都市づくりのグランドデ
ザインの位置付け 新都市生活創造域 中枢広域拠点域 

ｂ用途、密度に関する基
本的方針、その他の土
地利用計画の概要 

地区計画に基づき、工、住及び商が

共存する調和の取れた一体性のある合

理的な土地利用を図る。 

大山駅を中心とした東西の商店街・補助26 

号線沿道では、土地の合理的かつ健全な高度

利用を行うことより、後背地住宅と一体と

なった共同化を推進し、商業・文化、公共・

公益施設などの集積を図る。 

中板橋駅周辺は、幹線道路沿道建築物の不

燃化、土地の有効利用を図るとともに、防災

広場及びポケットパークの確保を図る。 

ｃ建築物の更新の方針 地区計画に基づき、地区特性に応じ

た建築物の更新を誘導し、産業環境と

住環境の調和を図る。 

商業専用及び住商併用建築物とこれに隣接

する周辺木造系住居の共同化、又は地区状況

に応じた共同、協調建替えによる更新を誘導

し、高度利用による土地の有効利用を図る。

さらに、老朽木造建築物等や幹線道路沿道建

築物の不燃化を促進し、地区全体の不燃化率

を高めていく。 

ｄ都市施設及び地区施
設の整備の方針 

補助204号線の整備を図るとともに、

公園の設置及び区画道路を整備拡充す

る。 

道路と鉄道（東武東上線）の立体交差

化、駅前広場、補助26号線、地区内道

路、公園、ポケットパーク等の整備を図

るとともに、都市利便の増進を図る。 

ｅその他 

１公共及び民間の役割
や条件整備等の措置 

２市街地開発事業 

３都市開発諸制度 

４関連事業 

(都市計画事業) 

５関連事業（その他） 

６他の計画の位置づけ 

１ 公共施設整備は公共が行い、建築物

の整備は、地区住民が主体となって

定めた地区計画により民間が行う。 

４ 地区計画（決定済み） 

５ 都市防災不燃化促進事業（完了） 

交差点改良事業 補助204号線（事業

中） 

１ 道路と鉄道の立体交差化並びに補助26 号線及

び駅前広場の整備に当たり、公共が先導的な役

割を担い、地区住民との協働により市街地再開

発事業等を推進する。このほか、民間による建

築物の整備等と併せて、公共が公共施設等の整

備を行う。 

２ 市街地再開発事業（事業中） 

市街地再開発事業（予定） 

３ 高度利用地区（決定済み） 

高度利用地区（予定） 

４ 街路整備事業 補助26 号線【特定整備路線】（一部完了、一部事業中） 

都市計画道路 板橋区画街路９号線、鉄道附属街路１～６号線  

都市高速鉄道 東武鉄道東上本線（連続立体交差事業） 

沿道環境整備事業（事業中） 

沿道地区計画「環状７号線」「国道254 号線

（川越街道）Ａ地区」（決定済み） 

地区計画「大山駅東地区」「大山駅西地区」（決定済み） 

地区計画（予定） 

５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞・木造住宅

密集地域整備事業・防災生活圏促進事業（完

了）都市防災不燃化促進事業（一部完了）・住

宅市街地総合整備事業＜拠点型＞ 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

防災再開発促進地区 

東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制 

不燃化推進特定整備地区 
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番号 
地区名 
面積(ha) 
（おおむねの位置） 

板．16 
前野町地区 
約53.5ha 

（板橋区中央部） 

板．18 
西台一丁目、若木二・三丁目周辺地区 
約42.6ha 

（板橋区中央部） 

ａ地区の再開発、整備
等の主たる目標 

木造賃貸住宅・工場等の建替えを進

め、防災性と居住水準の向上及び住環

境の整備を図りつつ、住宅と工場が共

存し、安全で快適な活力あるまちづく

りを進める。 

良好な住宅地を形成するため、無秩序

な市街化を抑制するとともに、地区施設

の整備拡充を進め、土地の有効利用を計

画的に推進する。 

また、老朽住宅等の不燃化建替えを誘

導し、避難経路と一体となった災害に強

い安全で緑豊かなゆとりある市街地の形

成と良好な住環境づくりを目指す。 

都市づくりのグランドデ
ザインの位置付け 

新都市生活創造域 新都市生活創造域 

ｂ用途、密度に関する
基本的方針、その他
の土地利用計画の概
要 

建築物の共同・協調建替えや道路整

備などを行い、併せて民間敷地内の緑

化の誘導や公園・広場の整備を進め

る。 

また、共同住宅の併設など住工共存

にふさわしい誘導を行う。 

地区特性に応じて、良好な居住環境の

形成を図る。 

ｃ建築物の更新の方針 老朽木造建築物等の建替えを促進す

るとともに、大規模工場の沿道敷地内

緑化に努め、共同、協調、不燃化等、

災害に強いまちづくりを推進する。 

地区計画に基づき、地区特性に応じた

建築物の更新を誘導し、良好な住宅地の

形成を図る。 

また、老朽木造建築物等の建替えを促

進し、併せて共同、協調、不燃化等、災

害に強いまちづくりを推進する。 

また、環状８号線沿道については、延

焼遮断帯の形成を図る。 

ｄ都市施設及び地区施
設の整備の方針 

補助86号線、240号線及び地区内道路

の整備並びに公園、広場等の整備を図

る。 

補助247号線の整備並びに区画道路、

歩道、主要生活道路及び公園・緑地・広

場の整備を行う。 

ｅその他 

１公共及び民間の役割
や条件整備等の措置 

２市街地開発事業 

３都市開発諸制度 

４関連事業 

(都市計画事業) 

５関連事業（その他） 

６他の計画の位置づけ 

 
１ 公共は、住民との協働によるまちづ

くりを推進するとともに、公共施設

の整備、まちづくりに関する建替え

等の情報提供を行う。民間は、主体

的にまちづくり協議会等への参加・

提案を行うとともに、住まいづくり

など住環境の改善に取り組む。 

４ 都市計画道路 補助86 号線・補助240 号線 

地区計画（予定） 

５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

防災再開発促進地区 

 
１ 公共施設整備は公共が行い、建築物

の整備は民間が行う。公共は、住民

との協働によるまちづくりを推進す

るとともに、公共施設の整備、まち

づくりに関する情報提供、不燃化建

替えに対する支援等を行う。 

４ 街路整備事業 環状８号線・補助249 号線（完了）  

都市計画道路 補助247 号線 

地区計画「西台一丁目周辺南地

区」・「西台一丁目周辺北地区」・

「若木二・三丁目地区」（決定済

み） 

５ 住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

公営住宅建替事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制 
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番号 
地区名 
面積(ha) 
（おおむねの位置） 

板．19  

板橋駅西口地区 

約22.5ha 

（板橋区南東部） 

板．21 

加賀一・二丁目地区 

約48.2ha 

(板橋区南東部) 

ａ地区の再開発、整備
等の主たる目標 

板橋区の玄関にふさわしい、都市機

能を集約するため、駅周辺の土地の高

度利用や都市基盤の整備により商業、

居住、文化などの機能が集積し、近接

する駅との回遊性を生かした、にぎわ

いや交流が生まれる拠点を形成すると

ともに、特定整備路線の整備等による

安全なまちを目指す。 

石神井川を軸とする緑豊かな環境づくり

を進め、職と住の調和した良好な都市環境

の形成を目指す。 

また、災害時の避難地域としての安全性

の向上を目指し、道路等の基盤施設の整備

を行い、安全で快適な歩行者空間のネット

ワーク形成を図る。 

都市づくりのグランドデ
ザインの位置付け 

中枢広域拠点域 中枢広域拠点域 

ｂ用途、密度に関する
基本的方針、その他
の土地利用計画の概
要 

駅周辺の土地の合理的かつ健全な高

度利用及び都市機能の集約を促進し、

商業及び業務施設を含む都市型住宅施

設などを整備するとともに、都市計画

道路等の整備と駅周辺の大規模用地に

おける都市基盤整備や土地利用転換と

合わせた高度利用により、魅力ある拠

点を形成する。 

工場を中心とした地区、文教・医療施設

を中心とした地区、中低層住宅が立地する

地区など、地区ごとに整備を進める。 

また、地区計画に基づき、良好な潤いあ

る都市環境の形成を図る。 

ｃ建築物の更新の方針 市街地再開発事業等により、土地の

合理的かつ健全な高度利用を図るとと

もに、建築物の高層化等を図ることで

オープンスペースを確保する。 

地区計画に基づき、地区特性に応じた建

築物の更新を誘導し、良好な潤いある都市

環境の形成を図る。 

ｄ都市施設及び地区施
設の整備の方針 

駅舎再整備や市街地再開発事業等に

よる街区再編等で地区施設等の再配置

を行うとともに、広場等の潤いとゆと

りのあるオープンスペースや歩道状空

地等の歩行者空間を整備し、安全でバ

リアフリーに配慮した歩行者ネット

ワークの形成を図る。 

補助73号線、同84号線及び同87号線の整

備並びに区画道路及び歩道状空地の整備を

行う。 

ｅその他 

１公共及び民間の役割
や条件整備等の措置 

２市街地開発事業 

３都市開発諸制度 

４関連事業 

(都市計画事業) 

５関連事業（その他） 

６他の計画の位置づけ 

 
１ 公共は、民間との協働のまちづくり

推進するとともに、まちづくりの情

報提供等、地元組織の活動を支援す

る。民間は、公共の支援を受け市街

地再開発事業等により建築物の更新

を図る。 

２ 市街地再開発事業（事業中） 

市街地再開発事業（決定済み） 

３ 高度利用地区（決定済み） 

４ 街路整備事業 補助73 号線【特定整

備路線】（一部完了、一部事業中） 

広場 駅広１号（完成） 

地区計画「板橋駅板橋口地区」・

「板橋駅西口地区」（決定済み） 

地区計画（予定） 

５ 住宅市街地整備総合支援事業＜都心共同住宅供給事業＞（完了）  

公団住宅建設事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

 
１ 公共施設整備は公共が行い、建築物の

整備は、地区住民が主体となって定め

た地区計画により民間が行う。 

３ 総合設計制度 

４ 街路整備事業 補助87 号線（一部事業中） 

都市計画道路 補助73 号線・補助84 号線 

都市高速鉄道 東日本旅客鉄道赤羽線（連続立体交差事業）（予定） 

地区計画（決定済み） 

５ 公社住宅建替事業（完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 
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番号 
地区名 
面積(ha) 
（おおむねの位置） 

板．22  

西台二丁目周辺地区 

約27.9ha 
(板橋区中央部) 

板．23  

向原三丁目地区 

約6.6ha 
(板橋区南部) 

ａ地区の再開発、整
備等の主たる目標 

良好な住宅地を形成するため、無秩序

な市街化を抑制するとともに、地区施設

の整備拡充を進め、土地の有効利用を計

画的に推進する。 

高経年化した建物の建替えを行い、居

住水準の向上とバリアフリー化を進める

とともに、オープンスペースを設けるな

ど避難場所としての安全性の向上を図

る。 

都市づくりのグランドデ
ザインの位置付け 

新都市生活創造域 中枢広域拠点域 

ｂ用途、密度に関する
基本的方針、その他
の土地利用計画の概
要 

地区施設の整備を図りながら、まと

まった緑がネットワークを形成する低層

住宅地としての土地利用を図るととも

に、後背の住宅地としての環境と調和し

た良好な沿道市街地としての土地利用を

図る。 

地区計画に基づき、良好な住宅地の形

成を図る。 

周辺環境との調和をとりながら、土地

の有効活用を図る。 

ｃ建築物の更新の方針 地区計画に基づき、地区特性に応じた

建築物の更新を誘導し、良好な住宅地の

形成を図る。 

高経年化した公社住宅の建替えによ

り、高齢社会や多様な世代にも適応した

住宅や施設の整備をする。 

ｄ都市施設及び地区施
設の整備の方針 

補助247号線の整備並びに区画道路、

環境緑地及びまとまった緑地等を整備、

保全する。 

住宅の居住水準及び性能水準の向上を

図り、区画道路の拡幅、歩道の整備並び

に公園、緑地等の整備及び保全を図る。 

ｅその他 

１公共及び民間の役割
や条件整備等の措置 

２市街地開発事業 

３都市開発諸制度 

４関連事業 

(都市計画事業) 

５関連事業（その他） 

６他の計画の位置づけ 

 
１ 公共施設整備は公共が行い、建築物

の整備は、地区住民が主体となって

定めた地区計画により民間が行う。 

４ 都市計画道路 補助247 号線 

地区計画（決定済み） 

 
１ 公共と民間の適切な役割分担の下に

事業を推進する。 

４ 地区計画（決定済み） 

５ 公社住宅建替事業（一部完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制 
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番号 
地区名 
面積(ha) 
（おおむねの位置） 

板．24  

成増五丁目地区 

約9.6ha 

(板橋区北西部) 

板．26  

大山金井町地区 

約1.9ha 

（板橋区南東部） 

ａ地区の再開発、整
備等の主たる目標 

老朽化した都営住宅の建替えを行うと

ともに、敷地の有効活用により、住環境

の整備及び多様な機能が調和した街区の

形成を推進し、地域の活性化を図る。 

避難経路と一体となった防災上安全な

市街地の形成と良好な住環境づくりを目

指す。 

都市づくりのグランドデ
ザインの位置付け 

新都市生活創造域 中枢広域拠点域 

ｂ用途、密度に関する基
本的方針、その他の土
地利用計画の概要 

良質な緑地環境の保全と快適な住環境

を形成するため、周辺環境に配慮しなが

ら、都営住宅の建替えを図るとともに、

日常生活の快適性や利便性を確保するた

め、住宅及び地域に必要な施設の誘導を

図る。 

周辺環境との調和をとりながら、土地

の有効活用を図る。 

老朽木造建築物等の不燃化促進を図る

とともに、公共施設を整備して延焼遮断

帯を形成する等、地区内各街区の防災性

の向上と住環境の整備を図る。 

ｃ建築物の更新の方針 多様な世代に快適な都市型の生活を提

供する場としての環境整備を図る。 
建築物の不燃化、共同化及び協調化を

図る。 

また、補助82号線沿道については、延

焼遮断帯の形成を図る。 

ｄ都市施設及び地区施
設の整備の方針 

十分なオープンスペースを確保し、安

全で快適な歩行者空間の整備を図る。 
補助82号線の整備及び生活道路、公園

等の整備を図る。 

ｅその他 

１公共及び民間の役割
や条件整備等の措置 

２市街地開発事業 

３都市開発諸制度 

４関連事業 

(都市計画事業) 

５関連事業（その他） 

６他の計画の位置づけ 

 
１ 公共と民間の適切な役割分担の下に

事業を推進する。 

４ 地区計画（決定済み） 

５ 公営住宅建替事業（一部完了） 

６ 重点地区（住宅市街地の開発整備の方針） 

 
１ 公共施設整備は公共が行い、建築物

の整備は民間が行う。 

４ 街路整備事業 補助82 号線【特定整備路線】（事業中） 

５ 都市防災不燃化促進事業（事業中） 

６ 防災再開発促進地区 
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番号 
地区名 
面積(ha) 
（おおむねの位置） 

板．27  

向原第二住宅地区 

約2.1ha 

（板橋区南部） 

板．28  

清水町・蓮沼町地区 

約55.7ha 

（板橋区東部） 

ａ地区の再開発、整
備等の主たる目標 

高経年化した団地の更新を促進し、良

好な住環境を整備するとともに、災害時

における避難動線の確保や建築物の更新

による安全性の確保と良好な外部空間を

確保することで避難場所としての性能の

向上を図る。 

建築物の不燃化を進めることにより、

避難場所への避難誘導を強化し、地域の

防災性の向上を図る。 

また、良好な住環境の市街地整備を進

める。 

都市づくりのグランド
デザインの位置付け 

中枢広域拠点域 新都市生活創造域 

ｂ用途、密度に関す
る基本的方針、そ
の他の土地利用計
画の概要 

周辺環境との調和をとりながら、良好

な中高層住宅地の形成を図る。 
住宅、商業及び業務の調和が取れた居

住環境を目指し、良好な低中層住宅地を

形成するゾーン、商業、業務施設と住宅

との複合用途による路線型商業を形成す

るゾーンに分け整備を図る。 

また、避難経路と一体となった、延焼

遮断効果を持つ中層建築物を配置する。 

ｃ建築物の更新の方
針 

高経年化した団地の更新により、高齢

社会や多様な世代にも適用した住宅や施

設の整備を行う。 

建築物の不燃化を図り、災害に強いま

ちづくりを推進し、良好な住環境の市街

地整備を進める。 

ｄ都市施設及び地区
施設の整備の方針 

良好な住環境や安全で快適な歩行空間

の形成を図ると共に、地域の安全性の向

上を図るため、区画道路の整備、歩道の

整備並びに広場・緑地等の整備及び保全

を図る。 

地区内幹線道路及び生活道路の拡幅整

備並びに公園及び緑地の整備を図る。 

ｅその他 

１公共及び民間の役
割や条件整備等の
措置 

２市街地開発事業 

３都市開発諸制度 

４関連事業 

(都市計画事業) 

５関連事業（その
他） 

６他の計画の位置づ
け 

 
１ 公共と民間の適切な役割分担の下に事

業を推進する。 

４ 地区計画（決定済み） 

６ 東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制 

 
１ 公共施設整備は公共が行い、建築物

の整備は民間が行う。 

４ 都市計画道路 補助240 号線・補助243 号線  

地区計画（予定） 

６ 東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制（予定）  
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番号 
地区名 
面積(ha) 
（おおむねの位置） 

板．29  

高島平二・三丁目地区 

約52.4ha 

（板橋区北部） 

ａ地区の再開発、整
備等の主たる目標 

大規模団地の建替え更新と併せて、周

辺の高経年化した公共施設の再編・再整

備を行いながら、駅前のにぎわいと多様

な世代が暮らしやすい良好な住環境を備

えた活力ある市街地を形成する。 

都市づくりのグランド
デザインの位置付け 新都市生活創造域 

ｂ用途、密度に関す
る基本的方針、そ
の他の土地利用計
画の概要 

駅周辺に公共施設及び商業施設等を配

置し高度利用を図るとともに、背後地に

ついては中高層住宅地として、土地の有

効利用を図る。 

ｃ建築物の更新の方
針 

高経年建築物の建替え及び高度利用、

連鎖的な都市再生を促進し、良好な街並

みの形成を図る。 

ｄ都市施設及び地区
施設の整備の方針 

駅とのアクセス性向上に資する歩行者

ネットワークの形成を促進するととも

に、団地の更新に伴うオープンスペース

の整備や、緑地・緑道の再整備を図る。 

ｅその他 

１公共及び民間の役
割や条件整備等の
措置 

２市街地開発事業 

３都市開発諸制度 

４関連事業 

(都市計画事業) 

５関連事業（その
他） 

６他の計画の位置づ
け 

 
１ 民・学・公が連携した、適切な役割分

担の下に事業を推進する。 

４ 都市計画道路 板橋歩行者道１号線 

地区計画（予定） 

５ ＵＲ都市機構による団地再生事業 
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・再開発誘導地区（別表３） 

地区名 概ねの位置 整備の方向 

１ 
板－ア 

板橋駅周辺 
板橋区南東部 

駅周辺の拠点整備や都市基盤等の整備に併せて、商業環

境や生活利便性を向上させる土地利用を誘導し、近接す

る駅や施設、商店街等を生かして、にぎわいの創出や回

遊性の向上を図る。 

２ 
板－イ 

大山駅周辺 
板橋区南東部 

道路と鉄道（東武東上線）の立体交差化や、道路など交

通施設の整備と関連させながら、商店街の活性化、住環

境の整備及び活力と潤いのある市街地環境の形成を図

る。 

３ 
板－ウ 

前野町 
板橋区中央部 

産業環境の改善に併せて、住・工が調和した市街地の形

成を図る。 

４ 
板－エ 

常盤台一・二丁目 
板 橋 区 南 部 

並木道を中心とした緑豊かで良好な景観が維持・保全さ

れ、ゆとりがあり、落ち着きと潤いにあふれた良好な住

環境の保全を図る。 

６ 
板－カ 

成増駅周辺 
板 橋 区 西 部 

複数の鉄道路線がある立地を生かし、駅周辺に商業、文

化、居住、交通結節機能が集積し、利便性が高く、回遊

性が向上した、魅力とにぎわいのある地域の拠点の形成

を図る。 

７ 
板－ク 

赤塚 
板橋区北西部 

文化・歴史・自然等の資源を保全しながら、都市基盤整

備の方針を定め、防災性の向上を図るとともに、良好な

住環境の整備を推進する。 

８ 
板－ケ 

高島平 
板 橋 区 北 部 

駅周辺の市街地整備と併せて、駅周辺に公共施設や商業

施設、都市型住宅施設等を整備し、にぎわいの核となる

拠点の形成や、誰もが住み続けられる良好な住環境の整

備を推進する。 

９ 
板－コ 

宮本町 
板橋区中央部 

産業環境の改善に併せて、住・工が調和した市街地の形

成を図る。 

10 
板－サ 

上板橋北口地区 
板橋区中央部 

駅南口周辺のまちづくりの進展に合わせて、南口と一体

となった、駅北口の交通利便性の向上や、商業と住宅の

調和がとれたまちの形成を図る。 

11 
板－シ 

東武練馬駅周辺 
板橋区中央部 

大規模商業施設を中心として駅周辺ににぎわいが形成さ

れ、都市基盤の整備等による安全性の向上や回遊性の向

上を図り、安全でにぎわいのある地域を形成する。 
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都市再開発の方針 

位置図（別図１） 

（２号地区） 
 

 

板.14 

北.2、板.1 

板.6 

板.7 

板.8 

板.9 

板.10 

板.11 

板.12 

板.13 

板.16 

板.18 

板.19 

板.21 

板.ア 

板.イ 

板.ウ 

板.エ 

板.カ 板.22 

板.23 

板.24 

板.ク 

板.26 

板.サ 

-
 
4
6
- 

板.ケ 

板.29

板.コ 

板.シ 

板.27 

板.28 
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⒋ 住宅市街地の開発整備の方針（令和４年10月３日東京都告示第1316号）（抜粋） 

⑴ 策定の目的等  

住宅市街地の開発整備の方針は、良好な住宅市街地の開発整備を図るための長期的かつ総

合的なマスタープランとして、都市計画区域内の住宅市街地の開発整備の構想について明確

な位置付けを行うものである。 

あわせて、住宅市街地に係る土地利用、市街地開発事業、都市施設等の計画を一体的に進

めることにより、住宅市街地の開発整備に関する個々の事業を効果的に実施すること、民間

の建築活動等を適切に誘導すること等を目的として定める。 

本方針は、東京都住宅マスタープランの内容（住生活基本法に基づき定める住宅の供給等

及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域に関する事項を含む。）に適合するよう策定す

る。 

また、「『未来の東京』戦略」や「都市づくりのグランドデザイン」、都市計画区域マス

タープラン、「都市再開発の方針」、「防災街区整備方針」、区の基本構想等と整合を図り

ながら策定する。 

 

⑵ 住宅市街地の開発整備の目標 

居住の場としても魅力的な東京の実現のために、概成する環状メガロポリス構造を活用し

た機能的かつ効率的な地域構造の実現に加え、集約型の地域構造への再編を前提とした、成

長と成熟が両立した未来の東京の実現を基本的な目標に掲げる。 

成長と成熟が両立した未来の東京の実現に向けて、次の目標を定め、それぞれに示す2040

年代の姿を目指す。 

目標１ 新たな日常に対応した住まい方の実現 

・都民の住生活にＤＸが浸透し、住まいの安全性・快適性がＩｏＴの活用等により向上すると

ともに、職住一体・近接や在宅学習の環境が整備され都民のニーズに対応して住宅での時間

を楽しめる住まい方が実現している。 

・住宅に関わる様々な手続がオンラインで、ワンストップで完了できるようになっている。 

目標２ 脱炭素社会の実現に向けた住宅市街地のゼロエミッション化 

・ゼロエネルギー住宅（ＺＥＨ）など、省エネルギー性能が高く、再生可能エネルギーを利用

した住宅が広く普及している。 

・太陽光発電設備等が広く設置され、再生可能エネルギーの地産地消が進むことで、都市のレ

ジリエンス向上にも寄与している。 

・ゼロエミッション化に向けて、電気自動車の充電設備などのインフラ整備が進み、緑豊かな

住宅市街地が形成されている。 

目標３ 住宅確保に配慮を要する都民の居住の安定 

・年齢、障害、性的指向等を理由とした入居制限を受けず、誰もが自ら住まいを選択し、いき

いきと自分らしく生活している。 

・住宅確保に配慮を要する都民の公共住宅等や民間賃貸住宅への入居が進み、社会から孤立す

ることなく世帯の人数や構成にふさわしい住宅で暮らしている。  

目標４ 住まいにおける子育て環境の向上 

・子育て世帯が世帯の人数や構成、ライフスタイルなどに応じた規模や性能を持った住宅で暮

らしている。 
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・多様な子育て支援施設が整備されるとともに、各々のニーズに応じて近居や多世代同居が進

むなど、子育て世帯が地域のコミュニティの中で、子育てを楽しみながらいきいきと暮らし

ている。 

目標５ 高齢者の居住の安定 

・住宅のバリアフリー化や断熱性能の向上が図られ、高齢者の多様なニーズに応じ、安全で健

康に生活できる住宅が普及している。 

・地域包括ケアシステムの構築に加え、各々のニーズに応じた近居や多世代同居の実現などに

より、在宅高齢者が的確な支援や介護を受け、社会から孤立することなく住み慣れた地域で

安心して住み続けることができている。 

目標６ 災害時における安全な居住の持続 

・都民が住宅の耐震化やハザードマップの情報などについて理解して、自ら防災に関心を持っ

て暮らしている。 

・大規模な地震や風水害に対し、ハード・ソフトの両面において災害に強い住宅・住宅市街地

が形成されている。 

目標７ 空き家対策の推進による地域の活性化 

・住宅所有者の意識が高まり、行政、企業、ＮＰＯなどから適切な支援を受け、住宅が長期

間、空き家として放置されず、空き家となった際も早期の段階で円滑に流通・活用等が図ら

れるようになっている。 

・空き家が、都市問題として顕在化することなく、地域のニーズや所有者の意向を踏まえた

様々な用途に有効活用されるとともに、周辺の生活環境に悪影響を及ぼす空き家の適切な除

却等がなされることにより、地域の活力が維持されている。 

目標８ 良質な住宅を安心して選択できる市場環境の実現 

・都民のニーズに応じた多様で良質な住宅が供給され、住宅を「つくっては壊す」社会から

「長く大切に使う」社会に転換している。 

・住宅の性能や改修履歴等に関わる情報が分かりやすく提供され、都民が必要な情報をワンス

トップで入手することができている。 

・住宅生産においてＤＸ等が進展し、設計や施工の効率化や建設技能の円滑な継承が進んでい

る。 

目標９ 安全で良質なマンションストックの形成 

・地域の特性に応じた安全で良質なマンションストックが形成され、マンションに暮らす多様

な都民が都市の利便性や快適性を享受しながら豊かな住生活を営んでいる。 

・マンション内のコミュニティはもとより、マンションと地域との良好な関係が築かれてお

り、災害時にも相互に助け合う体制が整い、管理組合が中心となって防災対策に取り組むな

ど、マンション居住者が安心していきいきと暮らしている。 

目標10 都市づくりと一体となった団地の再生 

・団地に多様な世代が生活するとともに、様々な人が集い、交わる居場所が創出されること

で、団地や団地を核とした地域のコミュニティが活性化している。 

・団地の建替え等に併せたまちの再生や、建替え等による創出用地のまちづくりへの効果的な

活用により、東京の魅力・活力の向上に資する都市機能が集積した拠点や、生活支援機能が

整った誰もが暮らしやすい生活の中心地が形成されている。 
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⑶ 良好な住宅市街地の整備又は開発の方針 

居住機能の充実、住環境の維持や改善、ゆとりある住宅地の形成など、東京の都市構造、

地域ごとの整備の方向等を踏まえ、都市計画区域マスタープランにおいて、住宅市街地にお

ける土地利用を次のとおり定めている。 

   ア 中枢広域拠点域では、外周部などにおいて良好な低層及び低中層の住宅地の環境を保全

しつつ、質の高い中高層住宅地を計画的に誘導する。 

   イ 国際ビジネス交流ゾーンでは、国際競争力の強化に資する居住環境の創出のため、都市

基盤とのバランスにも配慮しながら、土地の有効・高度利用を図るとともに、国際水準の

住宅やサービスアパートメント、外国語対応の医療、教育、子育て施設などの整備を誘導

する。 

   ウ 新都市生活創造域では、立地適正化計画などとの整合を図りながら、計画的な中高層住

宅地とともに、低層及び低中層を主体とした住宅地の形成を図る。 

（このうち、板橋区は「中枢広域拠点域」、「新都市生活創造域」の２つの地域区分に属し

ている。） 

  

 住宅市街地の整備に当たっては、上記の地域区分・ゾーンについて、それぞれの特性と将

来像を踏まえた都市づくりの視点から、次のとおり、地域ごとに住宅市街地の整備又は開発

の方針を定める。 

・中枢広域拠点域及び国際ビジネス交流ゾーン 

 国際的なビジネス・交流機能や業務・商業などの複合機能を有する中核的な拠点の形成、

高齢者向け住宅や外国人のニーズ等を踏まえた住宅など多様なライフスタイルに対応した住

宅の供給、高経年マンションなどの建築物の更新、木造住宅密集地域の改善、緑や水辺空間

の保全・創出などを進める。中心部では高密度の、縁辺部では中密度のみどり豊かで潤いの

ある複合市街地の整備を進め、充実した鉄道ネットワークに支えられた魅力的な居住生活を

実現していく。 

 主要な駅周辺では、業務、商業施設に加え、医療、高齢者福祉、子育て支援施設など、都

民の生活を支え、柔軟な働き方・暮らし方に対応する都市機能の集積を図る。 

 木造住宅密集地域では、都市開発諸制度の適用、市街地再開発事業等による共同化や、道

路・公園整備や不燃化による建替えを促進するとともに、空き家・空き地の活用や共同化な

どに合わせた緑化スペースの創出、不燃化建替えの際にブロック塀の生垣化などによる緑化

を進め、みどり豊かな魅力ある都市環境を創出していく。 

   ・新都市生活創造域 

    生活に必要な都市機能が集積した地域の拠点や生活の中心地の形成を進めるとともに、サ

テライトオフィスの設置やテレワークの環境整備による職住の融合、木造住宅密集地域の改

善、公園、農地、緑地などみどり豊かな環境の保全・形成などを図り、都民の生活の場とし

ての住宅市街地を整備する。 

    主要な駅周辺では、大規模な商業、医療、高齢者福祉、子育て支援施設など、都民の生活

を支え、柔軟な働き方・暮らし方に対応する都市機能が集積した地域の拠点の形成を図る。 

    地域の拠点以外の駅周辺など公共交通の利便性が高い場所では、生活に密着した都市機能

が立地する生活の中心地の形成を図る。これらからの徒歩圏では、多様な世代やライフスタ

イルに対応し、活力のある地域コミュニティを育む住宅市街地を誘導する。また、厚みとつ
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ながりのあるみどりの骨格の形成に向け、大規模団地の建替えによる緑化や居住環境と営農

環境とが調和した市街地の整備を進め、ゆとりと潤いのある市街地を形成する。農地を適切

に保全し、地域全体としての魅力向上を図る。 

    木造住宅密集地域では、都市開発諸制度の適用、市街地再開発事業等による共同化や東京

都建築安全条例に基づく防火規制区域の指定により耐火性の高い建築物への建替えなどによ

り、木造住宅密集地域の改善を促進する。さらに、ＮＰＯ等の民間が主体となって市民緑地

認定制度等を活用し、空き家・空き地の緑化や地域のコミュニティ活動の場としての維持・

管理を促進するとともに、不燃化建替えの際にブロック塀の生垣化などによる緑化を促進す

る。 

    高度経済成長期に建設された大規模団地などでは、更新に伴い、地域の課題に対応した日

常の買い物、子育て支援、高齢者福祉などの機能導入、バリアフリー化などが進み、地域活

力やコミュニティの維持・向上が図られ、安全・安心な質の高いまちを実現していく。 

 

 

⑷ 重点地区等の整備又は開発の方針  

重点地域 

業務・商業などの複合機能や芸術・文化・スポーツ、イノベーションを創出する産業な

ど多様な特色を有する地域の形成と併せて、多様なライフスタイルに対応した住宅を供給

するなど、首都機能を担う東京圏の中心である国際ビジネス交流ゾーンを含めた中枢広域

拠点域（おおむね環状７号線の内側）を「重点地域」として位置付ける。 

重点地域においては、老朽建築物の更新や木造住宅密集地域の改善、高経年マンション

の機能の更新、みどりや水辺空間の保全・創出などに向け、都市基盤とのバランスや周辺

環境に配慮しながら、計画的かつ複合的で高度な土地利用を推進する。住宅ストックの形

成状況、都心の利便性を生かした様々な居住ニーズを踏まえ、高齢者向け住宅、外国人向

けの住宅、子育てに配慮した住宅、長期優良賃貸住宅等、多様なライフスタイルに対応し

た住宅の整備を誘導し、質の向上を図る。 

地域の状況に応じて、特定街区、高度利用地区及び再開発等促進区を定める地区計画等

を活用する。 

 

重点地区（別表４・別図２） 

住宅市街地のうち、一体的かつ総合的に整備し、又は開発すべき地区を「重点地区」と

して選定し、都市計画制度の適用、事業の実施状況等を踏まえ、地区ごとに整備又は開発

の目標、整備方針等を定め、計画や事業の積極的な推進を図る。 

重点地区には、原則として、東京都住宅マスタープランにおける重点供給地域のうち、

住宅市街地の計画的な整備又は開発に向けた都市計画の決定、事業の実施等が見込まれる

ものを選定する。 

 

板橋区内において選定されている地区を別表４・別図２に掲げる。 
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・重点地区                              （別表４） 

番号 

地区名 

面積(ha) 

板．１ 

大山駅周辺地区 

    約 49ha 

板．２ 

環状７号線・川越街道沿道地区 

    約 74ha 

概ねの位置 板橋区南東部 板橋区南部 

整備ゾーン区分 中枢広域拠点域 
中枢広域拠点域 

新都市生活創造域 

ａ地区の整備又は開発

の目標 

道路整備や道路と鉄道の立体化を

契機に、都市基盤の再編や土地の合

理的かつ健全な高度利用を行うこと

で、まちづくりが進み、木造住宅密

集地域の解消が進展し、商業、居

住、文化、公共・公益施設などの機

能が集積した安全で活力とにぎわい

の拠点形成を目指す。 

道路交通騒音による障害の防止

と沿道の適正かつ合理的な土地利

用を図るため、沿道地区計画に基

づく沿道環境整備を促進するとと

もに、大規模な地震等に伴い発生

する火災から避難路の安全を確保

するため、建築物の不燃化を促進

する。 

ｂ用途、密度に関する

基本的方針その他の

土地利用計画の概要 

駅を中心とした東西の商店街・補

助26号線沿道では、土地の合理的か

つ健全な高度利用を行うことによ

り、後背地住宅と一体となった共同

化を推進し、商業・文化、公共・公

益施設などの集積を図りつつ住宅を

誘導する。 

沿道は、騒音に対する遮音効果

及び延焼遮断効果を持たせる中高

層建築物を配置し、不燃化及び共

同化を進め、商業・業務と一体と

なった利便性の高い住宅の促進を

図り、土地の有効利用を促進す

る。 

ｃ都市施設及び地区施

設の整備の方針 

道路と鉄道（東武東上線）の立体

交差化の促進、駅前広場、補助26号

線、地区内道路、公園等の整備を図

るとともに、都市利便の増進を図

る。 

緩衝緑地、公園等の整備を図

る。 

ｄ 

・公共及び民間の役

割、開発整備促進の

ための条件の整備等 

道路と鉄道の立体交差化並びに補

助26号線及び駅前広場の整備に当た

り、公共が先導的な役割を担い、地

区住民との協働により市街地再開発

事業等を推進する。このほか、民間

による建築物の整備等と併せて、公

共が公共施設等の整備を行う。 

公共が主たる公共施設の整備を

図り、緩衝建築物及び不燃建築物

の整備は、民間が沿道環境整備事

業により整備する。 

・実施予定の面的整備事

業等の計画の概要及び

決定又は変更予定 

市街地再開発事業（一部事業中） 

住宅市街地総合整備事業＜拠点型＞ 

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞ 

木造住宅密集地域整備事業 

地区計画（決定済） 

沿道地区計画（決定済） 

沿道環境整備事業（事業中） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

緊急木造住宅密集地域防災対策事業(完了) 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

防災生活圏促進事業（完了） 

住宅市街地総合整備事業<密集型>(一部完了) 

木造住宅密集地域整備事業（一部完了） 

沿道地区計画（決定済）  

地区計画（決定済） 

沿道環境整備事業（事業中） 

公営（区営）住宅建替事業 

・その他の特記すべき事項 街路整備事業 

・補助26号線（一部完了） 

・板橋区画街路９号線（事業中） 

・鉄道付属街路１～６号線（事業中） 

都市高速鉄道東武鉄道東上本線連続立体交差事

業(事業中) 

不燃化推進特定整備地区 

再開発促進地区 

防災再開発促進地区 

東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制（決定済） 

街路整備事業 

・板橋区画街路８号線（事業中） 

再開発促進地区 

不燃化推進特定整備地区 

東京都建築安全条例に基づく新た

な防火規制（決定済） 
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番号 

地区名 

面積(ha) 

板．３ 

上板橋駅南口地区 

    約 20ha 

板．４ 

仲宿地区 

    約 60ha 

概ねの位置 板橋区中央部 板橋区南東部 

整備ゾーン区分 新都市生活創造域 中枢広域拠点域 

ａ地区の整備又は開発

の目標 

木造賃貸住宅等の建替えを進め、

居住水準の向上と住環境の整備を図

りつつ、より安全で快適な魅力ある

まちづくりを進める。 

また、駅前地区の土地の高度利用

促進と商店街の活性化、都市型住宅

の充実等を図るため、市街地再開発

事業を中心に整備を促進する。 

木造賃貸住宅等の建替えを進

め、居住水準の向上と住環境の整

備を図りつつ、歴史的資産をいか

しながら、安全で住み良いまちづ

くりを進める。 

ｂ用途、密度に関する

基本的方針その他の

土地利用計画の概要 

駅前の文化機能、商業機能の充実を

図るゾーン、建てづまりを防止し防災

機能の向上を図るゾーン、良好な住環

境を保全するゾーン、魅力ある商店街

環境を形成するゾーン、川越街道沿道

の不燃化を促進し、商業及び業務系用

途と住宅系用途の調和した土地の高度

利用を図るゾーンごとに整備を進め

る。 

街区単位の共同建替えを促進

し、商業・業務、住宅系用途の高

度化を誘導するゾーン、住商併用

建物への建替えを図るゾーン、住

宅と工場の調和を目指すゾーンな

ど、木造住宅等の共同、協調建替

えを誘導し、建てづまり及び密集

を解消するゾーンごとに整備を進

める。 

ｃ都市施設及び地区施

設の整備の方針 

道路と鉄道（東武東上線）の立体交

差化の促進及び補助244号線の整備を

図るとともに、市街地再開発における

交通広場・アクセス道路の整備、地区

内幹線道路及び生活道路の拡幅整備並

びに公園及び広場の整備を図る。 

補助87号線の整備、地区内幹線

道路及び生活道路の拡幅整備並び

に公園及び広場の整備を図る。 

ｄ 

・公共及び民間の役

割、開発整備促進の

ための条件の整備等 

駅前街区の一体的整備や密集市街地

の改善を図るため、公共と住民による

協働のまちづくりを推進する。公共

は、公共施設の整備、まちづくりに関

する情報提供等を行う。民間は、主体

的にまちづくり協議会等への参加･提

案を行う。 

公共は、住民との協働によるま

ちづくりを推進するとともに、公

共施設の整備を図り、まちづくり

に関する情報提供等を行う。民間

は、主体的にまちづくり協議会へ

の参加･提案を行うとともに住まい

づくりなど住環境の改善に取り組

む。 

・実施予定の面的整備事

業等の計画の概要及び

決定又は変更予定 

市街地再開発事業（一部事業中） 

住宅市街地総合整備事業<密集型>（完了）

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

地区計画（決定済） 

沿道地区計画（決定済） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

沿道環境整備事業（事業中） 

住宅市街地総合整備事業<密集型>（完了）

木造住宅密集地域整備事業(完了) 

防災街区整備事業（完了） 

地区計画（決定済） 

特定防災街区整備地区（決定済）  

都心共同住宅供給事業（完了） 

公営（区営）住宅建替事業(事業中) 

・その他の特記すべき事項 街路整備事業 

・補助244号線 

・板橋区画街路８号線（事業中） 

再開発促進地区 

防災再開発促進地区 

街路整備事業 

・補助87号線 

防災再開発促進地区 

再開発促進地区 

東京都建築安全条例に基づく新た

な防火規制（決定済） 
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番号 

地区名 

面積(ha) 

板．５ 

前野町地区 

    約 74ha 

板．６ 

大谷口地区 

    約 77ha 

概ねの位置 板橋区中央部 板橋区南部 

整備ゾーン区分 新都市生活創造域 中枢広域拠点域 

ａ地区の整備又は開発

の目標 

木造賃貸住宅等の建替えを進め、

防災性と居住水準の向上及び住環境

の整備を図りつつ、住宅と工場が共

存し、安全で快適な活力あるまちづ

くりを進める。 

災害拠点病院や避難経路と一体

となった防災上安全な市街地の形

成と良好な住環境づくりを目指

し、災害拠点病院の建替えや木造

賃貸住宅等の不燃化及び老朽住宅

の共同、協調建替えを誘導し、安

全で快適な暮らしやすい住環境の

形成及び幹線道路沿道やその他の

商業集積地の魅力的な商業地への

再編を進める。 

ｂ用途、密度に関する

基本的方針その他の

土地利用計画の概要 

建築物の共同・協調建替えや道路整

備などを行い、併せて民間敷地内の緑

化の誘導や公園及び広場の整備を進

め、住工共存にふさわしい誘導を行

う。 

地区の核となる災害拠点病院、

住宅、商業及び業務の調和のとれ

た居住環境の形成を目指し、良好

な低中層住宅地を形成するゾー

ン、商業、業務施設と住宅との複

合用途による路線型商業を形成す

るゾーンに分け整備を図る。 

また、避難経路と一体となった

延焼遮断効果を持つ中層建築物を

配置する。 

ｃ都市施設及び地区施

設の整備の方針 

補助86号線、240号線、地区内幹線

道路及び生活道路の拡幅整備並びに公

園、広場等の整備を図る。 

地区内幹線道路及び生活道路の

拡幅整備並びに公園及び緑地の整

備を図る。 

ｄ 

・公共及び民間の役

割、開発整備促進の

ための条件の整備等 

公共は、住民との協働によるまちづ

くりを推進するとともに、公共施設の

整備、まちづくりに関する建替え等の

情報提供を行う。民間は、住まいづく

りなど住環境の改善に取り組む。 

公共施設整備は公共が行い、建

築物の整備は民間が行う。また、

公共は、住民との協働によるまち

づくりを推進するとともに、まち

づくりに関する情報提供、不燃化

建替えに対する支援等を行う。 

・実施予定の面的整備事

業等の計画の概要及び

決定又は変更予定 

公社住宅建替事業（完了） 

住宅市街地総合整備事業〈密集型〉（完了） 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

公営住宅建替事業（事業中） 

緊急木造住宅密集地域防災対策事業（完了） 

住宅地区改良事業（完了） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

住宅市街地総合整備事業<密集型>（事業中） 
木造住宅密集地域整備事業（事業中） 

地区計画（決定済） 

沿道地区計画（決定済） 

沿道環境整備事業（事業中） 

公営住宅建替事業（事業中） 

・その他の特記すべき事項 街路整備事業 

・補助86号線 

・補助240号線 

再開発促進地区 

防災再開発促進地区 

街路整備事業  

・補助26号線（完了） 

再開発促進地区 

防災再開発促進地区 

不燃化推進特定整備地区 

東京都建築安全条例に基づく新た

な防火規制（決定済） 
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番号 

地区名 

面積(ha) 

板．７ 

若木地区 

    約 18ha 

板．９ 

向原三丁目地区 

    約 6ha 

概ねの位置 板橋区中央部 板橋区南部 

整備ゾーン区分 新都市生活創造域 中枢広域拠点域 

ａ地区の整備又は開発

の目標 

避難経路と一体となった防災上安

全な市街地の形成と良好な住環境づ

くりを目指す。 

避難場所としての安全性を確保

しながら居住水準の向上、住環境

の整備及び土地の有効利用を図

る。 

ｂ用途、密度に関する

基本的方針その他の

土地利用計画の概要 

住宅、商業及び工業の調和のとれた

居住環境の形成を図る。 

周辺環境との調和をとりなが

ら、土地の有効活用を図る。 

ｃ都市施設及び地区施

設の整備の方針 

道路、公園等の整備を図る。 住宅の居住水準及び性能水準の

向上を図り、区画道路の拡幅、歩

道の整備並びに公園、緑地等の整

備及び保全を図る。 

ｄ 

・公共及び民間の役

割、開発整備促進の

ための条件の整備等 

公共施設整備は公共が行い、建築物

の整備は民間が行う。 

公共と民間との適切な役割分担

の下に事業を推進する。 

・実施予定の面的整備事

業等の計画の概要及び

決定又は変更予定 

住宅市街地総合整備事業<密集型>(完了) 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

地区計画（決定済） 

公社住宅建替事業（完了） 

地区計画（決定済） 

・その他の特記すべき事項 街路整備事業 

・環状８号線（完了） 

・補助244号線 

防災再開発促進地区 

再開発促進地区 

東京都建築安全条例に基づく新たな防

火規制（決定済） 

再開発促進地区 

東京都建築安全条例に基づく新た

な防火規制（決定済） 
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番号 

地区名 

面積(ha) 

板．12 

環状８号線沿道地区 

    約 22ha 

板．13 

川越街道北地区 

    約 22ha 

概ねの位置 板橋区中央部 板橋区南西部 

整備ゾーン区分 新都市生活創造域 新都市生活創造域 

ａ地区の整備又は開発

の目標 

道路交通騒音による障害の防止と

沿道の適正かつ合理的な土地利用を

図るため、沿道地区計画に基づく沿

道環境整備を促進するとともに、大

規模な地震に伴い発生する火災から

避難路の確保をするため建築物の不

燃化を促進する。 

大規模な地震に伴い発生する火

災から避難路の安全を確保するた

め建築物の不燃化を促進し、地区

の防災性の向上を図るとともに道

路交通騒音による障害の防止と沿

道の適正かつ合理的な土地利用を

図るため、沿道地区計画に基づく

沿道環境整備を促進する。 

ｂ用途、密度に関する

基本的方針その他の

土地利用計画の概要 

沿道には騒音に対する遮音効果及

び延焼遮断効果を持たせる中高層建

築物を配置し、不燃化を進め、土地

の有効利用を促進する。 

延焼遮断効果及び騒音に対する

遮音効果を持たせる中高層建築物

を配置し、不燃化を進め、土地の

有効利用を促進する。 

ｃ都市施設及び地区施

設の整備の方針 

幹線道路及び補助幹線道路の整備を

促進するとともに、緩衝緑地の整備、

公園等の整備を図る。 

避難路としての整備を図る。 

ｄ 

・公共及び民間の役

割、開発整備促進の

ための条件の整備等 

公共が主たる公共施設の整備を図

り、緩衝建築物及び不燃建築物の整備

は民間が沿道地区計画により整備す

る。 

公共が主たる公共施設の整備を

図り、不燃建築物及び緩衝建築物

の整備は民間が沿道環境整備事業

により整備する。 

・実施予定の面的整備事

業等の計画の概要及び

決定又は変更予定 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

沿道地区計画（決定済） 

沿道環境整備事業（事業中） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

沿道地区計画（決定済） 

沿道環境整備事業（事業中） 

・その他の特記すべき事項 街路整備事業 

・環状８号線（完了） 

再開発促進地区 

再開発促進地区 
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番号 

地区名 

面積(ha) 

板．15 

板橋駅西口地区 

    約 19ha 

板．20 

西台一丁目、若木二・三丁目周辺地区 

             約 42ha 

概ねの位置 板橋区南東部 板橋区中央部 

整備ゾーン区分 中枢広域拠点域 新都市生活創造域 

ａ地区の整備又は開発

の目標 

板橋区の玄関にふさわしい、都市

機能を集約するため、駅周辺の土地

の高度利用や都市基盤の整備により

商業、居住、文化などの機能が集積

し、近接する駅との回遊性をいかし

た、にぎわいや交流が生まれる拠点

を形成するとともに、特定整備路線

の整備等による安全なまちを目指

す。 

避難経路と一体となった防災上

安全な市街地の形成と良好な住環

境づくりを目指す。 

ｂ用途、密度に関する

基本的方針その他の

土地利用計画の概要 

駅周辺の土地の合理的かつ健全な高

度利用及び都市機能の集約を促進し、

商業及び業務施設を含む都市型住宅施

設などを整備するとともに、都市計画

道路等を整備し、魅力ある拠点を形成

する。 

地区特性に応じて、良好な居住

環境の形成を図る。 

ｃ都市施設及び地区施

設の整備の方針 

駅舎再整備や市街地再開発事業等に

よる街区再編等で地区施設等の再配置

を行うとともに、広場等の潤いとゆと

りのあるオープンスペースや歩道状空

地等の歩行者空間を整備し、安全でバ

リアフリーに配慮した歩行者ネット

ワークの形成を図る。 

道路、公園等の整備を図る。 

ｄ 

・公共及び民間の役

割、開発整備促進の

ための条件の整備等 

公共は、民間との協働のまちづくり

を推進するとともに、まちづくりの情

報提供等、地元組織の活動を支援す

る。 

民間は、公共の支援を受け、市街地

再開発事業等により建築物の更新を図

る。 

公共施設整備は公共が行い、建

築物の整備は民間が行う。 

・実施予定の面的整備事

業等の計画の概要及び

決定又は変更予定 

機構住宅建設事業（完了） 

市街地再開発事業（一部事業中） 

住宅市街地総合整備事業（完了）  

地区計画（決定済） 

公営住宅建替事業（完了） 

公社住宅建替事業 

住宅市街地総合整備事業<密集型>（完了）

木造住宅密集地域整備事業(完了) 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

地区計画（決定済）   

・その他の特記すべき事項 街路整備事業 

・補助73号線（一部完了） 

再開発促進地区 

街路整備事業 

・環状８号線（完了） 

・補助247号線（一部完了） 

再開発促進地区 

東京都建築安全条例に基づく新た

な防火規制（決定済） 
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番号 

地区名 

面積(ha) 

板．22 

板橋富士見町地区 

    約 4ha 

板．23 

成増五丁目地区 

    約 8ha 

概ねの位置 板橋区南東部 板橋区北西部 

整備ゾーン区分 新都市生活創造域 新都市生活創造域 

ａ地区の整備又は開発

の目標 

居住水準の向上を図るため、老朽

化した都営住宅の建替えを推進する

とともに、敷地の有効活用により、

住環境の整備及び多様な機能が調和

した街区の形成を推進し、地域の活

性化を図る。 

集約された都営住宅団地と一体

となった敷地の有効活用により、

住環境の整備及び多様な機能が調

和した街区の形成を推進し、地域

の活性化を図る。 

ｂ用途、密度に関する

基本的方針その他の

土地利用計画の概要 

周辺環境との調和をとりながら、土

地の有効利用を図る。 

良質な緑地環境の保全と快適な

住環境を形成するため、周辺環境

に配慮しながら、土地の有効利用

を図る。 

ｃ都市施設及び地区施

設の整備の方針 

十分なオープンスペースを確保し、

安全で快適な歩行者空間の整備を図

る。 

区画道路や緑地などの十分な

オープンスペースを確保し、安全

で快適な歩行者空間の整備を図

る。 

ｄ 

・公共及び民間の役

割、開発整備促進の

ための条件の整備等 

  

・実施予定の面的整備事

業等の計画の概要及び

決定又は変更予定 

公営住宅建替事業（事業中） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

沿道地区計画（決定済） 

沿道環境整備事業（事業中） 

公営住宅建替事業（完了） 

地区計画（決定済） 

・その他の特記すべき事項  再開発促進地区 
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※ 新規追加地区  

番号 

地区名 

面積(ha) 

板．28 

坂下二丁目地区 

    約 1ha 

※板．29 

坂下一丁目地区 

    約 2ha 

概ねの位置 板橋区北東部 板橋区北東部 

整備ゾーン区分 新都市生活創造域 新都市生活創造域 

ａ地区の整備又は開発

の目標 

居住水準の向上を図るため、老朽

化した都営住宅の建替えを推進する

とともに、敷地の有効活用により、

住環境の整備及び多様な機能が調和

した街区の形成を推進し、地域の活

性化を図る。 

老朽化した公営住宅の建替えを

推進し、居住水準の向上、住環境

の整備及び土地の有効活用を図

る。 

ｂ用途、密度に関する

基本的方針その他の

土地利用計画の概要 

周辺環境との調和をとりながら、土

地の有効利用を図る。 

周辺環境との調和をとりなが

ら、土地の有効利用を図る。 

ｃ都市施設及び地区施

設の整備の方針 

十分なオープンスペースを確保し、

安全で快適な歩行者空間の整備を図

る。 

十分なオープンスペースを確保

し、安全で快適な歩行者空間の整

備を図る。 

ｄ 

・公共及び民間の役

割、開発整備促進の

ための条件の整備等 

  

・実施予定の面的整備事

業等の計画の概要及び

決定又は変更予定 

公営住宅建替事業（事業中） 公営住宅建替事業（事業中） 

公営(区営)住宅建替事業(事業中) 

沿道地区計画（決定済） 

沿道環境整備事業（事業中） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

・その他の特記すべき事項   



- 59 - 

 

※ 新規追加地区  

番号 

地区名 

面積(ha) 

※板．30 

向原第二住宅地区 

    約 2ha 

板．31 

高島平二・三丁目地区 

    約 52ha 

概ねの位置 板橋区南部 板橋区北西部 

整備ゾーン区分 中枢広域拠点域 新都市生活創造域 

ａ地区の整備又は開発

の目標 

高経年化した団地の更新を促進

し、良好な住環境を整備するとと

もに、災害時における避難動線の

確保や建築物の更新による安全性

の確保と良好な外部空間を確保す

ることで避難場所としての性能の

向上を図る。 

大規模団地の建替え更新と併せ

て、周辺の高経年化した公共施設の

再編・再整備を行いながら、駅前の

にぎわいと多様な世代が暮らしやす

い良好な住環境を備えた活力ある市

街地を形成する。 

ｂ用途、密度に関する

基本的方針その他の

土地利用計画の概要 

周辺環境との調和をとりながら、

良好な中高層住宅地の形成を図る。 

駅周辺に公共施設及び商業施設等を

配置し高度利用を図るとともに、後背

地については中高層住宅地として、土

地の有効利用を図る。 

ｃ都市施設及び地区施

設の整備の方針 

良好な住環境や安全で快適な歩行

空間の形成を図るとともに、地域の

安全性の向上を図るため、区画道路

の整備、歩道の整備並びに広場・緑

地等の整備及び保全を図る。 

駅とのアクセス性向上に資する歩行

者ネットワークの形成を促進するとと

もに、団地の更新に伴うオープンス

ペースの整備や、緑地・緑道の再整備

を図る。 

ｄ 

・公共及び民間の役

割、開発整備促進の

ための条件の整備等 

公共と民間の適切な役割分担の下

に事業を推進する。 

民・学・公が連携した、適切な役割

分担の下に事業を推進する。 

・実施予定の面的整備事

業等の計画の概要及び

決定又は変更予定 

分譲マンション建替事業(事業中) 

地区計画（決定済） 

地区計画 

機構住宅ストック再生 

・その他の特記すべき事項 再開発促進地区 

東京都建築安全条例に基づく新たな

防火規制（決定済） 

街路整備事業 

・板橋歩行者道１号線 

再開発促進地区 
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※ 新規追加地区                  

番号 

地区名 

面積(ha) 

※板．32 

大山金井町地区 

    約 2ha 

概ねの位置 板橋区南東部 

整備ゾーン区分 中枢広域拠点域 

ａ地区の整備又は開発

の目標 

避難経路と一体となった防災上

安全な市街地の形成と良好な住環

境づくりを目指す。 

ｂ用途、密度に関する

基本的方針その他の

土地利用計画の概要 

老朽木造建築物等の不燃化促進を

図るとともに、公共施設を整備して

延焼遮断帯を形成する等、地区内各

街区の防災性の向上と住環境の整備

を図る。 

ｃ都市施設及び地区施

設の整備の方針 

補助82号線の整備及び生活道路、

公園等の整備を図る。 

ｄ 

・公共及び民間の役

割、開発整備促進の

ための条件の整備等 

公共施設整備は公共が行い、建築

物の整備は民間が行う。 

・実施予定の面的整備事

業等の計画の概要及び

決定又は変更予定 

都市防災不燃化促進事業（事業中） 

・その他の特記すべき事項 街路整備事業 

・補助82号線（事業中） 

再開発促進地区 

防災再開発促進地区 



 

 

板.1 

板.3 

板.4 

板.6 

板.7 

板.5 
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板.2 

板.9 

板.12 

板.13 

板.22 

板.23 

 

-
 
6
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- 

板.32 

板.29 

板.28 

板.15 板.30 

板.31 
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⑸ 東京都住宅マスタープラン（令和４年３月策定）（抜粋） 

 

〇住宅マスタープランの性格 

東京都住宅マスタープランは、東京都住宅基本条例第17条に基づいて策定するものであり、

条例に定める住宅政策の目標や基本的施策を具体化し、福祉、環境、まちづくり、雇用など関

連する各政策分野との連携を図りながら、住宅施策を総合的かつ計画的に推進するための基本

となる計画である。 

東京都全域を対象とした住宅政策を展開するに当たり、都民や住宅関連事業者、まちづくり

に取り組む各種団体、ＮＰＯなど多様な担い手に向けて協力と協働を求めるメッセージとなる

ものであり、さらに、区市町村が、地域の特性に応じた住宅マスタープランを策定する際の指

針となるものである。 

また、住生活基本法に基づく住生活基本計画の都道府県計画としての性格を併せ持つもので

ある。 

 

  〇計画の期間 

東京都住宅マスタープランは、将来的な社会経済状況を見据えつつ、2021（令和３）年度か

ら2030（令和12）年度までの10年間における施策の展開の方向を示している。 

社会経済状況の変化に的確に対応し得るよう、今後もおおむね５年ごとに見直しを行うな

ど、適切に対応していくこととしている。 

   

   〇重点供給地域 

東京における住宅市街地の整備の方向は、住宅・住宅地の大量供給を目的として、都市空間

の高度利用や住宅の供給増を図ることに重点が置かれてきた時代から、市場の活用やストック

を重視する時代へと移行している。 

その方向を更に推し進めていくため、「都市づくりのグランドデザイン」や都市計画等との

整合を図りつつ、災害リスクや環境問題への対応、住宅ストックの再生・活用、コミュニティ

を基礎とした集約型の地域づくり、みどり豊かな環境の保全・形成といった視点から、地域ご

とに整備の方向を明らかにするとともに、地域の実情を把握する区市町村の意見を踏まえ、住

宅及び住宅地の供給を重点的に図るべき地域を「重点供給地域」として指定する。 

 

 区部における重点供給地域：23区全域（全体の供給の促進にそぐわない地域を除く。）を一

体の地域として居住機能の維持・向上を図るため、一つの重点供給地域として指定する。 
 

 特 定 促 進 地 区：区部における重点供給地域のうち特に、安全で快適な住環境の

創出、維持・向上、住宅の建替え、供給等に関する制度・事業を実施又は実施の見込みが高

い地区について、特定促進地区として指定する。 
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・特定促進地区                           （令和４年３月） 

特定促進地区の名称 
面積 

(ha) 
主な計画・整備手法 

図面 

番号 

大山駅周辺地区 49 

沿道環境整備事業（事業中） 

市街地再開発事業(一部事業中) 

住宅市街地総合整備事業＜拠点型＞ 

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞ 

木造住宅密集地域整備事業 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

沿道地区計画（決定済） 

地区計画（決定済） 

不燃化推進特定整備地区 

板.１ 

環状７号線・川越街道沿道地区 74 

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（一部完了） 

木造住宅密集地域整備事業（一部完了） 

沿道環境整備事業（事業中） 

緊急木造住宅密集地域防災対策事業（完了） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

防災生活圏促進事業（完了） 

沿道地区計画（決定済） 

地区計画（決定済） 

公営（区営）住宅建替事業 

板.２ 

上板橋駅南口地区 20 

沿道環境整備事業（事業中） 

市街地再開発事業（一部事業中） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

沿道地区計画（決定済） 

地区計画（決定済） 

板.３ 

仲宿地区 60 

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

防災街区整備事業（完了） 

特定防災街区整備地区（決定済） 

地区計画（決定済） 

都心共同住宅供給事業(完了) 

公営（区営）住宅建替事業（事業中） 

板.４ 

前野町地区 74 

公社住宅建替事業（完了） 

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

公営住宅建替事業（事業中） 

板.５ 

大谷口地区 77 

沿道環境整備事業（事業中） 

緊急木造住宅密集地域防災対策事業（完了） 

住宅地区改良事業（完了） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（事業中） 

木造住宅密集地域整備事業（事業中） 

沿道地区計画（決定済） 

地区計画(決定済) 

公営住宅建替事業（事業中） 

不燃化推進特定整備地区 

板.６ 

若木地区 18 

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

都市防災不燃化促進事業(完了) 

地区計画（決定済） 

板.７ 
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特定促進地区の名称 
面積 

(ha) 
主な計画・整備手法 

図面 

番号 

向原三丁目地区  6 
公社住宅建替事業（完了） 

地区計画（決定済） 
板.８ 

環状８号線沿道地区 22 

沿道環境整備事業（事業中） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

沿道地区計画（決定済） 

板.９ 

川越街道北地区 22 

沿道環境整備事業（事業中） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

沿道地区計画（決定済） 

板.10 

板橋駅西口地区 19 

機構住宅建設事業（完了） 

市街地再開発事業（一部事業中） 

住宅市街地総合整備事業（完了） 

地区計画(決定済) 

板.11 

西台一丁目、若木二・三丁目周辺地区 42 

公営住宅建替事業（完了） 

公社住宅建替事業 

住宅市街地総合整備事業＜密集型＞（完了） 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

地区計画（決定済） 

板.12 

板橋富士見町地区  4 

沿道環境整備事業（事業中） 

公営住宅建替事業（事業中） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

沿道地区計画（決定済） 

板.13 

成増五丁目地区  8 
公営住宅建替事業（完了） 

地区計画（決定済） 
板.14 

坂下二丁目地区  1 公営住宅建替事業（事業中） 板.15 

坂下一丁目地区 2 

公営住宅建替事業（事業中） 

公営（区営）住宅建替事業（事業中） 

沿道地区計画（決定済） 

沿道環境整備事業（事業中） 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

板.16 

向原第二住宅地区 2 
分譲マンション建替事業（事業中） 

地区計画（決定済） 
板.17 

高島平二・三丁目地区 52 
地区計画 

機構住宅ストック再生 
板.18 

大山金井町地区 2 都市防災不燃化促進事業（事業中） 板.19 
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⒌ 防災街区整備方針（令和４年６月17日東京都告示第947号） 

 

⑴ 策定の目的 

防災街区整備方針は、防災都市づくりの推進に向け、防災上危険性の高い木造住宅密集地

域について、計画的な再開発又は開発整備により、延焼防止機能及び避難機能の確保と土地

の合理的かつ健全な利用が図られる防災街区の整備を促進し、安全で安心して住め、かつ魅

力的な街並みの住宅市街地への再生を図るために作成するものである。 

 

 

⑵ 策定の効果 

防災再開発促進地区及び防災公共施設を定めることにより、次のような効果をもたらし、

防災街区の整備が促進される。 

① 耐火建築物等への建替えの促進が図られる。 

② 延焼防止上支障のある建築物への除却の勧告が可能になる。 

③ 地区の防災性の向上を目的とした防災街区整備地区計画等の活用が図られる。 

④ 地域住民による市街地整備の取組（防災街区計画整備組合の設立）や支援が可能になる。 

⑤ 地方公共団体の委託及び要請に基づき、都市再生機構の住宅・まちづくりのノウハウの活 

用が図られる。 

⑥ 防災公共施設である道路・公園等について基幹的な骨格軸（防災環境軸）として体系的・

効果的な整備が図られる。 

 

 

⑶ 法的位置付け 

防災街区整備方針は、密集市街地における防災街区の整備の促進に関する法律（平成９年

法律第49号）第３条に基づく方針であり、これを都市計画法（昭和43年法律第100号）第７条

の２第１項の規定により都市計画に定めるものである。 

本方針は、木造住宅密集地域を対象とした都市計画のマスタープランとして、都市計画区

域の整備、開発及び保全の方針に即し、都市再開発の方針等と整合を図り定めるものであ

り、防災街区整備事業や市街地再開発事業等の個別の都市計画の上位に位置付けられる。 

 

 

⑷ 本方針を定めるに当たっての考え方 

 

〇対象地域 

 東京都震災対策条例（平成12年東京都条例第202号）に基づく防災都市づくりに関する計

画（防災都市づくり推進計画）に定める整備地域等の木造住宅密集地域を中心とした地域 

 

〇防災再開発促進地区及び防災公共施設の指定 

 防災街区の整備に資する事業・制度等を重点的に展開することにより、建築物等の不燃

化・共同化や公共施設の整備を促進し、安全で良好な環境を備えたまちとして再生を図るた

め、防災街区整備方針に、防災再開発促進地区及び防災公共施設を定める。 
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 防災再開発促進地区         別表５・別図３ 

密集市街地のうち、特に一体的かつ総合的に市街地の再開発を促進すべき相当規模の地区

で、次のいずれかに該当する地区を「防災再開発促進地区」として「防災街区整備方針」に 

位置づけている。 

① 防災都市づくり推進計画の整備地域に指定されている地区 

② 防災街区の整備に資する事業・制度等が既に導入されている地区又は防災街区の整備に資 

する都市計画が既に決定されている地区 

③ 事業・制度等の導入や都市計画の決定はなされていないが、防災街区の整備を進めること

が方針として明らかな地区（都又は区の長期計画、区の都市計画に関する基本的な方針等

に位置付けられており、かつ、防災街区の整備に資する事業・制度等の導入又は都市計画

の決定が確実に見込まれること。） 

 

板橋区では「大谷口地区」（平成11年１月14日東京都告示第21号）が指定され、続いて

「上板橋駅南口地区」「仲宿地区」「若木地区」及び「前野町地区」（平成12年２月15日東

京都告示第142号）、「大山駅周辺地区」及び「大山金井町地区」（平成26年12月18日東京都

告示第1691号）、その後「清水町・蓮沼町周辺地区」（令和４年６月17日東京都告示第947

号）が追加指定されている。 

 

 

防災公共施設         別表６・別図３ 

延焼防止機能及び避難機能を確保するために整備すべき道路・公園等の公共施設で、防災

再開発促進地区内又はその一帯に存在し、次のいずれかに該当する公共施設を「防災公共施

設」として「防災街区整備方針」に位置づけている。 

① 沿道及び沿道周辺の建築物等と一体となって延焼防止機能及び避難機能（閉塞防止を含

む。）が確保される公共施設 

② 沿道及び沿道周辺で防災街区整備事業又は都市防災不燃化促進事業が既に導入されている 

若しくは将来導入が見込まれる公共施設 

③ 防災街区整備地区計画で特定地区防災施設、地区防災施設又は地区施設に既に指定されて 

いる若しくは将来指定が見込まれる公共施設 

④ 特定防災街区整備地区が既に指定されている又は将来指定が見込まれる区域内で、防災都 

市計画施設に将来指定が見込まれる公共施設 

 

   板橋区では、「仲宿地区」（平成20年６月20日東京都告示第901号）が指定され、板橋三丁

目地区防災街区整備事業に伴い、整備される区画道路及び国道17号線（整備済）が防災公共

施設として位置づけられている。 

その後、「大山駅周辺地区」及び「大山金井町地区」（平成26年12月18日東京都告示第

1691号）が追加指定され、不燃化推進特定整備事業に伴い、「大山駅周辺地区」において

は、整備予定の都道補助26号線、「大山金井町地区」においては、整備予定の都道補助82号

線）が防災公共施設として位置づけられている。 
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・防災再開発促進地区                             （別表５） 

※・・・新規 △・・・区域変更  

番号 地区名 

面積(ha) 

（おおむねの位置） 

板. １ 大谷口地区 

約76.9ha 

（板橋区南部） 

板. ２ 上板橋駅南口地区 

約20.3ha 

(板橋区中央部) 

ａ地区の再開発、整備

等の主たる目標 

避難経路と一体となった防災上安全な

市街地の形成と良好な住環境づくりを目

指し、木造賃貸住宅等の不燃化並びに老

朽住宅の共同及び協調建替えを誘導し、

安全で快適な暮らしやすい住環境の形成

及び幹線道路沿道やその他の商業集積地

の、魅力的な商業地への再編を進める。 

木造賃貸住宅等の建替えを進め、防災性

の向上と住環境の整備を図りつつ、より安

全で快適な魅力あるまちづくりを進める。    

また、駅前地区の土地の高度利用促進と

商店街の活性化、都市型住宅の充実等を図

るため、市街地再開発事業を中心に整備を

促進する。 

ｂ防災街区の整備に関

する基本的方針その

他の土地利用計画の

概要 

老朽木造建築物等の不燃化促進を図る

とともに、公共施設を整備して延焼遮断

帯を形成する等、地区内各街区の防災性

の向上と住環境の整備を図る。 

駅前にふさわしい商業・業務系用途と

調和した土地の高度利用等を図る。 

また、公共施設の整備等を進め、地区

内各街区の防災性の向上と住環境の整備

を図るとともに、区画街路8号線沿道の

老朽木造建築物等の不燃化促進を図る。 

ｃ建築物の更新の方針 建築物の不燃化、共同化及び協調化を

図り、災害に強いまちづくりを推進し、

小規模敷地の解消を目指す。 

また、補助26号線沿道については、延

焼遮断帯の形成を図る。 

都市型住宅の供給及び共同化、不燃化

建替え等の災害に強いまちづくりを推進

するとともに、区画街路８号線沿道の共

同化を推進する。 

ｄ都市施設、地区防災

施設及び地区施設の

整備の方針 

地区内幹線道路及び生活道路の拡幅整

備及び公園、緑地等の整備を図る。 
道路と鉄道（東武東上線）の立体交差

化の促進及び補助244号線の整備を図る

とともに、市街地再開発における交通広

場・アクセス道路の整備、地区内幹線道

路及び生活道路の拡幅整備並びに公園、

広場等の整備を図る。 

ｅ

再

開

発

推

進

の

た

め

必

要

に

応

じ

定

め

る

事

項 

１公共及び民間の

役割、条件整備

等の措置 

  公共施設整備は公共が行い、建築物の

整備は民間が行う。 

また、公共は、住民との協働によるま

ちづくりを推進するとともに、まちづく

りに関する情報提供、不燃化建替えに対

する支援等を行う。 

駅前街区の一体的整備や密集市街地の

改善を図るため、公共と住民による協働

のまちづくりを推進する。 

公共は、公共施設整備、まちづくりに

関する情報提供、不燃化建替えに対する

支援等を行う。 

民間は、主体的にまちづくり協議会等

への参加・提案を行う。 

２実施予定の公共

施設整備事業、

面的整備事業等 

住宅市街地総合整備事業（密集型）(事業中） 

木造住宅密集地域整備事業（事業中） 

沿道環境整備事業（事業中） 

沿道環境整備事業（事業中）      

市街地再開発事業（一部事業中） 

３決定又は変更予

定の都市計画に

関する事項 

沿道地区計画「国道254号線(川越街道）A地区」

（決定済） 

地区計画「大谷口一丁目周辺地区」(決定済) 

地区計画「大谷口上町周辺地区」(決定済) 

地区計画「上板橋駅南口駅前地区」（決定済） 

地区計画(予定) 

沿道地区計画「国道254号線(川越街道)A地区」

（決定済） 

 

４その他再開発の

促進のために特

記すべき事項 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

・放射8号線 

・補助26号線板橋地区 

東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制 

不燃化推進特定整備地区 

住宅地区改良事業（完了） 

街路整備事業（完了）・補助26号線 

 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

・放射8号線 

住宅市街地総合整備事業（密集型）（完了） 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 
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※・・・新規 △・・・区域変更  

番号 地区名 

面積(ha) 

（おおむねの位置） 

板. ３ 仲宿地区 

約61.2ha 

(板橋区南東部) 

板. ４ 若木地区 

約18.1ha 

（板橋区中央部） 

ａ 地区の再開発、整

備等の主たる目標 
木造賃貸住宅等の建替えを進め、防災

性の向上と住環境の整備を図りつつ、歴

史的資産を生かしながら、より安全で住

みよいまちづくりを進める。 

老朽住宅等の不燃化建替えを誘導し、

災害に強い安全なまちづくりを目指すと

ともに、住宅、商業及び工業が調和した

活力のあるまちづくりを目指す。 

また、環状8号線沿道は避難経路と一

体となった防災上安全な市街地の形成と

良好な住環境づくりを目指す。 

ｂ 防災街区の整備に

関する基本的方針そ

の他の土地利用計画

の概要 

街区単位の共同建替えを促進し、商業、業

務、住宅系用途の高度化を誘導するゾーン、住

商併用建物への建替えを図るゾーン、住宅と工

場の調和を目指すゾーン等、ゾーンごとに防災

性の向上と住環境の整備を図る。 

老朽木造建築物等の不燃化促進を図る

とともに、公共施設を整備して、地区内

各街区の防災性の向上と住環境の整備を

図る。 

ｃ 建築物の更新の方

針 

老朽木造建築物等の建替えを促進し、

併せて共同化、協調化、不燃化建替え

等、災害に強いまちづくりを推進する。 

 

老朽木造建築物等の建替えを促進し、

併せて共同化、協調化、不燃化等、災害

に強いまちづくりを推進し、小規模敷地

の解消を目指す。 

また、環状8号線沿道については、延

焼遮断帯の形成を図る。 

ｄ 都市施設、地区防

災施設及び地区施設

の整備の方針 

地区内幹線道路及び生活道路の拡幅整

備、公園、広場等の整備を図る。 

地区内幹線道路及び生活道路の拡幅整

備、公園、広場等の整備を図る。 

ｅ

再

開

発

推

進

の

た

め

必

要

に

応

じ

定

め

る

事

項 

１ 公共及び民間

の役割、条件整

備等の措置 

公共は、住民との協働によるまちづくりを推

進するとともに、公共施設の整備、まちづくり

に関する情報提供、支援等を行う。 

民間は、主体的にまちづくり協議会等への参

加・提案を行うとともに、住まいづくりなど住

環境の改善に取り組む。 
 

公共施設整備は公共が行い、建築物の

整備は民間が行う。 

また、公共は、住民との協働によるま

ちづくりを推進するとともに、公共施設

の整備、まちづくりに関する情報提供、

不燃化建替えに対する支援等を行う。 

 

２ 実施予定の公

共施 設整 備事

業、面的整備事

業等 

沿道環境整備事業（事業中）  

３ 決定又は変更

予定の都市計画

に関する事項 

沿道地区計画｢板橋区環状７号線｣（決定済） 

特定防災街区整備地区「板橋三丁目地区」 

（決定済） 

地区計画「旧板橋宿周辺地区」(決定済) 

 

地区計画「若木一・二丁目地区」(決定済) 

４ その他再開発

の促進のために

特記すべき事項 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制 

住宅市街地総合整備事業（密集型）(完了) 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

防災街区整備事業「板橋三丁目地区」（完了） 

都心共同住宅供給事業（完了） 
 

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

街路整備事業（完了）・環状８号線 

都市防災不燃化促進事業（完了） 

・環状8号線板橋西地区 

住宅市街地総合整備事業(密集型)(完了) 
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※・・・新規 △・・・区域変更  

 

番号 地区名 

面積(ha) 

（おおむねの位置） 

板. ５ 前野町地区 

約53.5ha 

(板橋区中央部) 

△板．６ 大山駅周辺地区 

約48.6ha 

（板橋区南東部） 

ａ 地区の再開発、整

備等の主たる目標 

木造賃貸住宅・工場等の建替えを進

め、防災性の向上と住環境の整備を図り

つつ、住宅と工場が共存し、安全で快適

な活力あるまちづくりを進める。 

大山駅周辺は、道路と鉄道の立体交差化、駅

前広場及び道路整備並びに商業・業務及び後背

地の密集住宅の再開発に併せて、商店街の活性

化や住環境の整備を促進し、「都市機能の集約

するにぎわいのあるまちづくり、駅を中心に円

滑に移動でき、防災性の高い、安全で安心なま

ちづくり」を目指す。 

ｂ 防災街区の整備に

関する基本的方針そ

の他の土地利用計画

の概要 

老朽木造建築物等の不燃化促進を図る

とともに、公共施設を整備して、地区内

各街区の防災性の向上と住環境の整備を

図る。 

 駅を中心とした東西の商店街・補助26号線沿

道では、後背地住宅と一体となった不燃、共同

化を推進し、商業・業務の集積を図る。その周

辺エリアは、既存用途を基調に都市型住居の整

備を図る。   

全体として不燃、共同化を進めつつ、土地の

高度利用を促進し、防災性の向上と住環境の整

備を図る。 

ｃ 建築物の更新の方

針 

老朽木造建築物等の建替えを促進する

とともに、大規模工場の沿道敷地内緑化

に努め、共同、協調及び不燃化建替え

等、災害に強いまちづくりを推進する。 

商業専用及び住商併用建築物とこれに隣接す

る周辺木造系住居の共同化、又は地区状況に応

じた共同・協調建替えによる更新を誘導し、土

地の有効利用を図る。さらに、老朽木造建築物

等や幹線道路沿道建築物の不燃化を促進し、地

区全体の不燃化率を高めていく。 

ｄ 都市施設、地区防

災施設及び地区施設

の整備の方針 

地区内幹線道路及び生活道路の拡幅整

備、公園、広場等の整備を図る。 

道路と鉄道（東武東上線）の立体交差化の促

進、駅前広場、補助26号線、地区内道路、公

園、ポケットパーク等の整備を図るとともに、

都市利便の増進を図る。 

ｅ

再

開

発

推

進

の

た

め

必

要

に

応

じ

定

め

る

事

項 

１ 公共及び民間

の役割、条件整

備等の措置 

公共は、住民との協働によるまちづく

りを推進するとともに、公共施設の整

備、まちづくりに関する建替え等の情報

提供を行う。民間は、主体的にまちづく

り協議会等への参加・提案を行うととも

に、住まいづくりなど住環境の改善に取

り組む。 

道路と鉄道の立体交差化並びに補助26号線及

び駅前広場の整備に当たり、公共が先導的な役

割を担い、併せて、地区住民との協働により市

街地再開発事業等を推進する。このほか、民間

による建築物の整備等と併せて、公共が公共施

設の整備を行う。 

２ 実施予定の公

共 施 設 整 備 事

業、面的整備事

業等 

 市街地再開発事業(事業中) 

市街地再開発事業(予定) 

都市計画道路 板橋区画街路第９号線、鉄道付

属街路第１～６号線(予定) 

都市高速鉄道 東武東上本線連続立体交差事業

（予定） 

住宅市街地総合整備事業（密集型）(予定) 

住宅市街地総合整備事業（拠点型）(予定) 

木造住宅密集地域整備事業(予定) 

沿道環境整備事業（事業中） 

街路整備事業・補助26号線(事業中) 

都市防災不燃化促進事業・補助26号線(予定) 

３ 決定又は変更

予定の都市計画

に関する事項 

 

 

沿道地区計画「国道254号線(川越街道)A地区」 

(決定済) 

地区計画「大山駅東地区」（決定済） 

地区計画「大山駅西地区」（変更予定） 

４ その他再開発

の促進のために

特記すべき事項 

住宅市街地総合整備事業（密集型）（完了）

木造住宅密集地域整備事業（完了） 

都市防災不燃化促進事業（完了）・放射8号線 

東京都建築安全条例に基づく新たな防火規制 

不燃化推進特定整備地区 
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※・・・新規 △・・・区域変更  

 

  

番号 地区名 

面積(ha) 

（おおむねの位置） 

板．７ 大山金井町地区 

約1.9ha 

（板橋区南東部） 

※板．８ 清水町・蓮沼町周辺地区 

約 55.7ha 

（板橋区東部） 
ａ 地区の再開発、整備等

の主たる目標 

避難経路と一体となった防災上安全

な市街地の形成と良好な住環境づくり

を目指す。 

 老朽住宅等の不燃化建替えを誘導し、

災害に強い安全なまちづくりを目指すと

ともに、住宅、商業及び工業が調和した

活力のあるまちづくりを目指す。 

ｂ 防災街区の整備に関す

る基本的方針その他の土

地利用計画の概要 

 老朽木造建築物等の不燃化促進を図

るとともに、公共施設を整備して延焼

遮断帯を形成する等、地区内各街区の

防災性の向上と住環境の整備を図る。 

 老朽木造建築物等の不燃化促進を図る

とともに、公共施設を整備して延焼遮断

帯を形成する等、地区内各街区の防災性

の向上と住環境の整備を図る。 

ｃ 建築物の更新の方針 建築物の不燃化、共同化及び協調化

を図る。また、補助82号線沿道につい

ては、延焼遮断帯の形成を図る。 

建築物の不燃化、共同化及び協調化を

図り、災害に強いまちづくりを推進し、

小規模敷地の解消を目指す。 

ｄ 都市施設、地区防災施

設及び地区施設の整備の

方針 

補助82号線の整備及び生活道路、公

園等の整備を図る。 

建築物の不燃化、共同化及び協調化を

図る。 

ｅ

再

開

発

推

進

の

た

め

必

要

に

応

じ

定

め

る

事

項 

１ 公共及び民間

の役割、条件整

備等の措置 

公共施設整備は公共が行い、建築物

の整備は民間が行う。 

 

公共施設整備は公共が行い、建築物の

整備は民間が行う。 

２ 実施予定の公

共施 設整備 事

業、面的整備事

業等 

街路整備事業・補助82号線（事業中） 

都市防災不燃化促進事業・補助82号線 

（事業中） 

 

 

 

 

  

３ 決定又は変更

予定の都市計画

に関する事項 

 
地区計画（予定） 

４ その他再開発

の促進のために

特記すべき事項 

 
東京都建築安全条例に基づく新たな防火

規制（予定） 
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・防災公共施設                                （別表６） 

①  防災公共施設の整備に関する計画の概要                  ※・・・新規 △・・・区域変更 

番号 地区名 

(おおむねの位置) 

板．３ 仲宿地区 

（板橋区南東部） 

△板．６ 大山駅周辺地区 

（板橋区南東部） 

ａ 防災公共施設

の整備の方針 

密集市街地における延焼防止機能・避難機

能の確保のため、防災公共施設道路第１号の

整備促進を図る。 

 密集市街地における延焼遮断帯の形成や延

焼遮断機能・避難機能の確保を図るため、防

災都市計画施設道路第１号の整備を図る。 

ｂ 整備する防災

公共施設の種類 

防災都市計画

施設道路 

 

防災公共施設

道路 

第1号 

 

 

第1号 

 

都市計画

道路 

 

 

 

幹 線 街

路 放 射

第９号 

区 画 道

路１号 

防災都市計画

施設道路 

第1号 都市計画

道路 

補助26

号線 

ｃ 当該防災公共

施設の配置及び

規模 

防災都市計画

施設道路 

防災公共施設

道路 

第1号 

 

第1号 

 

幅員40ｍ  

延長約1,600ｍ 

幅員６ｍ 

延長約80ｍ 

防災都市計画

施設道路 

第1号 幅員20ｍ 

延長375ｍ 

ｄ 当該防災公共

施設の整備スケ

ジュール 

防災都市計画施設道路第１号：完成、防災公

共施設道路第１号：完成、特定防災街区整備

地区：決定、防災街区整備事業：完了 

防災都市計画施設道路第1号：特定整備路線

（令和７年度まで） 

 

② 「防災公共施設と一体となって特定防災機能を確保するための建築物等の整備に関する計画の概要 

番号 地区名 板．３ 仲宿地区 板．６ 大山駅周辺地区 

a 防災公共施

設と一体と

なって特定

防災機能を

確保するた

めの建築物

等の整備の

方針 

防災都市計画施設道路第１号沿道において

は、延焼防止機能・避難機能の向上を図るた

め、沿道の建築物の不燃化を図る。 

防災公共施設第１号沿道においては、延焼

防止機能・避難機能の確保のため、建替え誘

導を図る。 

防災都市計画施設道路第１号沿道において

は、延焼遮断帯の形成を図るため、沿道の建

築物の不燃化を図る。 

 

b 防災公共施設

と一体となっ

て特定防災機

能を確保する

ための建築物

等の整備の概

要 

防災都市計画施設道路第１号及び防災公共

施設道路第１号の沿道においては、中高層主

体の耐火建築物の整備を図る。 

沿道の防災街区整備事業区域においては、

特定防災街区整備地区を指定し、防災公共施

設道路第１号、周辺既存道路及び隣地からの

壁面線を２メートル以上と制限することで道

路と一体になった空間の確保を図る。また、

防災施設建築物の間口率を10分の７以上、高

さや敷地面積の最低限度をそれぞれ、７メー

トル、100平方メートルと定め、延焼防止機能

の確保を図る。 

防災都市計画施設道路第１号沿道において

は、防災性の向上のため、中高層主体の耐火

建築物等の整備を進める。 

c 防災公共施設

と一体となっ

て特定防災機

能を確保する

ための建築物

等の整備のお

おむねのスケ

ジュール 

地区計画「旧板橋宿周辺地区」が平成25年

度に決定した。今後も防災性の向上と住環境

の整備を図る。 

防災都市計画施設道路第１号沿道において

は、地区計画の変更を予定している。 
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① 防災公共施設の整備に関する計画の概要                   ※・・・新規 △・・・区域変更 

番号 地区名 

(おおむねの位置) 

板．７ 大山金井町地区 

（板橋区南東部） 

a  防災公共施設

の整備の方針 

密集市街地における延焼遮断帯の形成や延

焼遮断機能・避難機能の確保を図るため、防

災都市計画施設道路第１号の整備を図る。 

b  整備する防災

公共施設の種

類 

防災都市計

画施設道路 
第1号 

都市計画

道路 

補助82号

線 

c  当該防災公共

施設の配置及

び規模 

防災都市計

画施設道路 
第1号 

幅員15ｍ  

延長約130ｍ 

d  当該防災公共

施設の整備ス

ケジュール 

防災都市計画施設道路第１号：特定整備路線 

（令和７年度まで） 

 
② 防災公共施設と一体となって特定防災機能を確保するための建築物等の整備に関する計画の概要 

 

番号 地区名 

 

板．７ 大山金井町地区 

a 防災公共施設と一

体となって特定防

災機能を確保する

ための建築物等の

整備の方針 

防災都市計画施設道路第１号沿道におい

ては、延焼遮断帯の形成を図るため、沿道

の建築物の不燃化を図る。 

 

b 防災公共施設と一

体となって特定防

災機能を確保する

ための建築物等の

整備の概要 

防災都市計画施設道路第１号沿道におい

ては、防災性の向上のため、中層主体の耐

火建築物等の整備を進める。 

c 防災公共施設と一

体となって特定防

災機能を確保する

ための建築物等の

整備のおおむねの

スケジュール 

防災都市計画施設道路第１号沿道におい

ては、都市防災不燃化促進事業を実施して

いる（令和10年度まで）。 
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板.2 

板.3 

板.1 

板.4 

 

板.5 

-
 
7
4
 
- 

板.6 

板.7 

板.8 
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⒍ (区)市町村の都市計画に関する基本的な方針 

都市計画マスタープラン 

平成４年の「都市計画法」の改正により、住民に最も近い立場にある区市町

村が、その創意工夫のもとに住民の意見を反映し、まちづくりの具体性のある

将来ビジョンを確立し、地区別のあるべき市街地像を示すとともに、地域別の

整備課題に応じた整備方針、地域の都市生活、経済活動等を支える諸施設の計

画等をきめ細かくかつ総合的に定めるため、区市町村自ら定める都市計画マス

タープランとして創設されたものである。 

板橋区では、平成10年２月に板橋区都市計画マスタープランの第１次として

「いたばしタウンプランニング 21」、平成 23年３月に「板橋区都市計画マス

タープラン(第２次)」、平成30年３月には第３次となる「板橋区都市づくりビ

ジョン」が策定され、「東京で一番住みたくなるまち」を目標に様々な都市づ

くりに取組んできた。 

近年は、人口減少社会や甚大な災害への対応が求められている等の社会情勢

が大きく変化し、区の最上位計画である「板橋区基本構想」が策定され、板橋

区基本構想が掲げた将来像「未来をひらく 緑と文化のまち“板橋”」を同一

の理念として掲げ、区のこれまでの取組をさらに発展させていく総合的な都市

づくりを実現する計画として令和８年３月に「板橋区都市づくりビジョン（第

４次）」を策定した。 

 

板橋区都市づくりビジョン（第４次）では、都市基盤などの都市空間だけで

なく、人の活動や地域の自然・歴史・文化、くらしの積み重ねを尊重しなが

ら、総合的・統一的に都市づくりを捉える考え方として「地域の価値を最大化

する『板橋都市デザイン』」を打ち出した。 

区や区民等、事業者などの多様な主体がこの考え方を共通認識とし、未来の

“板橋”を思い描き、協働の都市づくりに取り組んでいく方針を定めた。 

 

(1)分野別都市づくりの方針 

●都市デザインを軸とする都市づくりがめざすもの 

（地域の価値を最大化する「板橋都市デザイン」） 

○グリーンインフラ分野 

（みどりと水辺に彩られ、ひとの活力をつなぐ都市空間） 

○道路・交通分野 

（出かけたくなる移動環境・ネットワークを形成する都市空間） 

○住環境・くらし分野 

（愛着と誇りを感じ、暮らし続けたくなる都市空間） 

○安心・安全分野 

（災害・環境変化に対応する強靭な都市空間） 

 

(2)エリア別都市づくりの方針 

板橋・大山エリア       徳丸・西台エリア 

大谷口・向原エリア      赤塚・成増エリア 

上板橋・常盤台エリア     新河岸・高島平エリア 

小豆沢・志村エリア      坂下・舟渡エリア 
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⒎ 地域地区 

⑴ 用途地域 

（板橋区分） 

種 類 面 積 容 積 率 建 蔽 率 

外壁の後

退距離の

限度 

建築物の敷

地面積の最

低 限 度 

建築物の

高さの限

度 

百分率

（％） 

第 一 種  

低 層 住 居 専

用 地 域  

約   ha 

  8.0 

 78.9 

 56.0 

 23.2 

 24.3 

以下  

6/10 

8/10 

10/10 

10/10 

15/10 

以下  

3/10 

4/10 

5/10 

5/10 

5/10 

ｍ  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

㎡  

80 

80 

80 

100 

70 

ｍ  

10 

10 

10 

10 

10 

約   ％  

0.3 

2.6 

1.9 

0.8 

0.8 

小 計  190.4     
 

 6.3 

第 二 種  

低 層 住 居 専

用 地 域  

約   ha 

－ 

以下  

－ 

以下  

－ 

ｍ  

－ 

㎡  

－ 

ｍ  

－ 

約   ％  

－ 

小 計  －      － 

第 一 種  

中 高 層 住 居

専 用 地 域  

約   ha 

 28.7 

 21.4 

432.2 

469.0 

 10.4 

  6.4 

 40.5 

以下  

10/10 

15/10 

20/10 

20/10 

20/10 

30/10 

30/10 

以下  

5/10 

5/10 

6/10 

6/10 

6/10 

6/10 

6/10 

ｍ  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

㎡  

60 

70 

60 

70 

80 

60 

70 

ｍ  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

約   ％  

 0.9 

 0.7 

14.3 

15.5 

 0.3 

 0.2 

 1.3 

小 計  1,008.6      33.3 

第 二 種  

中 高 層 住 居

専 用 地 域  

約   ha 

3.1 

以下  

30/10 

以下  

6/10 

ｍ  

－ 

㎡  

60 

ｍ  

－ 

約   ％  

0.1 

小 計  3.1      0.1 

第 一 種  

住 居 地 域  

約   ha 

 45.4 

290.9 

194.7 

 15.5 

  0.0 

  0.0 

以下  

20/10 

20/10 

30/10 

30/10 

30/10 

30/10 

以下  

6/10 

6/10 

6/10 

6/10 

8/10 

8/10 

ｍ  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

㎡  

60 

70 

60 

70 

60 

70 

ｍ  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

約   ％  

1.5 

9.6 

6.4 

0.5 

0.0 

0.0 

小 計  546.5      18.1 

第 二 種  

住 居 地 域  

約   ha 

4.5 

56.2 

以下  

20/10 

30/10 

以下  

6/10 

6/10 

ｍ  

－ 

－ 

㎡  

60 

60 

ｍ  

－ 

－ 

約   ％  

0.1 

1.9 

小 計  60.7      2.0 

準 住 居 地 域  

約   ha 

24.1 

22.0 

以下  

30/10 

30/10 

以下  

6/10 

6/10 

ｍ  

－ 

－ 

㎡  

60 

70 

ｍ  

－ 

－ 

約   ％  

0.8 

0.7 

小 計  46.1      1.5 

近 隣  

商 業 地 域  

約   ha 

  4.8 

178.9 

 53.2 

 11.7 

以下  

20/10 

30/10 

30/10 

40/10 

以下  

8/10 

8/10 

8/10 

8/10 

ｍ  

－ 

－ 

－ 

－ 

㎡  

70 

60 

70 

60 

ｍ  

－ 

－ 

－ 

－ 

約   ％  

0.2 

5.9 

1.8 

0.4 

小 計  248.6      8.2 
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種 類 面 積 容 積 率 建 蔽 率 

外壁の後

退距離の

限度 

建築物の敷

地面積の最

低 限 度 

建築物の

高さの限

度 

百分率

（％） 

商 業 地 域  

約   ha 

 0.3 

63.2 

73.2 

39.6 

以下  

20/10 

40/10 

50/10 

60/10 

以下  

8/10 

8/10 

8/10 

8/10 

ｍ  

－ 

－ 

－ 

－ 

㎡  

－ 

－ 

－ 

－ 

ｍ  

－ 

－ 

－ 

－ 

約   ％  

0.0 

2.1 

2.4 

1.3 

小 計  176.3      5.8 

準 工 業 地 域  

約   ha 

 37.4 

360.6 

166.3 

 7.8 

 10.8 

以下  

20/10 

20/10 

30/10 

30/10 

30/10 

以下  

6/10 

6/10 

6/10 

6/10 

8/10 

ｍ  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

㎡  

60 

70 

60 

70 

60 

ｍ  

－ 

－ 

－ 

－ 

－ 

約   ％  

 1.2 

11.9 

 5.5 

 0.3 

 0.4 

小 計  582.9      19.3 

工 業 地 域  

約   ha 

 3.6 

68.3 

 4.5 

以下  

20/10 

20/10 

30/10 

以下  

6/10 

6/10 

6/10 

ｍ  

－ 

－ 

－ 

㎡  

60 

70 

60 

ｍ  

－ 

－ 

－ 

約   ％  

0.1 

2.3 

0.1 

小 計  76.4      2.5 

工 業  

専 用 地 域  

約   ha 

86.8 

以下  

20/10 

以下  

6/10 

ｍ  

－ 

㎡  

－ 

ｍ  

－ 

約   ％  

2.9 

小 計  86.8      2.9 

指 定 無  182.6      － 

合 計  
約   ha 

3,209.0 

     ％  

100.0 

（注）用途地域において、指定無とは、市街化調整区域（荒川・新河岸川の河川部分）である。 
用途地域の指定のない区域の容積率等の指定：容積率80％、建蔽率40％ 
（平15.10.15 都告第1141号、施行 平16.5.17） 

 
決定年月日・告示番号 

昭48．11．20 都告第1190号（用途地域等の一斉見直し） 
昭49．８．27 都告第 884号（舟渡二丁目地内） 
昭49．11．14 都告第1168号（志村二丁目地内） 
昭51．１．14 都告第 12号（常盤台四丁目地内） 
昭54．１．24 都告第  74号（赤塚光が丘一団地の住宅施設の決定に伴う変更） 
昭56．４．10 都告第 374号（用途地域等の一斉見直し） 
昭60．11．12 都告第1176号（西台三丁目地内） 
昭61．１．21 都告第  50号（浮間舟渡駅周辺地区地区計画の決定に伴う変更） 
昭61．８．12 都告第 865号（成増駅北口地区第一種市街地再開発事業の決定に伴う変更） 
昭62．１．23 都告第  61号（四葉二丁目・徳丸八丁目地区地区計画、 

浮間舟渡駅周辺南地区地区計画の決定に伴う変更） 
平元．10．11 都告第1035号（用途地域等の一斉見直し） 
平２．12．６ 都告第1320号（環状８号線Ａ地区沿道整備計画の決定に伴う変更） 
平３．２．28 都告第 198号（桜川三丁目補助234号線沿道地区地区計画の決定に伴う変更） 
平４．12．15 都告第1361号（環状８号線、補助249号線都市計画道路の変更に伴う変更） 
平６．４．19 都告第 505号（環状８号線Ｂ地区沿道整備計画の決定に伴う変更） 
平８. ５. 31  都告第 665号（用途地域等の一斉見直し） 
平９. ２. 12  都告第 118号（西台一丁目周辺南地区地区計画の決定に伴う変更） 
平11. ８. 27  都告第 986号（補助第26号線不燃化促進事業（川越街道～豊島区）の決定に伴う変更） 
平13. 11. 26  都告第1371号（西台一丁目周辺北地区地区計画の決定に伴う変更） 
平16. ６. 24  都告第1073号（用途地域等の一斉見直し） 
平16. 11. 15  都告第1587号（上板橋駅南口駅前地区第一種市街地再開発事業の決定に伴う変更） 
平19. ４. ６  都告第 574号（西台二丁目周辺地区地区計画の決定に伴う変更） 
平27. ３. ６ 都告第 316号（敷地面積の最低限度追加） 
令５．４．28 都告第 625号（用途地域等の一括変更） 
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⑵ 特別用途地区（特別工業地区）  
区 分 
（決定年月日・告示番号） 地 域 地 区 面 積 （ha） 百分率（％） 

 

特 別 工 業 地 区 

昭 48．11．20 都告第 1212 号 

昭 49．８．27 都告第 888 号 

昭 56. ４. 10 都告第 375 号 

昭 61．１．21 板告第 22 号 

昭 62．１．23 板告第 25 号 

平元．10．11 板告第 421 号 
平８. ５. 31 板告第 129号 
平16. ６. 24 板告第 240号 
令３．６．29 板告第 282 号 

（都市型産業育成地区の追加） 

令５．４．28 板告第 194 号 

 

第一種特別工業地区 

＊うち工業地域 

第二種特別工業地区 

＊うち準工業地域 

都市型産業育成地区 

＊うち工業地域 

＊うち工業専用地域 

29.1 
(29.1) 
109.4 
(109.4) 
69.1 
(47.3) 
(21.8) 

0.9 
(0.9) 
3.4 

(3.4) 
2.2 

(1.5) 
(0.6) 

合  計    207.6 6.5 
 
 

⑶ 高度地区 
 

区 分 決定年月日･告示番号  地 域 地 区 面積（ha） 百分率（％） 

最

高

限

度 

 

昭 48．４．19 都告第 496号 

昭 48．11．20 都告第1214号 

昭 51．１．14 都告第 15号 

昭 54．１．24 都告第 76号 

昭 56. ４. 10 都告第 376号 
昭 58. 11. 30  板告第 268号 
昭 60. 11. 12  板告第 305号 
昭 61. １. 21  板告第  23号 
昭 61. ８. 12  板告第 251号 
昭 62. １. 23  板告第  26号 
平 元. 10. 11  板告第 422号 
平 ２. 12. ６  板告第 517号 
平 ３. ２. 28  板告第  90号 
平 ４. 12. 15  板告第 657号 
平 ６. ４. 19  板告第 202号 
平 ８. ５. 31  板告第 130号 
平 ９. ２. 12  板告第  39号 
平 10. ９. 10  板告第 270号 
平 11. ８. 27  板告第 716号 
平 11. 11. 11  板告第 845号 
平 13. 11. 26  板告第 544号 
平 16. ６. 24  板告第 239号 
平 16. 11. 15  板告第 415号 
平 19. ４. ６  板告第 122号 
平 21. 11. 16  板告第 390号 
平 27．３．６ 板告第  81号 

（絶対高さ型追加）  
平 29．10．10 板告第 382号 
平 30．10．11 板告第 449号 
平 31．２．13 板告第 66号 
令 ４．３．31 板告第 150号 
令 ４．９．14 板告第 394号 
令 ５．４．28 板告第 195号 

 

第 一 種 高 度 地 区 
10m 第 一 種 高 度 地 区 
17m 第 一 種 高 度 地 区 
第 二 種 高 度 地 区 

17m 第 二 種 高 度 地 区 
22m 第 二 種 高 度 地 区 
30m 第 二 種 高 度 地 区 
35m 第 二 種 高 度 地 区 
第 三 種 高 度 地 区  

22m 第 三 種 高 度 地 区 
30m 第 三 種 高 度 地 区 
35m 第 三 種 高 度 地 区 
40m 第 三 種 高 度 地 区 
45m 第 三 種 高 度 地 区 

17m 高 度 地 区 
22m 高 度 地 区 
30m 高 度 地 区 
35m 高 度 地 区 
40m 高 度 地 区 
45m 高 度 地 区 
60m 高 度 地 区 

    190.4 
     28.7 
      2.2 

0.1 
590.2 

    652.8 
    412.4 
     13.7 

   0.2 
     11.8 
    215.9 
    480.9 
     11.5 
     40.5 
      3.2 
     55.5 
    124.6 
      6.8 
     61.4 
     67.9 
     38.6 

 5.9 
 0.9 
 0.1 
 0.0 
18.4 
20.3 
12.9 
 0.4 
 0.0 
 0.4 
 6.7 
15.0 
 0.4 
 1.3 
 0.1 
 1.7 
 3.9 
 0.2 

      1.9 
      2.1 
      1.2 

 小  計   3,009.3 93.8 
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区 分 決定年月日･告示番号  地 域 地 区 面積（ha） 百分率（％） 

最

低

限

度 

 

平 ２. ３. 23  板告第 104号 
 
環状七号線沿道地区 

   158.9 5.0 

平 ３. ２. 28  板告第  90号 
川越街道地区（環七～練馬区） 
及び補助234号線沿道地区 

平 ５. ３. 25  板告第 143号 川越街道地区（豊島区～環七） 

平 ６. ４. 19  板告第 202号 
環状八号線沿道地区 
（首都高～北区） 

平 ８. ５. 31  板告第 130号 
川越街道地区(練馬区～和光市)、
補助301号線及び補助302号線沿道
地区 

平 10. ３. 20  板告第  74号 中山道板橋地区 

平 11. ８. 27  板告第 716号 

平 21. 11. 16  板告第 390号 

 

平 31．２．13 板告第 66号 

令 ５．４．28 板告第 195号 

 

補助26号線沿道地区 

環状八号線沿道地区 

（首都高～練馬区） 

補助82号線板橋地区 

※用途地域等の一括変更 

 

 小  計     158.9 5.0 
合  計    

＊うち最高限度高度地区と最低限度高度地区が重複する区域 

3168.2 

 (158.6) - 

 
 

⑷ 防火・準防火地域 

決 定 年 月 日  地 域 地 区 面 積（ha） 百分率（％） 

 
昭 48．11. 20 都告第1213号 
昭 54．１．24 都告第 75号 
昭 56. ４. 10  都告第 377号 
昭 60. 11. 12  板告第 306号 
昭 61. １. 21  板告第  24号 
昭 61. ８. 12  板告第 252号 
昭 62. １. 23  板告第  27号 
平 元. 10. 11  板告第 423号 
平 ２. 12. ６  板告第 516号 
平 ３. ２. 28  板告第  91号 
平 ６. ４. 19  板告第 203号 
平 ８. ５. 31  板告第 131号 
平 11. ８. 27  板告第 717号 
平 16. 11. 15  板告第 416号 
平 21. 11. 16  板告第 389号 
平 29. 10. 10  板告第 383号 

  平 31. ２. 13 板告第 64号 
  令 ４．３．31 板告第 146号 
  令 ５．４．28 板告第 196号 

 

防 火 地 域 
 

準 防 火 地 域  
 

指 定 無 

355.4 
 

2,671.0 
 

182.6 

11.1 
 

83.2 
 
5.7 

計  3,209.0 100.0 
 
 

⑸ 高度利用地区  

決 定 年 月 日 ･告 示 番 号 地 区 名 面積（ha） 

昭 61. ８. 12  板告第 253号 
平 ３. １. 30  板告第  49号 
平 10. ９. 10  板告第 271号 

平 16. 11. 15  板告第 417号 

平 29. 10. 10  板告第 381号 

平 30. 10. 11  板告第 449号 

平 31. ２. 13 板告第 63号 

令 ４．３．31 板告第 149号 

令 ４．９．14 板告第 393号 

成 増 駅 北 口 地 区 

成 増 駅 北 口 第 二 地 区  

浮 間 舟 渡 駅 前 地 区 

上板橋駅南口駅前地区  

大山町クロスポイント周辺地区 

板 橋 駅 板 橋 口 地 区 

板 橋 駅 西 口 地 区 

大山町ピッコロ・スクエア周辺地区 

舟 渡 四 丁 目 南 地 区 

1.6 

0.6 

0.5 

2.2 

0.85 

0.4 

0.6 

1.3 

9.1 

計 17.15 

  ※高度利用地区の概要は、 P85～95を参照  
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⑹ 特定防災街区整備地区  

決定年月日･告示番号  地 区 名 面積（ha） 

平 18. 11. ２  板告第 366号 板 橋 三 丁 目 地 区 0.4 

※特定防災街区整備地区の概要は、p96を参照 
 
 

⑺ 特別緑地保全地区 

決定年月日 告示番号 
名 称 

位 置 面積（ha） 
番号 地 区 名 

平21.４.13 板告第 135号 ８ 成増特別緑地保全地区 成増四丁目地内 約0.1 

平24.３.６ 板告第  88号 11 成増第二特別緑地保全地区 成増四丁目地内 約0.41 

令７.２.27 板告第  87号 20 大門特別緑地保全地区 大門地内 約0.16 

 
 

⑻ 流通業務地区  

決 定 年 月 日 告 示 番 号 名           称 位        置 面積(ha) 変更の経過 

昭 46. ２. ８ 東京都告示 
第１２１号 

西北部流通業務 地区 高島平六丁目地内 31.4  

 
 
    流通センタ－位置図 
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⑼ 生産緑地地区 
 

決定年月日・告示番号 地域地区 位 置 面 積 

平成４.11.５ 
板橋区告示第560号 

生産緑地地区 成増四丁目地内ほか 約 7.67 ha 

   （注）１ 「位置」の詳細は次頁参照 

      ２ 「面積」は令和７年11月21日告示時点（詳細は下表参照） 

 

変更年月日・告示番号 変 更 内 容 

 

平成５.10.26 

平成６.10.７ 

平成９.11.20 

平成10.10.７ 

平成11.11.10 

平成13.12.４ 

平成14.12.17 

平成15.12.25 

平成16.12.22 

平成17.12.26 

平成18.10.12 

 

板橋区告示 第 551号 

板橋区告示 第 549号 

板橋区告示 第 316号 

板橋区告示 第 294号 

板橋区告示 第 843号 

板橋区告示 第 556号 

板橋区告示 第 446号 

板橋区告示 第 485号 

板橋区告示 第 470号 

板橋区告示 第 407号 

板橋区告示 第 343号 

 

62 番全部削除、6.14.51.61.66.87～99 番全部追加 

26.29.36.81 番全部削除、20.31.66 番一部削除 

24.38.64 番全部削除 

40.48 番全部削除、50 番一部削除 

8.91 番全部削除、31 番一部削除 

25.42.49.68.69.89.90 番全部削除 

23.53 番全部削除、10.18.65 番一部削除 

2.44.45 番全部削除 

1.33.35.46.88 番全部削除 

76 番全部削除 

50 番全部削除、14 番一部削除一部100 番へ分割、 

18 番一部削除 

平成19.２.22 

平成19.９.18 

平成19.11.16 

平成20.12.４ 

平成21.12.11 

平成22.11.30 

平成23.12.１ 

平成24.12.５ 

平成25.６.４ 

平成25.12.６ 

平成26.11.20 

平成27.12.３ 

平成29.２.10 

平成29.11.22 

平成30.11.27 

令和元.12.９ 

令和２.12.９ 

令和３.６.１ 

令和３.12.15 

令和４.12.６ 

令和５.11.17 

令和６.12.20 

令和７.11.21 

板橋区告示 第  45号 

板橋区告示 第 271号 

板橋区告示 第 344号 

板橋区告示 第 407号 

板橋区告示 第 422号 

板橋区告示 第 417号 

板橋区告示 第 407号 

板橋区告示 第 499号 

板橋区告示 第 222号 

板橋区告示 第 461号 

板橋区告示 第 468号 

板橋区告示 第 493号 

板橋区告示 第  53号 

板橋区告示  第 443号 

板橋区告示  第 532号 

板橋区告示 第 455号 

板橋区告示 第 520号 

板橋区告示 第 248号 

板橋区告示 第 525号 

板橋区告示 第 525号 

板橋区告示 第 509号 

板橋区告示 第 598号 

板橋区告示 第 552号 

101～103 番全部追加、22 番一部追加 

7.10 番全部削除、31 番一部削除 

104.105 番全部追加 

18 番全部削除、106～109 番全部追加 

110.111 番全部追加 

37.85 番全部削除、101 番一部削除 

63 番一部削除、112 番全部追加 

12 番全部削除、61 番一部削除、114 番全部追加 

113 番全部追加 

32 番一部削除 

4 番一部追加、31.103 番全部削除 

27.106 番一部追加、67 番全部削除 

51.57 番全部削除、52.66 番一部削除 

110 番一部追加、72.73.77.101 番全部削除 

34.109 番全部削除、112 番一部削除 

74 番全部削除、16.93 番一部追加 

92.111 番全部削除 

43 番一部削除、41 番一部追加、115 番全部追加 

63.79 番全部削除 

11.30 番全部削除 

5.13.14.52.86.100 番全部削除、15.59 番一部削除 

87 番全部削除、16 番一部追加 

110 番一部追加 
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名   称 

位     置 
面  積 
(約 ㎡) 

指定年月別面積 特定生産緑地 

番号 地 区 名 指定年月 
面積 

（約 ㎡） 
番号 

面積 
（約 ㎡） 

３ 成  増  板橋区成増四丁目地内 1,950 Ｈ4.11 1,950 特22-22 1,950 

４ 成  増  板橋区成増四丁目地内 3,270 
Ｈ4.11 1,500 特22- 1 1,500 

Ｈ26.11 1,770 － － 

６ 成  増  板橋区成増四丁目地内 3,350 
Ｈ4.11 1,960 特22-23 1,960 

Ｈ5.10 1,390 特23- 8 1,390 

９ 成  増  板橋区成増四丁目地内 2,920 Ｈ4.11 2,920 特22-24 2,920 

１５ 赤    塚  板橋区赤塚七丁目地内  330 Ｈ4.11  330 特22—31   330 

１６ 赤  塚  板橋区赤塚七丁目地内 2,230 

Ｈ4.11 2,060 特22- 4 2,060 

Ｒ1.12  20 － － 

Ｒ6.12 150 － － 

１７ 赤  塚  板橋区赤塚一丁目地内 2,340 Ｈ4.11 2,340 特22—32 2,340 

１９ 赤  塚  板橋区赤塚六丁目地内 1,770 Ｈ4.11 1,770 特22- 5 1,770 

２０ 赤  塚  板橋区赤塚二丁目地内 1,330 Ｈ4.11 1,330 特22—33 1,330 

２１ 赤  塚  板橋区赤塚二丁目地内 1,590 Ｈ4.11 1,590 特22- 6 1,590 

２２ 赤  塚  板橋区赤塚二丁目地内 3,150 
Ｈ4.11 2,640 特22- 7 2,640 

Ｈ19.2  510 － － 

２７ 赤  塚  板橋区赤塚五丁目地内 1,240 
Ｈ4.11 1,170 特22-25 1,170 

Ｈ27.12  70 － － 

２８ 赤  塚  板橋区赤塚五丁目地内  920 Ｈ4.11  920 特22—34   920 

３２ 赤  塚  板橋区赤塚七丁目地内  530 Ｈ4.11  530 特22—35   530 

３９ 蓮  根  板橋区蓮根二丁目地内 1,300 Ｈ4.11 1,300 特22- 8 1,300 

４１ 蓮  根  板橋区蓮根二丁目地内 3,230 
Ｈ4.11 2,830 特22-26 2,830 

Ｒ3.6  400 － － 

４３ 常 盤 台        板橋区常盤台三丁目地内  400 Ｈ4.11  400 特22-27  400 

４７ 西  台  板橋区西台三丁目地内 1,440 Ｈ4.11 1,440 特22—36 1,440 

５４ 西  台  板橋区西台三丁目地内 1,290 Ｈ4.11 1,290 特22- 9 1,290 

５５ 西  台  板橋区西台三丁目地内 1,200 Ｈ4.11 1,200 特22-10 1,200 

５６ 徳  丸  板橋区徳丸四丁目地内 1,560 Ｈ4.11 1,560 特22-11 1,560 

５８ 徳  丸  板橋区徳丸五丁目地内  750 Ｈ4.11  750 特22-28  750 

５９ 徳  丸  板橋区徳丸五丁目地内  350 Ｈ4.11  350 特22-29  350 

６０ 徳  丸  板橋区徳丸八丁目地内 1,720 Ｈ4.11 1,720 特22-12 1,720 

６１ 徳  丸  板橋区徳丸八丁目地内 2,220 
Ｈ4.11 1,780 特22-13 1,780 

Ｈ5.10  440 特23- 1  440 

６５ 徳  丸  板橋区徳丸七丁目地内  670 Ｈ4.11  670 特22-15  670 
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名   称 

位     置 
面  積 
(約 ㎡) 

指定年月別面積 特定生産緑地 

番号 地 区 名 指定年月 
面積 

（約 ㎡） 
番号 

面積 
（約 ㎡） 

６６ 徳  丸  板橋区徳丸七丁目地内 2,690 
Ｈ4.11 1,930 特22-16 1,930 

Ｈ5.10  760 特23- 2  760 

７０ 徳  丸  板橋区徳丸六丁目地内 1,520 Ｈ4.11 1,520 特22-17 1,520 

７１ 徳  丸  板橋区徳丸六丁目地内  980 Ｈ4.11  980 特22-18  980 

７５ 徳  丸  板橋区徳丸四丁目地内  500 Ｈ4.11  500 特22-30  500 

７８ 徳  丸  板橋区徳丸四丁目地内  890 Ｈ4.11  890 特22-19  890 

８０ 徳  丸  板橋区徳丸五丁目地内 3,250 Ｈ4.11 3,250 特22－37 3,250 

８２ 徳  丸  板橋区徳丸八丁目地内  780 Ｈ4.11  780 特22-20  780 

８３ 四  葉  板橋区四葉一丁目地内 1,370 Ｈ4.11 1,370 特22-38 1,370 

８４ 大  門  板橋区大門地内 3,290 Ｈ4.11 3,290 特22-21 3,290 

９３ 蓮  根  板橋区蓮根一丁目地内  1,580 
Ｈ5.10  510 特23- 3  510 

Ｒ1.12 1,070 － － 

９４ 西  台  板橋区西台三丁目地内  830 Ｈ5.10  830 特23- 9  830 

９５ 西  台  板橋区西台三丁目地内  620 Ｈ5.10  620 特23-10  620 

９６ 西  台  板橋区西台三丁目地内  650 Ｈ5.10  650 特23-11  650 

９７ 徳  丸  板橋区徳丸五丁目地内  920 Ｈ5.10  920 特23- 4  920 

９８ 徳  丸  板橋区徳丸八丁目地内  640 Ｈ5.10  640 特23- 5  640 

９９ 徳  丸  板橋区徳丸八丁目地内  960 Ｈ5.10  960 特23- 6  960 

１０２ 西  台  板橋区西台一丁目地内 640 Ｈ19.2   640 － － 

１０４ 赤  塚 板橋区赤塚三丁目地内  660 Ｈ19.11   660 － － 

１０５ 西  台 板橋区西台三丁目地内  540 Ｈ19.11   540 － － 

１０６ 成  増 板橋区成増四丁目地内 1,130 
Ｈ20.12 1,010 － － 

Ｈ27.12  120 － － 

１０７ 徳  丸 板橋区徳丸四丁目地内 670 Ｈ20.12  670 － － 

１０８ 西  台 板橋区西台三丁目地内 910 Ｈ20.12  910 － － 

１１０ 成  増 板橋区成増四丁目地内 2,640 

Ｈ21.12  890 － － 

Ｈ29.11 1,160 － － 

Ｒ7.11  590 － － 

１１２ 西  台 板橋区西台三丁目地内 1,260 Ｈ23.12 1,260 － － 

１１３ 成  増 板橋区成増四丁目地内 1,310 Ｈ25.6 1,310 － － 

１１４ 赤  塚 板橋区赤塚八丁目地内 1,180 Ｈ24.12 1,180 － － 

１１５ 徳  丸 板橋区徳丸五丁目地内 1,240 Ｒ3.6 1,240 － － 

計 53 件  76,700  

  ※区域は別売りの板橋区都市計画図をご覧ください。 

 

 



- 84 - 

 

⒏ 促進区域 

 
 

 

  

決 定 年 月 日 告 示 番 号 名      称 位   置 面積(ha) 変更の経過 

平 ３. １. 30 板橋区告示 
第48号 

成増駅北口第二地区 
市街地再開発促進区域 

成増三丁目地内 0.6  
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（参考）高度利用地区の概要 
成増駅北口地区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

 

 A地区 B地区 C地区 

容積率の最高限度 50/10 20/10 40/10 

建ぺい率の最高限度 9/10 6/10 8/10 

容積率の最低限度 20/10 10/10 15/10 

建築面積の最低限度 200㎡ 200㎡ 200㎡ 
高度利用地区 

 

高度利用地区 

壁面の位置の制限 

壁面の位置の制限(立体壁面) 
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成増駅北口第二地区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

高度利用地区(既決定部分) 

高度利用地区(変更部分) 

 

計画内容 

地区面積      約
0.6ha 

容積率の最高
限度 

55/10 

容積率の最低
限度 

20/10 

建ぺい率の最高
限度 

9/10 

建築面積の最低
限度 

200㎡ 

壁面の位置の
制限 

2～7 m 

高度利用地区 

壁面の位置の制限 

壁面の位置の制限 
(立体壁面) 
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浮間舟渡駅前地区 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

高度利用地区の制限内容 

地 区 面 積 約 0.5h a  

容 積 率 の 最 高 限 度 45/1 0 

容 積 率 の 最 低 限 度 10/1 0 

建ぺい率の最高限度 6/10  

建築面積の最低限度 200㎡  

壁 面 の 位 置 の 制 限 
3.0m、

4.0m  

※詳細は、高度利用地区の計画書参照 

高 度 利 用 地 区 
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上板橋駅南口駅前地区 
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大山町クロスポイント周辺地区 
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板橋駅板橋口地区  
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板橋駅西口地区 

 

  


